
8.感染症対策総合研究事業
(1)新型インアルエンザ等新興・再興感染症研究事業
<事業概要>
近年、新たにその存在が発見された感染症 (新興感染症)や既に制圧 したかに見えながら
再び猛威を振るう可能性のある感染症 (再興感染症)が世界的に注目されている。これらの
感染症は、その病原体、感染源、感染経路、感染力、発症機序についてさらに解明すべき点
が多くまた変化も見られるため、発生の早期探知や適切な診断法、治療法等の開発等に常に
取り組む必要がある。
中でも、新型インフルエンザについては、従来からその発生が大いに懸念されている高病
原性鳥インフルエンザH5Nlか ら新たな新型インフルエンザが発生・流行 した場合の対応等、
蓋然性は低くないことから、引き続き研究の推進が必要である。
本事業は、新型インフルエンザ等、今後、国内で発生が危倶される感染症、近い将来克服
されると考えられてしヽたが再興のみられる感染症や、国内での発生は少ないが国外から持ち
込まれる可能性のある感染症t結核、腸管出血性大腸菌感染症、性感染症など、国民の健康
に大きな影

.響
を与える感染症等に対し、①その病原体、感染源、感染経路、感染力、発症機

序に関する研究、②迅速な診断法ゃ予防法・治療法等の研究開発、③これら研究開発を推進
するための基盤的研究、感染症に関する医療体制の確保、遠慨な情報提供や院内感染防止な
どの政策課題 に階する研究等.幅広く国内外の感染症に関する研究を推進させることにより、
これら感染症から国民の健康を守るために必要な研究成果を得ることを目指す。

<新規課題採択方針>
新型インフルエンザ等新興・再興感染症について、国内への流入 。まん延の防止、発生時
の適切な対応のため必要な予防法、診断法、治療法の開発や、これらの開発に結びつく病態
・感染機序の解明に関する研究、適切な行政対応の実施の基礎となる感染リスク評価・国内
外の関係機関との連携協力の推進、国民への情報提供等に資する研究であること (ただし、
肝炎、HIVに 関する研究を除く)。 新型インフルエンザに関しては、重症患者が多数発生
することが考えられるため、その病態の把握と適切な治療法の開発や、検査 口診断ならびに
サーベイランスの改良に関する研究であること。また、国内で発生していない動物由来感染
症について、国内に侵入 した場合の診断・迅速検査法の確立等、体制整備に資する研究のほ
か、海外で発生 している一類感染症や麻 しん風 しんの排除に係る研究、今なお患者数の多い
結核に関する研究を募集対象とする。

研究費の規模 :1課題、1年当たりの研究費 10,000～ 50,000千円程度
※ただし、「着手育成型1に ついては、2,000～ 5,000千 円程度

研究期間 =1～ 3年

新規採択予定課題数 :合計 16課題程度、うち「着手育成型」については合計 2課題程度
※各研究課題について原則として 1課題を採択するが、採択を行わない又は複数の採択
をすることがある。

若手育成型の応募対象 :

平成25年 4月 1日 現在で満39歳 以下の者 (昭和48年 4月 2日 以降に生まれた者 )

※新規採択時にのみ本条件を適用する。

※満年齢の算定は誕生日の前日に 1歳加算する方法とする。
※産前・産後休業及び育児休業を取つた者は、その日数を応募資格の制限日に加算す

ることができる。

<公募研究課題>
【一般公募型】

[1]新型インフルエンザヘの対応に関する研究分野  、
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今後発生が危倶される新型インフルエンザ等I=適切に対応 し、その感染拡大を可能な限

り抑制 し、健康被害及び社会・経済への影響:を最小限にとどめるために必要な予防、公衆

衛生対応、診断、治療に関する研究。

① 新型インフルエンザ発生時の医療提供体制及びワクチンの集団的接種体制に関する研
究                                   ヽ

平成24年 5月 に公布された「新型インフルエンザ等対策特別措置法Jを踏まえ、新型イ
ンフルエンザ発生時に必要な医療機関の診療継続計画や臨時の医療施設の設置計画及び規

模の異なる市町村で円滑にバンデミックワクチンの集団的接種を行うために必要な具体的

計画の策定に資する研究を募集対象とする。なお、日外での先行事例を収集分析 し、我が

国での手順書等の策定に寄与 しうる研究を優先する。

② インフルエンザワクチン製造種株及び品質管理手法の開発に関する研究
(        )

緊急時に、有効なインフルエンザワクチンを安定的に供給するため、変異ウイルスに対

しても対応出来るようにするためのウイルス抗原 =ヒ ト抗体の反応を解明
‐
するとともに、

高増殖性を示 し総蛋自収量が高い安定性のあるワクテン製造種株の開発法及びそれ らを適

切に品質管理するための手法の開
‐
発に資する研究であり、かつ異なる免疫賦与が必要 とき

れる季節性及びバンデ ミックインフルエンザワクテンを通切に品質管理するための試験方

法の開1発及び指標の確立に資する研究を募集対象とする。

③ 新型インフルエンザ対策における診断検査およびサーベイランス :こ関する研究
(                         )

新型インフルエンザ対策を有効に実施するためには,ウイルス検査及びサーベイランス
の精度を高いレベルで維持することが重要であることから、これらに関する技術開発及び

地方衛生研究所や検疫所等の各検査機関で運用可能な標準的手順書の作成等を介 した全国

的な協力体制の構築に資する研究を募集対象とする。

[2]感 染症の新たな脅威への対応及び感染症対策の再構築に関する研究分野
これまでわが国においては大きな問題とはなつていなかつた感染症の海外からの流入や、

生活様式や生活環境の変化、人口構造の変化等の社会的、宿主的な要因の変化により対策の

見直しや新たな対応が必要となる感染症について、その状況や要因を把握し、今後の適切な

対応につなげるための実態把握、病態解明、診断、治療に関する研究、及びその対応のあり

方に関する研究等、これまでの感染症対策の一層の推進及び必要に応じた再構築を行うため

の研究。

① 医療機関における感染制御に関する研究

医療機関内で問題 となる多剤耐性菌、イ ンフルエンザ、

フイシル等の各種微生物に対する感染対策及び地域におけ

クの構築に資す る研究 を募 集対象 とする。

(       )
クロス トリジウムディ

る感染対策ネ ッ トワー

② 一類感染症や新興感染症等の発生に対する事前準備及び緊急対応に関する研究
(       )

開発 等 に伴 う ヒ トと宿 主 動物 や ベク ター との接触機会 の増加 等 を背景 に、防疫



上緊急対応を要す る‐類感染症やヘニパウイルス感染症等の再興感染症発生の

危険性が培加す る可能性があ り、 これ らの診断法・ 予防法の開発や疫学的知見

の蓄積 、事前対応型対策の立案に資する研究 を募集対象 とす る。

③ 広範囲年齢層を標的とした結核制御のための発症機構の解明と新規予防法及び新薬の開
発に関する研究

近年、多剤耐性結核菌の制御や高齢層・青壮年層での結核集団発症の増加が問

題となつており、各年齢層の生体防御反応の特殊性に対応 して細胞性免疫を賦活

化できるワクチンの開発や新 しい抗結核薬の開発等 こ́れ らの課題への対策に資す

る研究を募集対象とする。

④ 真菌感染症の病態解明及び検査・治療法の確立とサーベイランスに関する研究
(        )

免疫抑制療法 の普及等に伴 う接合菌等による深在性真菌症 (内 臓真菌症 )や輸
入真菌症等に対応す るため、真菌の診断 ‐浩療にかかるガイ ドラインを作成する

とともに、その発生動向やサーベイランス システムを構築す る研究 を募集対象 と

す る。

⑤ 近隣地域からの侵入が危倶されるわが国にない感染症の発生予防に関する研究
(        )

国内での発生は見 られないが、ロシア、中国等の近隣地域で流行 しており、ヒ

トに重篤な症状を引き起こす感染症について情報収集を行い、海外での発生状況

や発生機序に関する知見を整理するとともに、診断・検査法の確立等国内侵入・

まん延を未然に防 ぐための体制の整備に資する研究を募集対象 とする。

⑥ 動物由来感染症の対応に関する研究             (        )
SARSや黄熱、デング熱等動物由来の再興感染症について、疫学的知見を集積し、人への

感染リスクの評価を実施するとともに、国内に侵入した場合の診断・迅速検査法、疲学調

査ならびに封じ込めの為の手法を開発する等緊急時の対応に資する研究を募集対象とする。

⑦ 小児の臓器移植前後におけるワクチン接種の安全性・有効性に関する研究
.    (        )

臓器移植前後の ワクチ ン接種の安全性・ 有効性に関 して確立 したエ ビデ ンスを

集積 す るため、抗体価、対象疾病べの罹患率、細胞性免疫機能等を踏 まえてデー

タを収集 し、ワクチ ンスケ ジュールの見直 し等 を支援す る研究 を募集対象 とす る。

③ 麻疹並びに風疹の排除の達成・維持に関する研究       (  、    )
麻疹 及び風疹 に対 しては、有効性が高 く安全なワクチ ンが あ り、これ らを排除

す ることが国際 的にも重要な 目標 となつて いる。2012年 までにわが国では、麻疹

の排除 に大き く近づいたと考 えられ るが、一方で麻疹輸入例 の増加、診断の困難

な麻疹症例の増加、一部の世代における風疹の発生の増加等が生 じてお り、これ

らの課題に対応 し、て麻疹及び風疹の排除を達成 し、その状態 を維持す ることにつ

なが る研究を募集対象 とす る。

[3]国際的な感染症ネットワークを活用 した対策に関する研究1分野
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国際的な感染症の発生状況の把握や他国との連携は我が国|て迅速かつ適切な感染症対策を

実施する上で必要不可欠である。また、アジアを含む周辺諸国における発生動向の正確な把

握や当該国におけるコン トロールは、我が国における新たな感染症から国民を守る重要な対

策となる。アジア諸国を中心とした感染症の状況の把握、相手国の感染症対応能力の向上及

び研究ネッ トワークの構築により我が国の感染症対策を効果的な実施するための研究。

① 高病原性鳥インフルエンザの診断・治療に関する国際連携研究

高病原性鳥インフルエンザウイルスがヒトに感染した際の病態やウイルスの病原性の変

化等に関する知見は、未だ十分に得られていないことから、これらが引き続き発生してい

るアジア諸国の医療機関、研究機関と協力・連携し、病態を把握するとともに適切な診断

・治療方法を開発する臨床的な研究を募集対象とする。

② 不活化ポリオワクテンの有効性・安全性の検証及び国内外で進められている新規腸管ウ
イルスワクチン開発に関する研究

2012年 に複数の不活化ポ リオワクチンが導入 されたことに伴 い、 Sabin株 由来
ワクチ ンの品質管理 に関 して国内外の調査や互換性、有効性、集団免疫の動 向等

について評価 を実施す るとともに、現在アジア を中心に開発が進め られ ている、

手足 日病 ワケチ ンをは じめ とした新規腸管ウイルス感染症ワクチン開発のための

研究基盤の整備 に資す る研究を募集対象 とする。

[4]感染症対策にかかる基盤整備に関する研究分野

多岐にわたる感染症の予防、診断、治療等に関する研究の推進につながる基盤技術の研究、

幅広い感染症に対する効果的な対応につながる応用技術の研究等、幅広 く感染症対策全般の

推進につながる基盤整備となりうる研究 .

① 感染症に関するリスクコミュニケーションに関する研究

新型インフルエンザ対策をはじめとする感染症対応においては、平常時からの国民一人

一人への継続的な啓発活動に加え、発生時には迅速で正確な情報提供が重要であることか

ら、適切かつ効果的な情報提供の手段、内容、理解促進について、具体的な手順書等を作

成する研究を募集対象とする。

培養細胞感染系の確立されていないウイルスの実験技術の開発、診断、予防に関する研

究                             (        )
ノロウイルス、 ロタウイルス等の培養細胞感染系が確立 されていないウイルス

では、診断技術や ワクチンの開発 においてウイルス様中空粒子 (VLP)の 利用が
有効であ り、VLPを 用 いた感染状況の把握、疾患 との関連性、病原性発現メカニ

ズムの解析並びに ワクチン等の感染予防薬の開発に資する研究 を募集対象 とする。

迅速・網羅的病原体ゲノム解析法を基盤とした感染症対策ネットワーク構築に関する研

究                             (        )
未知の病原体やバイオテロ等によるアウ トブレイクが発生した際に、我が国における感

染症対策セーフティーネットとして機能 し、不明感染症を迅速に究明して包括的に感染症

②

③



対策を行うための迅速 :網羅的病原体ゲノム解析法を基盤とした感染症対策ネットワーク

システムを構築する研究を募集対象とする。

【着手育成型】

新興・再興感染症の研究分野において着手の研究者が感染症対策に関する研究の推進を図

る研究                            (        )
課題の採択に当たってはt前記の新規課題採択方針を踏まえ、将来の感染症対策に資する
研究を採択する。感染症分野における疫学研究や社会医学的研究についても積極的に採択す

る。

<研究計画書を作成する際の留意点>
ア.目 標を明確にするため、研究計画書の「9.期待される成果Jに 当該研究により期待さ
れる科学的成果及び当該成果によりもたらされる学術的・社会的・経済的メリットを具

体的に記執すること。また、「 10.研 究計画 方ヽ法1に 、年度ごとの計画及び達成目
様を記載するとともに、実際の医療等へのは腱に至る行程を含めた研究全体の具体的な

ロー ドマップを示した資料を添付すること (様式自由)。

なおこ研究課題の採択に当たつては、これらの記載事項を重視するとともに研究計画

の内容と研究経費の効率的な活用の観点からも考慮することに留意すること。中間評価

及び事後評価においては、研究計画の達成度を厳格に評価 し、その達成度 (未達成の場

合にはその理由、計画の練り直し案)如何によっては、研究の継続が不可となる場合も
あり得ることに留意すること。  、

イ.法律、各府省が定める省令 口倫理指針等を遵守 し、適切に研究を実施すること。
ウ.特に、研究計画において、妥当なプロトコールが作成され、臨床研究倫理指針等 (Π 応
′  募に関する諸条件等 (4)応 募に当たつての留意事項オ.研究計画策定に当たっての研
究倫理に関する留意点参照。)に規定する倫理審査委員会の承認が得られている (又 は
その見込みである)こ と。各倫理指針等に基づき、あらかじめ、研究の内容、費用及び
補償の有無等について患者又は家族に説明又は情報公開等 しt必要に応じて文書等によ
り同意を得てしヽる.こ と。

また、モニタリング・監査・データマネジメント等を含めた研究体制や、安全性及び

倫理的妥当性を確保する体制について添付 し提出すること。

工.介入を行う臨庫研究であつて、侵襲性を有するものを実施する場合には、臨床研究に関
する倫理指針の規定に基づき、あらかじめ、登録された臨床研究計画の内容が公開され

ているデータベースに当該研究に係る臨床研究計画を登録すること。なお、事業実績報

告書の提出時に、登録の有無を記載した報告書 (様式自由)を別に添付すること。

(2)エ イズ対策研究事業
<事業概要>
本研究領域では、基礎、臨床、社会医学、疲学等の観点から、HIV感 染予防、新たな治
療法の開発、医療体制の確や早期発見に係る普及啓発等エイズ対策を総合的に推進してい

る。

具体的には、以下の研究を行う。              |
① 臨床分野においては、HIV感 染症の新たな治療法開発、長期療養に伴う医学的障害、
合併症を含めた全身管理に関する研究やHlV垂 直感染予防、肝炎ウイルスとの重複感染患
者の治療法等に関する研究。

②基礎分野においては、エイズの病態解析、薬剤の効果や副作用に関わる宿主因子の遺伝子
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多型等に伴う生体防御機構、薬剤耐性ウイルスの発生機序:解明等の研究。

③社会医学分野においては、個別施策層 (青少年、同性愛者、外国人、性風俗従事者・利用

者、薬物乱用者)別 の介入方法の開発やエイズ予防対策におけるNGO等 の関連機関の連携
体制の構築、自立困難な患者に対する支援に関する研究。

④疫学分野においては、HIV感 染症の国内外の動向把握や効果的な普及啓発の方法等に関
する研究。                                   

′

<新規課題採択方針>
エイズ対策研究事業においては、今後のエイズ対策に反映するため、基礎、臨床、社会医     J
学、疫学等の観点から、Hlv感 染者に係る医療体制の向上、長期予後における合併症等の
克服、個別施策層に対する効率的かつ効果的なHIV感 染予防の効果、早期発見と早期治療
の促進に資する研究を推進する。

研究費の規模 :1課題当たり

一般公募型 ①10,000千円～20,000千 円程度 (1年当たりの研究費)′
一般公募型 ②50,000千円～60,000千 円程度 (1年当たりの研究費)
一般公募型 ③10,000千円～30,000千 円程度 (1年当たりの研究費)
一般公募型 ④ 5,000千円～10,000千 円程度 (1年当たりの研究費)
ただし、「着手青成型1については、1,000～ 3,000千 円程度

研究期間 :1-3年

新規採択予定課題数 :

一般公募型 ①   l-2課 露程度
一般公募型 ②     l課 題程度
一般公募型 ③   l～ 2課題程度
一般公募型 ④     l課 日程度
着手育成型     1-2課 題程度

着手育成型の応募対象 :

平成 25年 4月 1日 現在で満 39歳以下の者 (昭和 48年 4月 2日 以降に生まれた者 )
※新規採択時にのみ本条件を適用する。

※満年齢の算定は誕生日の前日に 1歳加算する方法とする .

※産前・産後休業及び育児体業を取つた者は、その日数を応募資格の制限日に加算すること

ができる。

<公募研究課題>
【一般公募型】

・ 臨床医学研究のうち次に掲げるもの

① HIV感 染症またはその合併症の新規治療戦略に関する研究 (        )
HIV感 染症またはその合併症 (抗 H:V治 療に伴うものを含む)に対し、多施設協同
で、治療薬の使用方法、治療効果、副作用、費用、医学管理的手法等について検討を行

い、新規治療戦略の具体的な確立に資する研究であること。
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・ 基礎医学研究のう,ち 次に掲げるもの
② 国内の「IIVの薬剤耐性に関する研究 (        )
HEVの 薬剤耐性機序の解明を行うこと並びに国内のHEVの 薬剤耐性のサーベイラン
ス及び手技の標準化を行うことにより、HIVの 薬剤耐性の動向を把握し、全国的なHl
Vの薬剤耐性の影響及び対策の検討に資する研究であること。

③ HIVの 構造に関する研究 (        )
科学的にHIV感 染の拡大を、防ぐために、HIVの Gag蛋白又は、エンベロープ蛋白に
ついて、その機能維持に必要な構造、さら1こ は治療標的となりうる構造を明らかにするこ

とを目的とした研究として、構造解析を含む分子生物学的解析、ウイルス学的解析および

免疫学的解析を行い、治療法開発に資する研究であること。         ,

・ 社会医学研究のうち次に掲げるもの
④ 個Bll施策層 (外国人)に対するHIV感 染予防対策等に関する研究 |

個勝施策層 (言語的障壁や文化的障壁のある外国人に限る)に関して、HIV感染症の
動向把握、受検状況、受療状況の全体像を把握し、特に対策の必要な在日外国人及び在日

外国人コミユニティの特性を明らかにするとともに、各国の状況を踏まえた具体的な対策

の提言に資する研究であること。

【若手育成型】

研究水準の向上、従来の発想や手法にとらわれない斬新な研究を推進するために、上記①

～④の課題について着手の研究者による研究計画を採択する。 (        )

<エ イズ対策研究事業全体の留意点>
研究計画書の提出に当たり、以下の点に留意すること。

ア.「 9.期待される成果」に、より具体的にIE握するため、申請研究終了時に期待される
成果と、研究分野の長期的な成果 (目 標)と をBll々 に示すこと。

イ.「 12.申 請者の研究歴等Jについて、より詳細に把握するため、以下の (ア)及 び (イ )の       |
項目に該当する論文 (全文)を添付 した研究計画書を提出すること。外国語文のものに
ついては、日本語の要旨:も添付すること。

(ア )申請する課題に係る分野に特に関連するもの。

(イ )申 請者が第一著者、若 しくは主となる役割を担つたもの。後者の場合はその簡潔な

理由を添付すること。

※若手育成型についてはご (7)は必ず しも満たす必要性はない。

ウ.研究課題の採択に当たっては、これらの記載事項を重視するとともに、中間評価及び事
後評価においては、研究計画の達成度を厳格に評価する。その達成度 (未達成の場合に

はその理由、計画の練 り直し案)如 何によつては、研究の継続が不可となる場合もあり
得ることに留意すること。

(3)肝炎等克服緊急対策研究事業
<事 業概要>
B型・ C型肝炎ウイルスに現在感染している者は、全国で合計約300～ 370万 人と推定され
ており、国内最大級の感染症である。感染を放置すると肝硬変、.肝がんといつた重篤な病態

に進行し、我が国の肝がんによる死亡者数の約 9議がB型 OC型肝炎ウイルス起因と報告さ
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れている。このようなことから平成22年 1月 に肝炎対策基本法 (平成21年法:律第97号 )が施
行され、同法において策定することとなつている肝炎対策の推進に関する基本的な指針が平

成23年 5月 に告示された。同指針において国は、肝炎医療の水準の向上等に向けて、肝炎に

関する基礎、臨床及び疫学研究等を総合的に推進する必要があるとされているところである。

以上のような背景から、肝炎ウイルス持続感染機序の解明や肝疾患における病態の進展予

防法及び新規治療法の開発等を行う本研究事業は、国民の健康面での安心・安全の実現のた

めに重要であり、今後も肝炎に関する疲学、基礎、臨床研究等を進め、引き続き、肝炎治療

実績の大幅な改善につながる成果の獲得を目指す研究を推進する。

この公募は、本来、平成25年度予算成立後に行うべきものであるが、できるだけ早く研究

を開始するために、予算成立前に行うこととしているものである。従つて、成立 した予算の

額に応 じて、研究費の規模、採択件数等の変更が生じる場合等がある。̀

<新規課題採択方針>
我が国において、小児の B型肝炎キャリア率や水平感染の実態が明らかではない現状をふ
まえ、小児における B型肝炎の水平感染の実態把握とワクチン戦略の再構築に関する研究を

実施する。また患者の高齢イヒや、新 しい治療薬:の薬事承認や保険適用をふまえ、ウイルス性

肝炎に対する科学的根拠に基づいた診療ガイ ドラインの構築に関する研究等を重点的に行 う。

本分野の推進により、ウイルス性肝炎の治癒率の向上、肝硬変・肝がんによる死亡者数の

減少、効果的・効率的な肝炎対策の推進が期待される。

研究費の規模 :1課題当たり
一般/At募型① 30,000千円～40,000千 円程度 (1年当たりの直接研究費)
一般公募型② 40,000千円～50,000千 R・程度 (1年当たりの直接研究費)
一般公募型③ 30,000千 円-40,000千 円程度 (1年当たりの直接研究費)

一般公募型④ 40,000千 円～50,000千 円程度 (1年当たりの直接研究費)

一般公募型⑤ 40,000千 円～50,000千 R・程度 (1年当たりの直接研究費)
一般公募型⑥ 40,000千 円～50,000千円程度 (1年当たりの直接研究費)
一般公募型⑦ 2o,000千 円～30,000千 円程度 (1年当たりの直接研究費)

一般公募型③ 30,000千 円～

“

,000千円程度 (1年当たりの直接研究費)

一般公募型⑨ 40,000千 円～50,000千 円程度 (1年当たりの直接研究費)

着手育成型  2,000千 円～ 8,000千円程度 (1年当たりの直接研究費)

研究期間 :

一般公募型①～⑨ l～ 3年
若手育成型 1～ 3年

新規採択予定課題数 :14課 題程度、うち「若手育成型」については 5課題程度
※各研究課題について原則として 1課題を採択するが、採択を行わない又は複数の採択

をすることがある。

若手育成型の応募対象 :

平成 25年 4月 1日 現在で満39歳 以下の者 (昭和 48年 4月 2日 以降に生まれた者 )
※新規採択時にのみ本条件を適用する。

※満年齢の算定は誕生日の前日に 1歳加算する方法とする。

※産前・産後休業及び育児休業取得した者は、その日数を応募資格の制限日に

加算することができる。
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く公募研究課題> 、
【一般公募型】

① 科学的根拠に基づくウイルス肝炎診療ガイドラインの構築に関する研究
(

科学的根拠 (エ ビデンス)に基づいて診療ガイ ドラインを作成する研究を採択する。ガ

イ ドラインの作成に当たっては、エビデンスレベルや推奨グレー ドを明示し、研究分担者

に医療統計学に精通している者を加えることを必須とする。

② 肝炎ウイルスの複製増殖機構、病原性発現機構や新規薬剤感受性の解析に関する研究
(        )

課題採択に当たっては、肝炎ウイルス培養系等を用いた感染複製増殖過程の解明と病原

性発現機構や新規薬剤の感受性の解析に資する研究を採択する。

③ C型肝炎ウイルス感染における自然免疫応答の解析と新たな治療標的の探索に関|する研
究 (     '  )
課題採択に当たっては肝炎ウイルス感染細胞や個体における自然免疫応答の解明を行う

ことにより、自然免疲応答賦活化を含めた新規治療法の開発を目指す研究を採択する。

④ C型肝炎の新規診断法や新規治療法を開発するためのゲノムワイド関連解析の手法を用
いた宿主因子の解析に関する研究 (        )
ゲノムヮイ ド関連解析の手法を用いて C型肝炎ウイルス感染に関わる宿主因子の解析を

行うことにより、 C型肝炎の新規診断法や新規治療法の開発を目指す研究を採択する。具

体的には、従来のSNP―based GWASだ けでなく、CNV(コ ピー数変異)―based GWAS及 び次世

代シークエンサーを用いたsequencing―based GWASを 実施し、新 しい統計解析法も活用して、

標的となる新規遺伝要因を同定し、新規診断法や新規治療法の開発を目指す研究を採択す

るも

⑤ C型 肝炎の新規診断法や新規治療法を開発するためのウイルスゲノム解析に関する研究
(        )

次世代シーケシサーや大規模データベースを用いて、 C型肝炎ウイルス遺伝子の網羅的

な解析を行 うことにより、診断や創薬の標的となる遺伝子産物の分子機構・機能を同定し、

新規診断法や新規治療法の開発を目指す研究を採択する。

⑥ C型肝炎の病態の解明と肝癌発症制御に関する研究 (        )
C型肝炎ウイルス感染による炎症、線維化、脂肪化、そして発癌の発症機構の解析に必

須な実験モデル (細胞、動物)系 を作出し、慢性 C型肝炎から肝細胞癌への進展を阻止で

きる新しい治療法を開発、実用化をめざす研究課題を優先する:

⑦ C型肝炎感染者からのウイルス排除を目的とした治療用ワクチンの開発に関する研究
(        )
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C型肝炎感染者からのウイルス排除を可能とする治療用ワクテンの開発を目指した研究

を推進する。採択にあたつてはより実用化に近い研究課題を優先する。

③ 急性感染も含めた肝炎ウイルス感染状況・長期経過と治療導入対策に関する研究
(

課題採択に当たつては、急性ウイルス肝炎の発症状況や現在のキャリア数、ウイルス肝

炎検査受検率の推計を行い、検査から治療まで継ぎ目のない体制整備を目指す行政施策の

推進に資する研究を採択する。

⑨ 小児におけるB型肝炎の水平感染の実態把握とワクテン戦略の再構築に関する研究
(

課題採択に当たつては、①新規感染者数も含めた小児のB型肝炎キャリア率、② B型肝

炎ウイルスワクチンの効果持続期間、③ジェノタイプが異なるウイルスに対するワクチン

効果の 3点について明らかにできる研究を採択する。新規感業者数 。キャリア率の調査に

当たつては、限定された医療機関の調査ではなく、全国規模の大規模調査を行うことが望

ましい。

【着手育成型】

0当該研究分野ての研究を活性化し、将来にわたつて肝炎研究を発展させる研究者を育成し、
社会的にも重要な肝炎に関する各種研究の推進 を図ることを目的とする研究

本研究では、着手研究者が、肝炎ウイルスに関連する、臨床、基礎、疫学等研究分野の研

究課題について、独創性や新規性に富む研究開発課題の提案し、実施することを求める。

く研究計画書を作成する際の目意点>
目裸を明確にするため、研究計画書の「 9.期待される成果Jに 、当該研究により期待さ
れる科学的成果及び当該成果によりもたらされる学術的 。社会的 じ経済的メリットを具体的

に記載すること。また、「 10.研 究計画・ 方法」に、年度ごとの計画及び達成目標を記載
するとともに、実際の医療等への応用に至る工程を含めた研究全体の具体的なロー ドマップ

を示した資料を添付すること (様式自由)。

なお、研究課題の採択に当たつては、これらの記載事項を重視するとともに、中間評価及

び事後評価においては、研究計画の達成度を厳格に評価する。その達成度 (未達成の場合に

はその理由、計画の練 り直し案)如 何によつては、研究の継続が不可となる場合もあり得る
ことに留意すること。

9.地域医療基盤開発推進研究事業
<事業概要 >
少子高齢化の進展や医療ニーズの多様化・高度化により、医療を取り巻く環境が大きく変

化している中、未曾有の大災害に見舞われ、特に被災地での医療提供体制の再構築が喫緊の

課題となつている。また、社会保障と税の一体改革で示された医療制度の改革に向けた、病

院・病床の機能分化、在宅医療の充実、チーム医療の推進等のための基礎資料となる研究、

医療安全 口質の向上、効率化を目指した研究、医療分野における情報システムの基盤整備等
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の開発に向けた研究についても、喫緊の課題への対応として求められている。このため、以

下の研究を実施 してお り、平時、災害時ともに豊かで安心できる国民生活の実現に役立てる。

O大規模災害時の医療の確保に関する研究
0地域医療の基盤確保と医療のアクセス確保に関する研究
O医療現場の安全確保に関する研究                ′

O地域医療で活躍が期待される人材の育成・確保に関する研究
O根拠に基づく医療に関する研究
O医療情報のセキュリティの確保及び利活用に関する研究      `

平成25年度公募課題研究としては、以下の課題を「一般公募型」として公募する。

この公募は、本来、平成25年度予算成立後に行うべきものであるが、できるだけ早 く研究を

開始するために、予算成立前に行うこととしているものである。従つて、成立した予算の額に

応じて、研究費の規模、採択件数等の変更が生じる場合等がある。    |

<新規課‐題採択方針>                             .
今後の効率的な医療提供体制の構築と、良‐質な医療の提失を実:現するための研究を実施す

る。

研究費の規模 11課題当たり3,000千円～7,000千円程度 (1年 当た り)
研究期間 :1-2年                :
新規採択予定課題数 :5課題程度
※各研究課題について原則として 1課題を採択するが、採択を行わない又は複数採択する
こともある。

(公募研究課題>
【一般公募型】

(1)地域医療の基盤確保と医療のアクセス確保に関する研究
(ア )小児救急医療体制の,あ り方に関する研究 (        )
我が国Ol乳幼児死亡率は、新生児死亡率及び乳児死亡率は低い一方で、 1～ 4歳児死
亡率は相対的に高い。死亡率改善のためには、小児救急医療体制整‐備による、診療の賞

を向上させるための検討が必要である。本研究では、既存の小児救命救急センターや

PICUを 有|する医療機関等の診療実績に関する横証、PICUのみならず救命救急センター等

を含めた重篤小児診療における連携のあり方や、それに伴う医療機関の適正配置等に関

する分析を行うための研究を、優先的に採択する。

(イ )小児救急電話相談 (#8000)の 体制のあり方および質の確保に関する研究
(

平成16年度から、休日・夜間に保護者が小児科医や看護師等に全国同一の短縮番号 (#8

000)で電話ができる「小児救急電話相談事業Jを実施している。年々相談件数が増加す
る一方で、相談回線の供給不足、事後検証体制の確立 (不要不急の小児救急受診回避によ

る医療機関の負担軽減、深夜帯・休日昼間の電話相談の有効性等)や、相談内容に関する
質の確保 (民間委託、研修体制等)が課題として明らかになってきた。このため、これら
の課題に対 して全国調査を行い、分析を行う研究を優先的に採択する。

研究費の規模 :(ア )(イ )1課 題当たり7,000千 円程度'(1年 当たりの研究費 )
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(2)医 療現場の安全確保に関・する研究
① 医療の質と安全性の向上に関する研究
(ア )医療事故・有害事象の把握手法に関する研究 (        )
効果的な医療安全対策を講じるためには、各医療機関や各地域における一定の医療事

故や有害事象に関する情報を把握・分析 し、医療事故や有害事象の防止に資する体制を整

備することが重要である。

本研究では、医療事故や有害事象の防止を図るために、実施された医療技術あたりの

死亡率や有害事象発生率等によるリスク評価を可能とする医療事故情報を収集する仕組

みを強化するための研究を優先的に採択する。

(イ )医療事故を減少させるための介入方策に関する研究 (        )
医療の安全の確保、とりわけ診療行為に関連 した医療事故を減少させる介入方策につ

いて、未だ実証された分野は限られている。

本研究では、医療事故情報等を有効に活用し、医療事故を減少させ、医療の質改善に

資する、強固な研究デザインにより統計的に有効性を実証する介入方策を提言する研究

を優先的に採択する。                           1

研究費の規模 :(ア )(イ )1課 題当たり4,000千円程度 (1年当たりの研究費 )

② 院内感染対策の質の確保に関する研究 (        )
医療施設における院内感染対策は、医療法および関連通知により、指針の策定や委員会

の開催、研修の実施等を行 うことが求められており、近年は、感染制御チームや医療機

関相互のネットワークの構築、アウ トブレイク時の対応の充実が求められている。

本研究では、感染制御チームの活動や地域のネットワーク構築による質の向上の検討、

地域のネットワークでの活動実態の把握やその向上のための検討を含む研究を優先的に

採択する。

研究費の規模 :1課瞬当たり3,000千円程度 (↑ 年当たりの研究費 )

<地域医療基盤開発推進研究事業全体の留意点>
研究計画書の提出に当たり、以下の点に留意すること。

ア.目 標を明確にするため、研究計画書の「 9.期 待される成果Jに、当該研究により期待
される科学的成果及び当該成果によりもたらされる学術的・社会的・経済的メリッ トを

具体的に記載すること。また、「 10.研 究計画・方法』に、年度ごとの計画及び達成
目標を記載するとともに、実際の施策等への応用に至る工程を含めた研究全体の具体的

なロー ドマップを示した資料を添付すること (様式自由)。

なお、研究課題の採択に当たっては、これらの記載事項を重視するとともに、中間評

価及び事後評価においては、研究計画の達成度を厳格に評価する。その達成度 (未達成

の場合にはその理由、計画の練 り直し案)如何によつては、研究の継続が不可となる場
合もあり得ることに留意すること。

イ.法律、各府省が定める省令・倫理指針等を遵守し、適切に研究を実施すること。
ウ。 (ア )特に、研究計画において、妥当なプロトコールが作成され、臨床研究倫理指針等

(Π 応募に関する諸条件等 (4)応募に当たつての留意事項オ.研究計画策定に当たつ
ての研究倫理に関する留意点参照)に規定する倫理審査委員会の承認が得られている
(又はその見込みである)こ と

=各
倫理指針等に基づき、あらかじめ、研究の内容、費

用及び補償の有無等について患者又は家族に説明又は情報公開等 し、必要に応じて文書
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等により同意を得ていること。 ｀

また、モニタリング・監査・データマネジメン ト等を含めた研究体制や、安全性及び

倫理的妥当性を確保する体制について添付 し提出すること。

(イ )介入を行う臨床研究であつて、侵襲性を有するものを実施する場合には、臨床研究

に関する倫理指針の規定に基づき、あらかじめ、登録された臨床研究計画の内容が公開

されているデータベースに当該研究に係る臨床研究計画を登録すること。なお、事業実

績報告書の提出時に、登録の有無を記載 した報告書 (様式自由)を 別に添付すること。

O.労働安全衛生総合研究事業
<事業概要>                 ｀

労働災害は、長期的には減少してきているが、昨今の社会全体のサービス産業化や雇用形

態の多様化・ 高齢化等に伴つて、その発生状況は変化してきている。また、東京電力福島第

一原子力発電所事故の復旧作業対策、受動喫煙防止対策など新たに対応すべき課題 :社会的
ニーズが多数生じてきている。このような状況に競してこ労働安全衛生行政は、労働現場の

実態を十分に把握 した上で、使用される最新の構術 レ医学的知見等に適切に対応していく必

要があり、政策の立案のための最新の科学的知見、7~~夕 の集積が不可欠となつている。
このため、本研究事業では、職場における労働者の安全と健康を確保するとともに、快適

な職場環境Ol形成を促進するための研究を総合的に推進するものであり、「一般公募型1に
よる研究を行うとともに。若手研究者の参入を促進するため、「若手育成型Jの公募を行う
こととする。

なお、この公募は、本来、平成25年 度予算成立後に行うべきものであるが、できるだけ

早 く研究を開始するために、予算成立前に行 うこととしているものである。従つて、成立

した予算の額に応 じて、研究費の規模、採択件数等の変更が生 じる場合等がある。

<新規課題採択方針>    
｀

厚生労働省では、平成24年 度現在、労働安全衛生法第6条に基づき、平成25年度から同29年

度にわたる5ヶ年計画である第12次労働災害防止計画の策定作業を実施 している。また、政府

の「新成長戦略1(平 成22年 6月 18日 閣議決定)で も12020年 までに実現すべき成果目裸とし
てr、

・ 労働災書のない社会を 目指 しつつ、労働災害発生件数を3鶴ワiき下げること
。必要な労働者全てが、メンタルヘルスに関する措置を受けられる職場にすること

・受動喫煙のない職場を実現すること

を挙げ、これらの中長期的課題について強力に取り組むこととしている。

他方で、東京電力福島第二原子力発電所事故の復旧作業対策、受動喫煙対策など新たに対

応すべき課題・社会的ニーズが多数生じてきており、次期第12次労働災害防止計画では、こ

れらの課題に対応することとしている。

このような対策を推進するためには、調査研究により最新の科学的知見を得て、その結果

を基に計画的に対策を推進することが必要であることから、平成25年度は、次の公募研究課

題について募集を行う。

ただし、より短期間で成果を得られる研究を優先的に採択するとともに、特に公募研究課

題①～⑫において示している具体的研究課題の趣旨に合致するもので、かつ、行政施策の立

案に資する、もしくは、研究の成果を広く提供することにより事業場における安全衛生対策

の実施が期待できるものを優先する。

若手育成型の応募対象 :
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平成25年 4月 1日 現在で満39歳 以下の者 (昭和 48年 4月 2日以降に生まれた者 )
※新規採択時にのみ本条件を適用する。

※満年齢の算定は誕生日の前日に 1歳加算する方法とする。

※産前・産後休業及び育児休業を取つた者は、その日数を応募資格の制限日に加算す

ることができる。

<公募研究課題>
【一般公募型】

① 機械安全規制における世界戦略へ対応するための法規制等基盤整備に関する調査研究

我が国における労働災害の約 1/4は 、機械に起因する労働災害であり、死亡災害や障
害の残る重篤な災害も多発 している。機械による労働災害を減少させるには、機械メ=カ
ーにおける機械の本質的な安全設計をさらに促進する必要があり、機械の設計・製造時の

リスクアセスメン ト等の実施の徹底を図る必要がある。そこで、現在策定中の第12次労働

災害防止計画 (平成25年度～平成29年度)においても、機械の製造者の責任強化を図るこ
とを検討しているところである。

このため、機械安全規制において進んている欧州等における機械の本質安全設計に関す

る法規制の内容、実態、災書発生状況を調査するとともに、その効果を検証し、我が国に

おける機械の設計・製造時等における法規制のあり方について検討する。

② 職場の受動喫煙防止対策と事業場の生産、収益並びに労働者の健康面及び医療費等に及
ぼす影響に関する研究 (        )
職場の受勁喫煙防止対策の遅れは、腰客に喫煙を含めたサービスを行う業態の事業場や

事業場規模の小さい事業場において顕著である。このような事業場にないては、受動喫煙

防止対策を実施する経済的な余裕がない、又は事業場の収益等に与える短期的な影響を懸

念して必要な対策に踏
:み
切れない実態があるとされている。

そこで、受動喫煙防止対策に取り組んだ事業場における実態について得られた結果を客

観的かつ科学的に評価 し、対策が進まない事業場における今後の受動喫煙防止対策の推進

に資するため、既に比較的早期に受動喫煙防止対策に取り組み、一定程度の期間が経過し

ている事業場とそれに該当しない事業場等を対象に、統計調査や疫学調査等を実施、結果

の比較をすることにより、当該事業場の生産面、収益面への効果及び従事する労働者への

健康面や医療費への影響等について、相関関係の有無及びその傾向について調査する。

③ 粉じん作業等における粉 じんばく露リスクの調査研究 (        )
じん肺の新規有所見者数は、昭和55年 に6,842人 であったところ、その後の関係者の努

力により大幅な減少傾向を示 したが、近年は横ばい状態が続いている。これまで粉 じん障

害防止対策は、主に新規有所見者が多く発生する作業に対して優先的に実施してきたが、

現在の新規有所見者数の横ばい状態を更なる減少傾向に転じさせるためには、じん肺が遅

発性疾病であることに鑑み、有所見者の発生を待たずに、各作業の粉じんぼく露リスクを

改めて洗い直 し、リスクの高い作業から優先的に新たな対策を実施することが必要となつ

ている。

このため、

ア 現行の粉 じん障害防止規則に定められたばく露防止対策を行つた状態における粉じ
んばく露 リスクについて、作業環境管理、作業管理、健康管理の視点で評価 し、現在

の規制の有効性を確認 し、新たな粉じんぼく露防止対策の必要‐性について検討すると

ともに、
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イ 現在、「粉じん作業Jに指定されていないが、今後新たに指定すべきと考えられる
作業の有無について調査し、ある場合には、その作業における粉じんばく露リスクの

調査を行い、粉じんぼく露防止対策の必要性について検討する。

④ 東電福島第一原発緊急作業従事者を対象とした自内障発症調査 (     ‐ )
現在、日の水晶体への被ばく限度は、 1年間150mSvと 規定されているが、近年の研究で

は、放射線被ばくによる白内障は、従来知 られていたよりも低い線量で発症 しうるとする

知見が増える傾向にあり、―部には、自内障をきたす線量には闘値がないとの指摘もある。

このため、厚生労働省が構築した東京電力福島第一原子力発電所の緊急作業従事者の被

ばく線量等のデータベースを活用 し、50mSvを 超える外部被ばくを受けた者、50mSv以 下の

者に対して、累積被ばく線量と白内障に関する細隙灯顕微鏡を使用した検査結果を疫学的
に分析 し、被ばく線量と自内障の発症に関する統計的分析を実施するとともに、ICRP等 で

の目の水晶体への被ぼく限度を巡る国際的議論に貢献する。

⑤ 多様な発散椰儀方法における施策の効果の把握に擁る調査研究 (        )
化学物質による労働災害を減少させるためには、事業者による危険性又は有害性等の調

査及びその結果に基づく合理的な安全衛生対策が重要であるが、職:場 において取り扱われ

る化学物質の種類・工程が多様化・複雑化する中|リ スクに基づく合理的な化学物‐質管理

を促進するためにはt作業の実態に応じた多様な発散防止抑制措置を導入できる仕組みの
構築が必要となつている。このため、一定の要件の下で局所排気装置等以外の発散防止抑

制措置の導入を可能とすること等とする有機溶剤中毒予防規則等の一部を改正する省令

(平成24年 厚生労働省令第71号 )が平成24年 4月 に公布され、同年7月 から施行されたとこ
ろである。

そこで、我が国におけるこれらの施策の今後の効果的な導入と推進に資するため、約40

年前に性能要件基準を導入している英国を例に取り、制度導入前、導入後の状況を詳細に

調査し、また、諸外国ですでに導入されている若しくは導入が期待される具体的な事911・

技術り うち、我が国でも導入可能なものを調査する。

また、国内外の文献調査並びに専門家及び事業者等に対するヒアリングを実施すること

により、国内外で導入されている多様な発散抑制方法に関する知見を収集・ とりまとめを

行うとともに、新たな発散防止抑制措置について提言を行う。

⑥ 事業者の健康診断等のデ‐夕収集・評価手法の検討 (        )
事業者による健康診断の実施率は向上しているが、健診結果の保存様式が統Tさ れてい

ないなどの理由により、健診結果の集積・分析は効果的に行われておらず、健診結果を活

用した労働者の健康状態の評価や産業保健活動は十分でない。また、医療保険者や地方自

治体等における健診結果等の活用も困難な状況である|.

そこで、事業者の健康診断及び事後措置等の実施結果等のデータの収集 0評価・活用の

あり方を検討 し、事業場毎の健診等のデータを分析するとともに、事業場内外の労働衛生

の状況を総合的・客観的に評価し、労働環境や労働者の特性等を踏まえた産業保健活動の

あり方についての提言を行う。

具体的には、健康診断等結果の効果的 `効
率的な活用を可能にするため、業務歴、作業

環境、健診結果及び健診後の措置等に関する情報の活用方法にういて検討し、これらの情

報の統一的な保存・交換様式 (電子フォーマット・電子データ化の容易な紙様式)を 開発
するとともに、モデル事業などにより、情報の統一的保存様式及びその活用方法の妥当性

を検証することが望ましい。また、実際の健康譲断実施結果を収集して分析を行い、事業

場、労働者の特性や産業保健活動の、労働者の健康への影響や効果について検討するとと

●
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もに、分析結果を踏まえて、産業保健活動のあ り方についての提言を行 うな

⑦ 諸外国における治療と就労の両立支援に関する研究 (        )
長期にわたる治療等が必要な疾病を抱えた労働者の就労支援に関する諸外国の取組や法

制度について調査し、治療と就労の両立支援対策のあり方について検討を行うことを目的

とする。

諸外国における、長期にわたる治療等が必要な疾病を抱えた労働者の就労支援に関する

実態及び法制度等の対策に関する調査を行い、諸外国の労働者の治療と就労の両立に関す

る支援体制を比較・評価する。また、検討結果を踏まえ:我が国における治療と就労の両
立のあり方に対する提言を行う:

なお、調査では、具体的な事業場や産業保健機関による治療と就労の両立支援に関する

取組事例についても併せて収集することが望ましい。 ‐     '

③ 労働者の健康状態及び産業保健活動が労働生産性に及ぼす影響に関する研究
(        )

我が国の職場環境の変イヒや労働者の健康課題の多様化を踏まえ、現在の我が国における

労働者の健康状態や事業場等における産業保健活動が労働生産性に及ぼす影響について検

証することを目的とする。また、検証をふまえ、効果的な産業保健活動のあり方について

も検討する。

奏幕等による労働者の勤務状況、休職及び退職等が労働生産性に及はす影響について調

査を行い、労働者を雇用する企業、及び社会全体の観点から定量的に検証する。なお、調

査は、多様な職場環境において行い、疾病等の健康問題を抱える労働者に対する産業保健

活動が、労働生産性に与える効果についても俳せて検証する,こ とが望ましい。

③ 産業保健分野のポピュレーションアプローテ推進手法に関する研究 (        )
労働者の健康確保、向上のためには、労働者に対するハイリスクアプローチだけでなく、

労働環境や集団としての労働者の健康状態を評価・ 分析し、職場や地域におけるポピュレ

ーションアプローチを推進することが必要である。また、高齢化や定年の延長に伴い、高

年齢労働者の数が増加し、高年齢労働者の労働災書が増加していることから、高齢化に伴

う身体機能の低下や基礎疾患に伴う労働災害発生リスクに対する取組を事業場全体で進め

ていく必要性が高まつてきている。

このため、事業場、産業保健サービス機関等における効果的なポピュレーションアプロ

ーチや地域の複数の事業場を対象とした産業保健活動等について、事例収集、調査及びモ

デル事業等の実施を踏まえて検討するとともに、効果的な産業保健活動を推進する促進要

因を抽出する。なお、事例収集、調査及びモデル事業は、効果的な産業保健活動の対象に

は、高齢化に伴う身体機能の低下や基礎疾患に伴う労働災害発生リスクに対する取組を含

めること。

また、保健師等が効果的な産業保健活動を実践するために必要なキャリアラダーや研修

プログラムの開発をする。開発した研修プログラムに応じた研修をモデル的に実施 し、同

プログラムの評価を行う。なお、研修プログラムの開発においては、職階に応 じた教育内

容を検討するとともに、既存の研修実施状況についても十分考慮して検討すること。

① 事業場におけるメンタルヘルス対策を促進させるための研究 (        )
職業生活で強い不安、悩み、ス トレスを感 じる労働者は約 6割 に達し、精神障害等によ

る労災認定件数は年々増加している。また、自殺者は14年連続で 3万人を突破し、このう
ち、「勤務問題」を原因 。動機の一つとする者は約2,700人に達している。そこでt平成2
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2年 6月 に閣議決定された新成長戦略においては、2,020年までの目標として「メンタルヘ

ルスに関する措置を受けられる職場の割合100%」 が掲げられているが、メンタルヘルス

対策に取 り組んでいる事業場の割合は50.4%に とどまつており、職場でのメンタルヘル
ス対策の一層の促進が必要となつている。

また、職場で求められるメンタルヘルス対策は、改正安衛法で義務付けることにしてい

るス トレスチェック等の実施のみならず、メンタルヘルス不調の発生を未然に防止するこ

とから職場復帰支援の実施まで総合的に行うことが望まれている。

一方、リスクアセスメン トは職場における健康安全の評価・改善のための有効な手法と

なつている。

このためtメ ンタルヘルス不調の発生と関連が深い職場での過度のス トレスを健康リス

クと捉えてリスクアセスメント手法を適用することについて、国内外の情報収集を行い、

これを踏まえて、具体的なリスクの見積 り方法について提案を行う。また、リスクアセス

メン ト手法を適用した場合の問題点や留意点、有効性や効果等について評価を行うととも

に、当該:評価結果を踏まえ、職場でのメンタルヘルス対策の効果的な実施方法や、先進的

な取組方法を提示する。

① 中小規模事業場向けのリスクアセスメント手法の開発 (        )
体業 4日以上の死傷労働災害は、長らく減少傾向「にあったものの、近年は 2年連続で増
加に転 じており、危機的な状況にあるもこの状況を打開するためには、法令遵守による取

組の推進 FF止 まらず、労働現場におけるリス′クアセスメントの実施及び自主的安全衛生管

理の導入、さらには労働安全衛生マネジメン トシステムの導入といつた事業者の自主的か

つ自律的な労働災害防止に向けての取 り組みが重要である。他方で、リスクアセスメン ト

の実施は一定程度普及が進んでいるところではあるものの、特に中小規模事業場における

定着は遅れがちな状況となつている。

このため、中小規模事業場においてリスクアセスメン トや労働安全衛生マネジメン トシ

ステムの導入を阻害している要因を個別の業種や作業内容に応じて調査分析し、その結果

をも とに中小規模事業場でも導入しやすいリスクアセスメン ト手法の開発を行う。

【若手育成型】

⑫ 若手研究者が上記①～⑫の公募課題において主体となつて行う研究

研究費の規模 :

課題①～②、④～⑥、⑩～①  3,000千 円 ～ 5,000千 円程度 (1年当たりの研究費)
課題③、⑦～⑨        l,000千 円 ～ 3,000千 円程度 (1年当たりの研究費)
研究期間 :1～ 3年
新規採択予定課題数 :

'上
記の課題にういて各 1課題ずつ計 12課題程度、うち「着手育成型Jl～ 2課題程度※

(※評価が低い場合は、この限りではない。)

<労働安全衛生総合研究事業全体の留意点>
研究計画書の作成に当たり、以下の点に留意すること。

ア.目 標を明確にするため、研究計画書の「9.期待される成果Jに、当該研究により期待
される行政施策に資する成果及び当該成果によりもたらされる社会的・経済的メリット

を具体的に記載すること。また、 Fl o.研究計画・方法Jに 、年度ごとの計画及び達
成目標を記載するとともに、実際の施策等への応用に至る工程を含めた研究全体の具体

的なロー ドマップを示した資料を添付すること (様式自由)。
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なお、研究課題の採択に当たつては、これらの記載事項を重視するとともに、中FH5評

価及び事後評価においては、当初期待した成果がどれだけ得られたかを厳格に評価 し、

その成果 (未達成の場合にはその理由、計画の練 り直し案)如何によっては、研究の継
続が不可となる場合もあり得ることに留意すること。

イ.法律、各府省が定める省令・倫理指針等を遵守し、適切に研究を実施すること。
ウ.特に、研究計画において、妥当なプロトコールが作成され、臨床研究倫理指針等 (肛 応

募に関する諸条件等 (4)応募に当たつての留意事項オ.研究計画策定に当たつての研
究倫理に関する留意点参照)に規定する倫理審査委員会の承認が得られている (又 はそ
の見込みである)こ と。各倫理指針等に基づき、あらかじめ研究の内容、費用及び補償

の有無等について患者又は家族に説明又は情報公開等し、必要に応じて文書等により同

意を得ていること。         .
また、モニタリング・監査・ データマネジメン ト等を含めた研究体制や、安全性及び

倫理的妥当性を確保する体制について添付し提出すること (様式自由).

1.労働安全衛生総合研究事業 (復興特会 )
<事業概要>
労働災害は、長期的には減少 してきているが、昨今の社会全体のサービス産業化や雇用形

態の多様化 ‐高齢化等に伴つて、その発生状況は変イヒしてきている。また、東京電力福島第

一原子力発電所事故の復旧作業対策、受動喫煙防止対策など新たに対応すべき課題・社会的

ニーズが多数生してきている。このような状況に対して、労働安全衛生行政は、労働現場の

実態を十分に把樫 した上で、使用される最新の技術・ 医学的知見等に適切に対応していく必

要があり、政策の立案のための最新の科学的知見、データの集積が不可欠となつている。

このため、本研究1事業では、職場における労働者の安全と健康を確保するとともに、快適

な職場環境の形成を促進するための研究を、「一般公募型1により総合的に推進するもので
ある。

なお、この公募は、本来、平成 25年度予算成立後に行うべきものであるが、できるだ
け早 く研究を開始するために、予算成立前に行うこととしているものである。従つて、成

立 した予算の額に応じて、研究費の規模、採択件数等の変更が生 じる場合等がある。

<新規課題採択方針>
本年から、東京電力福島第一原子力発電所周辺での除染等作業が本格化し、厚生労働省と

しても「除染電離則Jの 制定等を行う中、福島復興再生特措法 (3月 30日 成立)の 付帯決議に

除染労働者の線量管理の徹底が盛 り込まれt福 島復興再生特措法に基づく福島復興再生基本
方針 (7月 13日 閣議決定)に も同様の記載が盛り込まれているなど、除染労働者の放射線障害
防止対策の徹底を図りつつ除染等作業を進めることは政府の決定事項となつている。

それを実現可能とするためには、調査研究により最新の科学的知見を得て、その結果を基

に計画的に対策を推進することが必要であることから、平成 25年度は、次の公募研究課題
について募集を行う。

ただし、より短期間で成果を得られる研究を優先的に採択するとともに、特に公募研究課

題①～②において示している具体的研究課題の趣旨に合致するもので、かつ、行政施策の立

案に資する、もしくは、研究の成果を広く提供することにより事業場における安全衛生対策

の実施が期待できるものを優先する。

<公募研究課題>         ´

【一般公募型】



① 除染等作業での放射能濃度測定等の最適化のための研究 (        )
平成24年度に実施されたパイロット調査によるサンプリング調査によつて、土壌の放
射能濃度と空間線量率には関係があることが明らかになつており、これを利用して、空間

線量率から放射能濃度を推定する方法を農業圃場等限定的な場面で採用tて いるが、その
精度が十分ではない。また、放射能濃度と表面汚染の関係については、lAEA等 の算定式等

を用いた計算による推定は可能であるが、実際にどのような相関関係があるのかについて

はほとんどデータがない状態となつており、空間線量率:土壊の放射能濃度、表面汚染の
関係を明確にすることが必要となつている。

このため、空間線量率、、土壌の放射能濃度‐、表面汚染の関係を明確にし、空間線量率の

測定で放射能濃度測定を省略、放射能濃度測定から表面汚染検査を省略する等の措置を実

施することにより、安全を確保しつつ、除染等作業を実施する事業者の負担軽減を図るた

め、次の 2点に関する研究を行う。

11・ 空間線量率と土壊の放射能濃度の相関関係の調査及び推定方法の開発

・土壌の放射能濃度と表面汚染の相関関係の調査及び推定方法の開発

② 除染等作業での内1部被ばく防止措置等の最:簿fLのための研究 (        )
除染電離購では、高濃度汚染土壌 (50万 Bq/k」 を取扱い、かつ、高濃度粉じん作業 (1

0mg/m3)を行う場合には、保護係数95%以上の防じルマスクの使肝とともに、 3ヶ 月に 1

度のWBC Cホールボディーカウンター)に よる内部被ぼく測定を義務付けている。この
規制は、実際の作業において、空気中の放射性物質の濃度を測定することは困難であるこ

とを踏まえ、測定が比較的容易な土壊の放射能濃度と空気中の粉じん濃度の測定結果によ

つて規制の適用を決定することを意図しており、基準値は、試算によつて、年間lmSvを超

える可能性がある作業として設定されたものである。しかしながら、粉じん濃度と土壌の
´
放射能濃度の組み合わせから、実際にどの程度の内部被ばくが生じるのかにういて、これ

までのパイロット調査では十分なデータがないため、現在の基準値が最適であるかを検証

することはできておらず、土壌等の放射能濃度及び空気中の粉じん濃度の測定結果と、空

気中の放射性物質濃度の測1定結果を比較し、両者の相関関係を明確にすることが必要とな

つている。特に、ぼく露評価のために必要なインハラブル粒子については、デジタル粉じ

ん計の測定値を粉じん濃度に変換するための質量濃度変換係数 (K値 )が明確になつてお
らず、現在、雪定離値の設定のための調査を実施 しているが、より多数の除染現場で澱定

を行うことにより、この暫定K値の妥当性を検証する必要がある。    .
このため、実際の除染現場等において、土康等の旗射能濃度及び空気中の粉 じん濃度の

測定結果と、空気中の放射性物質濃度の測定結果を比較 し、両者の相関関係を明確にする

こどにより、現在の基準値の最適化を図るべ く、次の 2点に関する研究を行う。
・デジタル粉 じん計による簡易な粉じん測定方法の確立

・土壊の放射能濃度、粉じん濃度と空気中放射性物質濃度の相関関係の調査

研究費の規模 :1課題当たり 10,00o千円程度 (1年当たりの研究費 )
研究期間 :1～ 2年 .

新規採択予定課題数 :

上記の課題について各 1課題ずつ計 2課題程度 |

く労働安全衛生総合研究事業全体の留意点>
研究計画書の作成に当たり、以下の点に留意すること。    ,        |
ア.目 標を明確にするため、研究計画書の「9.期待される成果』に、当該研究により期待
される行政施策に資する成果及び当該成果によりもたらされる社会的 日経済的メリット
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を具体的に記載すること。また、「 10.研 究計画・方法」に、年度ごとの計画及び達
成目標を記載するとともに、実際の施策等への応用に至る工程を含めた研究全体の具体

的なロー ドマップを示した資料を添付すること (様式自由).
なお、研究課題の採択に当たつては、これらの記載事項を重視するとともに、中間評

価及び事後評価においては、当初期待した成果がどれだけ得られたかを厳格に評価 し、

その成果 (未達成の場合にはその理由、計画の練 り直し案)如何によっては、研究の継
続が不可となる場合もあり得ることに留意すること。

法律、各府省が定める省令・倫理指針等を連守し、適切に研究を実施すること。

特に、研究計画において、妥当なプロトコールが作成され、臨床研究倫理指針等 (Ⅱ 応

募に関する諸条件等 (4)応募に当たつての留意事項オ.研究計画策定に当たつての研
究倫理に関する留意点参照)に規定する倫理審査委員会の承認が得 られている (又はそ
の見込みである)こ と。各倫理指針等に基づき、あらかじめ研究の内容、費用及び補償
の有無等について患者又は家族に説明又は情報公開等 し、必要に応 じて文書等により同

意を得ていること。   ヽ    '
また、モニタリング・監査 。データマネジメン ト等を含めた研究体制や、安全性及び

倫理的妥当性を確保する体制について添付し提出すること (様式自由)。

12.食 品医薬品等 リスク分析研究事業
(1)食品の安全確保推進研究事業
<事業概要>
これまでに発生した放射性物質による食品の汚染や食肉の生食による食中毒事件等により、

国民|の食の安全に対する関心は極めて高い。これら国民の負託に応えるため、厚生労働省に

おいては、リスク管理機関として、輸入食品や新規科学技術を層いた食品の安全確保、食品

流通過程での安全確保、食品のイヒ学物露汚染への対応、食中毒への対応及び関係者 FElで行う

リスクコミュニケーションなどの施策を展開しているところである。

本研究事業においては、これらの施策に必要な最新の科学的知見を得るとともに、効果的

かつ効率的に施策を展開するため、食品供給行程全般におけるリスク分析のうち、厚生労働

省が担当するリスク管理及びリスクコミュニケーション並びにリスク評価に必要な科学的知

見の収集等を実施する。具体的には、新規科学技術を用いた食品や健康食品の安全性確保に

資する研究、食品中の微生物による食中毒の原因究明や対処法め研究、添加物等の食品中の

化学物質の安全性確保に資する研究等を推進する。なお、本研究事業においては、食品安全

におけるレギュラ トリーサイエンス分野の研究で積極的に人材育成を進める観点から、一般

公募型に加え、着手育成型の研究も募集する。

この公募は、本来、平成25年度予算成立後に行うべきものであるが、できるだけ早 く研

究を開始するために、予算成立前に行 うこととしているものである。従つて、成立 した予

算の額に応 じて、研究費の規模、採択件数等の変更が生 じる場合等がある。

<新規課題採択方針>
平成 15年 に食品安全基本法が制定されるのに併せて、食品衛生法及び健康増進法が一部
改正され、新たな食品安全の取組が始まっている。その際、食品衛生法の目的は、「食品の

安全確保を通じて国民の健康保護を図るJこ ととされるとともに、厚生労働省は、食品の衛
生に関するリスク管理を行う機関と位置づけられたことから、食品の規格・基準の設定や食

中毒の発生・ 被害拡大を防止するための調査や指導など、食品供給行程全般におけるリスク

管理機関としての施策の推進に資する科学的知見を収集するものを優先的に採択する。

また、食品安全基本法では、施策の策定に当たり、行政機関、食品事業者、消費者等あ関
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係者相互のリスクコミュニケーション (情報・意見の交換)を行うこととされていることか
ら、成果に関 して国民等にとつて分かりやすい資料を作成するなど、リスクコミュニケーシ

ョンに資する内容を含むこととする。

なお、採択に当たつては、国際的な動向も踏まえつつ、食品等の安全性及び信頼性の確保

の観点から、国民の保健衛生の向上に資するものを優先的に採択する。

<公募研究課題>
【一般公募型】

(食品中の化学物質対策に関する研究分野 )

① 食品添加物の規格試験法の向上及び摂取量推定等に関する研究 (        )
食品添加物の安全性確保においては、食品添加物規格試験法の向上を図るほかt摂取量
推定等の使用実態の把握など現在流通している食品添加物を中心に安全性の再評価などが

必要となつてきている。このことから日本の現状、海外における取 り組み状況等の調査も

含めt食品添加物の摂取量の推定、規格試験法の向上、安全性評価手法の開発を行う研究
であること。

研究費の規模 :1課甲当たり7,00o千 円程度 (1年 当たりの研究費 )
研究期FE7:1～ 3年        十 '
新規採択予定課題数 :1課題

② 食品中残留農薬等の安全性確保に関する研究 (        )
食品中の残留農薬等の安全性確保については、残留農薬の新規分析法の開発や暴露評価

手法の検討が必要な課題となつている。これらのことから、日本の現状、海外における取

り組み状況等を踏まえ、残留農薬試験法の開発や暴露評価手法の確立に資する研究である

ことし

研究費の規模 :1課題当たり6,000千 円程度 (1年 当.た りの研究費 )
研究期間 ■ 1～ 3年

新規採択予定課題数 :1課題

③ 食品用器具・ 容器包装等に含有されるイヒ学物質の分析に関する研究 (        )
食品用器具・容器包装、乳幼児用玩具及び洗浄剤に含有される化学物質について、食品

衛生法における規格基準を踏まえ、化学物質の試験法の開発及び性能評価を行うとともに、
'市販製品中の含有量、食品への移行量等の調査、海外の規制への適応状況の確認などを行

う研究であること。なお、検査機関と協力して試験法の開発及び性能評価を行う研究を優

先的に採用する。     
｀

研究費の規模 :1課題当たり10,000千 円程度 (1年 当たりの研究費 )
研究期間 :1～ 3年
新規採択予定課題数 :1課題

④ 食品中の複数の化学物質に`よ る健康影響に関する調査研究 (        )
食品には、その食品由来の化学物質のほか、添加物や残留農薬、種々の汚築物質など多

様な化学物質が含まれている。これらの化学物質は長期間摂取する可能性が高く、複数の

化学物質による複合影響についての知見が少ないことから、食品中の化学物質 (添加物、

残留農薬、汚築物質等)の長期又は短期の複合碁露による健康影響評価に資する研究であ
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ること。なお、原因物質の同定法の確立、暴露実態のIE握、健:康影響の評価方法等に関す

る調査研究を優先的に採択する。

研究費の規模 :1課題当たり13,000千 円程度 (1年 当たりの研究費)
研究期間 :1～ 3年          

′

新規採択予定課題数 :1課題

⑤ 畜水産食品における動物用医薬品等の実態調査及びその健康影響に関する研究
(

畜水産食品の生産から加工、流通に至るまでの段階における安全性確保に資する研究で

あること。なお、動物用医薬品のリスク評価に資する発がんメカニズム及び発がん関連遺

伝子の研究等を含む研究を優先的に採択する。

研究費の規模 :1課題当たり10,000千 円程度 (1年 当たりの研究費)     .
研究期間 :1～ 3年
新規採択予定課題数 :1課題

⑥ 鉛及びヒ素などの食品汚築物質の実態調査ならびにその健康影響に関する研究
.       (

天然に存在するいわゆる汚築物質は、農薬や添加物等とは異なり、使用量や使用方法の

規制等で暴露量を管理することができない。このため、国民が自然に摂取 している量を正

確にIE:握するとともに。主要な暴露ルー トを突き止め、その食品の汚染を低減させること

が重要であることから、国際機関等でも基準‐値の設定等が議論されている鉛やヒ素といつ

た物躍を申心にその擬取実態と健康影響についての研究であること。 :

研究費の規模 :1課題当たり15,000千 円程度 (1年当たりの研究費 )
研究期間 :1～ 3年
新規採択予定課題数 :1課題

⑦ 食品を介 したダイオキシン類等有害物質摂取量の評価とその手法開発に関する研究
(        )

ダイオキシン類、PCB、 重金属等の環境汚業化学物質やアフラ トキシン等の自然毒物等の

ヒトヘの健康影響が知られている物質の摂取については、飲食がヒトの生活に不可欠であ

ることから、飲食を通じたこれら物質の摂取量の推定を行い、現在設定されている暫定基

準値の妥当性確認や新規な基準値設定の必要性の有無を検討している。これらの検討には、

国民が当該物質をどの程度摂取しているか摂取量の把握が不可欠であることから、国民 1

人が 1日 当たりに食品から摂取する量を推定することを目的として、 トータルダイエット
方式により調査を行い、摂取量の現状把握を行う研究であること。

研究費の規模 :1課題当たり59,000千円程度 (1年 当たりの研究費 )
研究期間 :1～ 3年
新規採択予定課題数 :1課題

③ 母乳のダイオキシン類汚染の実態調査と乳幼児の発達への影響に関する研究
(

母乳中に含まれるダイオキシン類濃度を灘定 し、汚染の地域差や経年的変動を明らかに
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し、その乳幼児の発達への影響 (長期的な影響を含む)と の関係について解析を行う研究
であること。

研究費の規模 :1課題当たり9,500千 円程度 (1年 当たりの研究費 )
研究期間 :1～ 3年
新規採択予定課題数 :1課題

(食品中の生物学的ハザー ド対策に関する研究分野 )

⑨ 食品汚染カビ毒の実態調査及び生体毒性影響に関する研究 (        )
食品中の生物学的ハザー ドのうち、カビ毒については、近年その健康影響の大きさを懸

念する声が高まつている。国際的にも、デオキシニパレノールやニパレノール、オクラト

キシンAな どについて、最大基準値の設定や実施規範の策定等が議論されている。しかしな

がら、こうしたカビ毒に関する科学的知見は不足しており、汚染の実態把握も十分に進ん

でいなしヽことから、様々なカビ毒に関する国際的な議論に対応できるよう、我が国におけ

る摂取の実態や健康影響等の科学データを収集 ‐分析を行う研究であること。

研究費の規模 :1課題当たり17,000千円程度く 1年当たりの研究費 )
研究期離 す-3年      |
新規採択予定課題数 :1課題

⑩ 非動物性の加工食品等における毒素産生型微生物に関する研究 (        )
腸管出血性大腸菌 (ベ ロ毒素を産生)やボツリヌス菌 (ボツリヌス毒素を産生)等が毒
素を産生する細菌の中には人命を脅かす病原菌が少なくない。腸管出血性大腸菌等の対策

は主|と して動物性食品において進められてきたが、近年では、漬物を原因とする腸管出血

性大腸菌による集団食中毒やt密封された食品でのボツリヌス食中毒等、非動物性の加工
食品3等でこれらの病原菌を原因とする食中毒が発生している。このことから非動物性の加

工食品等における汚染実態調査を行い、食の安全確保に必要な基礎的データを取得する研

究であること。   |

研究費の規模 :1課題当たり10,000千日程度 (1年当たりの研究費 )
研究期間 :1～ 3年
新規採択予定課題数 :1課題

①  畜産食品の安全性確保に関する研究 (        )
畜産食品については、これまで生食されなかうたものが生食されるなど、食文化が多様

化してきている:しかしながら、畜産物の生食は腸管内の微生物や寄生虫等による食中毒
の危険性が高 く、近年、食中毒事例が頻発していることから、畜産物の生食による食中毒

を未然に防止するための畜産物中の食中毒菌の検査手法や除去方法に関する研究であるこ

と。

研究費の規模 :1課題当たり10,000千 円程度 (.1年 当たりの研究費 )
研究期間 :1～ 3年
新規採択予定課題数 :1課題

⑫ 食品中の病原ウイルスの検出法に関する研究 C        )
依然 としてウイルスによる食中毒が多発 しておりt更に、ノロウイルス以外のウイルス
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(ロ タ、サポ等)を原因とする食‐中毒も増加傾向にある。これらウイルスを食品から検出 ´

することは、ウイルス量が少ないこと等から非常に困難であり、また最近では、遺伝子の

一部が変異され迅速に検査できない事例も認められている。ウイルスによる食中毒におけ

る原因食品、汚染経路等を迅速に究明する必要があることから、ノロウイルス以外のウイ

ルスの食品からの検出法の開発を行う研究であること。

研究費の規模 :1課題当たり10,000千円程度 (1年 当たりの研究費 )
研究期間 :1～ 3年

新規採択予定課題数 :1課題

①  フグ等の安全性確保に関する総括的研究 (        )
フグの安全確保については、昭和58年 12月 通知「フグの衛生確保についてJに より行つ
ているところであるが、近年、遺伝子解析に基づく新たなフグの分類方法等の検討が進み、

また、フグの各部位の毒力に関する最新の知見等も蓄積されてきている状況にあることか

ら、同通知を見直す必要性がある。このことから、最新の科学的知見を踏まえたフグの安

全確保対策を行うため、これら科学的知見を収集・解析し、取りまとめるための研究である

こと。また、マリントキシン等の最新の知見収集と毒性等のリスクに関する研究であるこ

と。

研究費の規模 :1課題当‐たり10,000千円程度 (1年当たりの研究費 )
研究期Fpl:1-3年
新規採択予定課題数 :1課題

① 食品中の食中毒菌等の遺伝特性及び制御に関する研究 (        )
食中毒の原因食品の推定、さらには食品由来株の病原性の予測などを行うためには、地

方衛生研究所等の食品安全関係機関と達携し、腸管出血性大腸菌などの主要食品由来株の

解析情報を集約 し、ヒト由来株と比較・ライプラリー化することが必要であることから、こ

のための適切な疫学解析マーカーの検索、タイビング手法の検討等を行うための研究であ

ること。また、食品の病原微生物検査に係るサンプリングプランの検討等に関する研究で

あること。

研究費の規模 :1課題当たり12,000千円程度 (1年 当たりの研究費 )
研究期間 :1～ 3年
新規採択予定課題数 :1課題

(各種の食品の安全性確保に関する研究分野 )

⑮ 次世代バイオテクノロジー技術応用食品等の安全性確保に関する研究

従来、食用として用いられることが意図されていない遺伝子組換え生物や、安全性が確

認されていない次世代バイオテクノロジー技術応用生物の食品等への混入を懸念する声が

近年、高まっている。これ らに対応する必要があることから、日本の現状や海外における

パイオテクノロジー技術応用食品等の安全を確保するための取り組み状況等の調査を行い

次世代バイオテクノロジー技術応用食品等のリスクの程度を整理するとともに、信頼性の

高い検知法・分析法の開発を目的とする.研究であること。

研究費の規模 :1課題当たり15,000千円程:度 (1年 当たりの研究費 )



研究期間 :1～ 3年
新規採択予定課題数 :1課題

(新たな観点に基づく食品の安全確保に資する研究分野 )

⑬ 新たな観点に基づく食品の安全確保に資する研究 (        )
食品の生産や流通のあり方は日々変化 していく一方、食品分野に応用可能な科学技術に

も日々発展がみられる。基礎的な科学技術を、研究者の自:由 な発想により応用し、新しい

観点か ら現代における食品の安全確保に資する研究を採択する。

研究費の規模 :1課題当たり5,000～ 10,000千 円程度 (1年当たりの研究費 )
研究期間 :1～ 3年
新規採択予定課題数 :1～ 2課題程度

【若手育成型l
以下に示す年齢条件を満たす着手研究者が主体となつて行う食品安全に関する研究

.                           (

課題の採択に当たつては、食品リスク分析、毒性評価、遺伝子組換え食品や健康食品等の

安全性評価、牛海綿状脳.症対策、添加物、.汚染物質、食品中の微生物や化学物質対策、輸入

食品、乳幼児用食品における安全確保、リスクコミュニケーションなどの厚生労働省が行う

食品安全行政の推進に資する研究を優先的に採択する。ヽ

1研究費の規模 :1課題当たり 2,000～ 5,000千円程度 (1年 当たりの研究費 )
研究期間 :1～ 2年
新規採択予定課題数 :1～ 3課題程度
※た|だ し、評価が低い場合はこの限りではない。

若手育 成型の応募対象 :

平成 25年 4月 1日現在で満39歳 以下の者 (昭和 48年 4月 2日 以降に生まれた者 )
※新規採択時にのみ本条件を適用する。

※満年齢の算定は誕生日の前日に 1歳加算する方法とする。
※産前 い産後体業及び育児休業を取つた者は、その日数を応募資格の制限日に加算す

ることができる。

く研究計画書を提出する際の留意点>
研究計画書の「 9.期待される成果Jに 、当該研究により期待される科学的成果及び当該
成果によりもたらされる学術的 。社会的・経済的メリットを具体的に記載すること。

また、「 10.研 究計画J・ 方法』に、年度ごとの計画及び達成目標を記載するとともに、
食品安全行政等への応用に至る工程を含めた研究全体の具体的なロー ドマップを示 した資料

を添付すること (様式自由)。

なお、研究課題の採択に当たつては、これらの記載事項を重視するとともに、中間評価及

び事後評価においては、研究計画の達成度を厳格に評価する。その達成度 (未達成の場合に

はその理由、計画の練 り直し案)如何によつては、研究の継続が不可となる場合もあり得る
ことに留意すること。
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(o)化学物質リスク研究事業
<事業概要>  '
我が国の日常生活において使用される化学物質は数万種に及ぶといわれ、様々な場面で国

民生活に貢献している反面、化学物質によるヒトの健康への有害影響について国民の関心・

懸念が高まつている。国際的にも、平成14年開催のヨハネスブルグサ ミットを受けて国際化

学物質管理会議にて「国際的な化学物質管理のための戦略的アプローチ (SAICM)Jが 採択さ
れ、平成32年 までに化学物質が健康や環境への影響を最小とする方法で生産・使用されるよ

うにすること、また化学物質に対 して脆弱な集団を保護する必要性が再確認されており、国

際協力の下で化学物質の有害性評価を推進する必要がある。

このため、本事業により、普遍性、再現性に留意 し、ばく露限界値の設定を考慮しつつ各

種の安全性評価手法を確立し、ガイ ドライン化などにより化学物質の有害性評価における行

政施策の科学的基盤とするほか、得 られた有害性/リ スク情報について、化学物質の審査及
び製造等の規制に関する法律 (以下「化審法Jと いう。)に基づく化学物質の審査・管理等
のみならず、食品や医薬品など広範な厚生労働行政分野における安全性評価に活用する。

<新規課題採択方針>
① 化学物質の有害性評価の迅速化・高度化に関する研究
本分野に関しては、第 3期科学技術基本計画の分野別推進戦略の中で平成27年 度までに

トキシヨゲノミクスやOSAR(定量的構造活性相関)を用いたリスクを予見的に評価する手
法の実用化が日標設定されている。また、第 4期基本計画の中で科学技術が及ぼす社会的
な影響やリスク評価に関す る取組を一層強1ヒするとされている。さらに、第 4次環境基本
計画 (平成24年 4月)において、「 リスク評価をより効率的に進めるため、新たな手法と
して、一般用途 (工業用)の 化学物貫については、OSARの活用に向けた具体的な検討を進
める。また、製造から廃案 。処理までのライフサイクルの全段階でのスクリーニング・ リ

スク評価手法:、 海域におけるリスク評価手法、 トキシヨゲノミクス等の新たな手法の検討

を行う。Jと されている。
我が国においては、平成21年 の化審法改正を受けて、未だ評価されていない多くの化学

物質の安全性評価を早急に実施する必要があり、国際協請を図りつつ、平成32年 までに化

学物質の安全性について網羅的に把握することが化学物質管理における重要な政策課題と

なつている。このため、イヒ学物質の総合的な評価を加速し、国際的な化学物質管理の取組

に貢献するために、構造活性相関やカテゴリーアプローチ等の予測的な評価方法の開発な

ど、化学物質の効率的で精度の高い評価手法の開発の研究を推進する。また、平成21年の

化審法改正、平成24年 の動愛法改正の際の附帯決議を踏まえ、 3Rに資する評価法の開発
等を推進する。

② 化学物質の子どもへの影響評価に関する研究
化学物質の子どもへの影響に関しては、分野別推進戦略の中で平成27年 までに基礎的な

知的基盤を整備 し、影響評価法を完成するとの目標が設定された。また、第 4期基本計画
の中で科学技術が及ぼす社会的な影響やリスク評価に関する取組を一層強化するとされて

いる。さらに、国際化学物質管理のための戦略的アプローチ (SAIC‖)では、化学物質リス
クから脆弱な集団を守るための取組が求められている。

このため、小児や妊婦 (胎児)な ど化学物質に対して脆弱と考えられる集団に関して、疫
学調査を通じた知見の集積を継続するとともに、生体の恒常性維持メカニズムの綻び等に

着目したこれら集団に特有の有害性発現メカニズムの解明を通 じ、新たな毒性概念を確立

し、́これら高感受性集団に対する作用を検出可能な評価手法の開発に資する研究を推進す

る。
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③ ナノマテリアルのヒト健康影響の評価手法に関する総合研究           ´

ナノマテリアルの健康影響については、分野別推進戦略の中で平成23年までに生体内計

測法の確立、27年頃までに健康影響の評価方法の開発が目標として設定された。また、第
.4期
基本計画の中で、科学技術が及ぼす社会的な影響やリスク評価に関する取組を一層強

化するとされている。新素材であるナノマテリアルについては、一般消費者向けの製品ヘ

の利用が拡大しているものの、人の健康への影響を評価するための必要十分なデータが得

られた状況には至つていない。さらに、国際的にも、ナノマテリアルの安全性評価が喫緊

の課題と認識されており、OECDに おいて代表的ナノマテリアルの有害性情報等を収集する

プログラムが国際協力の下進められている。内閣府においても、総合化学技術会議のワー

キンググループ (科学技術イノ`ベーション政策推進専門調査会 ナノテクノロジニ・材料
共通基盤技術検討ワーキンググループ)に おいても、政府全体のナノ政策の中で、基盤的
な技術の視点、安全性評価技術の必要性が指摘されている。こうした状況を踏まえ、国際

貢献を念頭に置きつつ、人の健康への影響を評価する手法を開発し、その手法に基づきナ

ノマテリアルの有害性情報等を集積する研空を推進する。

④ 室内空気汚染対策に関する研究
室内空気汚染に係る13物質の指針値の設定は室内:空気環境の改善に一定の成果をあげた

ことが評価されているが、最近では13物質に代わつて用いられる物質の安全性に対する懸

念やti特定領域「(建材などの難燃剤・殺虫剤 (し ろあり駆除剤含む))の懸念が指摘され
ている。これらにはV00(揮発性有機化合物)の他SV00(準揮発性有機化合物)が人体に与える

影誓も指摘されている。このため、これらのリスクをハザー ド評価及びばく露評価の両面

から研究を推進する。また、家庭用品から放散される (準 )揮発性化学物質のリスク評価
等の研究を行い、化学物質安全対策にかかる行政施策の企画立案に十分資する研究を推進

する
`

⑤ 本研究事業においては、一般公募型課題の1まか、化学物質り.ス ク研究分野での人材育成を

進める観点から、若手育成型の研究課題を設定する。

以上の各分野について、化学物:質の安全対策の観点から、国民の保健衛生の向上に資する

課題を優先的に採択する。

【一般公募型】

①化学物質の有害性評価の迅速化、高度化に関する研究

②化学物質の子どもへの影響評価に関する研究

③ナィマテリアルのヒト健康影響の評価手法に関する研究

④室内空気汚染対策に関する研究

【着手育成型】

⑤一般公募型課題のうち着手育成に資する研究

研究費の規模 :1課題当たり       `
課題① 10,000千 円～30,000千 円程度 (1年 当たりの研究費)
課題② lQ 000千 円～30,000千円程度 (1年 当たりの研究費)
課題③ 10,000千 円～30,000千 円程度 (1年 当たりの研究費)
課題④ 10,000千 円～30.000千円程度 (1年 当たりの研究費)
課題⑤ l,000千円～ 2,500千円程度 (1年 当たりの研究費)
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研究期間 :1～ 3年 (中間評価の結果如何によつては研究の継続不可とする場合がある。 )

新規採択予定課題数 :

1      課題① l又は2課題程度
課題② 1`又は2課題程度

課題③ l又は2課題程度

課題④ l又は2課題程度

課題⑤ 3又は4課題程度

※各研究課題について原則として上記の課題数を採択するが、事前評価の結果等によつては採

択を行わないことがあるので留意すること。

<公募研究課題>
【一般公募型】

① 化、学物質の有害性評価の迅速化・ 高度化に関する研究 (        )
経気道ばく露に関する有害性評価法をより迅速化、定量化、高精度イヒさせるための総合

的かつ安定的な評価システムの開発。単に個別物質の毒性評価を行うものは対象とせず、

トキショゲノミクスやメタボ障―ムなどの情報解析技術を活用t、 実験動物に投与した際

の遺伝子発現特性や代謝物質を綺羅的に解析するイヒ学物質の健康影響評価、又はOSARによ

る化学物質の健康影響評価に資するシステムの開発に関するものであること。また、 3R
に資する評価法の開発等を推進するものであること。

② イヒ学物質の子どもへの影響評価に関する研究 (    
″
  )

子どもなど化学物質に対して高感受性と考えられる集団に関して、これらの集団に特有

な有書性発現メカニズムを解明しtこれに基づき健康影響を評価するための試験法の開発
であること。単に個別物質の毒性評価を行うものは対象とせず、低用量における遅発性の

有害影響など、これらの集団に特有な発現メカニズムに基づく有書性について、毒性学的

概念の確立に資する研究、国際的に通用しうる体系的 。総合的な評価手法の開発に資する

研究であること。

③ ナノマテリアルのヒト健康影響の評価手法に関する研究 (        )
産業利用を目的として意図的に生成、製造されるナノマテリアル及びナノマテリアル利

用製品について、有害性評価手法を開発 し、ナノマテリアルの有害性情報等の集積に資す

る研究。特に、研究対象とするナノマテリアルの用途として消費者へのばく露が想定され

るものについて、その吸入ばく露 (経気道ばく露により代用するものを含む。)及 び経皮
ばく露等に関して国際的に通用しうる有害性評価手法及びリスク評価手法を開発する研究

であること。                                 ′

④ 室内空気汚染対策に関する研究 (        )
VOCの他、SVOCの リスクをハザー ド評価及びばく露評価の両面からの研究又は家庭用品か

ら放散される揮発性化学物質のリスク評価等の研究であって、室内濃度指針値の見直 しに

資するものであること。

【若手育成型】

⑤ 一般公募型課題のうち若手育成に資する研究 (

115



本研究枠では、若手研究者が自ら主体となって,上記①～③の公募研究課題について実
施する新規性の|ある研究課題について、以下のいずれかの点を満たすと考えられる研究を

公募する。

i)研究に当たっては、適切なリスク評価を意識しつつ研究を推進するため、経験豊富な
研究者を研究協力者として参画させるなどにより、適切な研究の助言を受けることがで

きる体制を組んだ研究 (経験豊富な研究者は分担研究者でなく、研究協力者として参

画)。        ,                      
′

又は

‖)独創的・ 先駆的な研究であつて、研究期間中、年 1回 以上、学会等で研究成果の発表
(中 開発表を含む)を行うとしている研究

着手育成型の応募対象
=

平成 25年 4月 t日現在で海 39歳以下の者 (昭和 48年 4月 2日 以降に生まれた者 )
※新規採択時にのみ本条件を適用する。

※満年齢の算定は誕生日の前日に 1歳加算する方法とする。 |
※産前・産後体業及び育児体業を取つた者は、その日数を応募資格の制限日に加算するこ

とがてきるb                  ′

<研究計画書を作成する際の留意点>
研究計画書の提出に当たつては、日標を明確にするため、研究計画書の「9.期待される
成果Jに、当該研究により期待される科学的成果及び当該成果によりもたらされる学術的・

社会的 1経済的メリットを具体的に記載すること。また、第 3期科学技術基本計画の分野別

推進計画に示された成果目標を踏まえ、「 10.研 究計画・方法Jに 、年度ごとの計画及び
達成目‐標を記載するとともに、実際の化学物質規制行政への応用に至る工程を含めた研究全

体の具体的:な ロー ドマップを示 した資料を添付すること (様式自由)。

なお、研究課題の採択に際 しては、研究計画書の「 9.1及 び「 10.」 を重視するとと
もに、中間評価及び事後評価においては、研究計画の達成度を厳格に評価 し、その達成度

(未達成の場合にはその理由、計画の練り直し案)如何によっては、研究の継続が不可とな
る場合もあり得ることに留意すること:

3.健 康安全・危機管理対策総合研究事業
<事業概要 >
健康危機管理については、「厚生労働省健康危機管理基本指針1において「感染症、医薬
品、食中毒、飲料水汚染その他何らかの原因により生じる国民の生命、健康の安全を脅かす

事態に対して行われる健康危機の発生予防、拡大防止t治療等に関する業務のことをいい、
厚生労働省の所管に属するものをいう。Jと 定義され、平成17年 5月 23日 にとりまとめられた

「地域保健対策検討会 中間報告Jで は、具体的な内容として原因不明健康危機、地震・津
波等の災害有事、感染症、食品安全のほか、介護等安全、児童虐待等の幅広い分野が示され

ている。

本研究事業は、これら健康危機事象合の対応を行うため、

・関係機関等との連携による体制整備方策

・具体的な対応力向上のための人材育成方策
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・エビデシスに基づいた効果的な課題対応方策 など
に関する知見等の開発・収集を行い、その整理・分析を通 じて、全国に普及可能な方法論等

を明らかにすることを目的とするものである。

本年度は、 (1)地域保健基盤形成に関する研究分野 (健康危機発生時に備えた健康危機
管理基盤の形成に関する研究)、 (2)水安全対策研究分野 (安全・安心な水の供給に関す
る研究 )、 (3)生活環境安全対策研究分野 (建築物や生活衛生関係営業 (「生活衛生関係
営業の運営の適正化及び振興に関する法律」 (昭和32年 法律第164号 )に規定する理容業、美
容業、クリーニング業、旅館業、公衆浴場業、興行場営業、飲食店営業等)等の生活衛生に
起因する健康危機の未然防止及び適切な対応等に関する研究)、 (4)健康危機管理・ テロ
リズム対策研究分野の 4分野における研究を公募する。
公募は、本来、平成25年度予算成立後に行うべきものであるが、できるだけ早く研究を開

始するために、予算成立前に行うこととしているものである。従つて、成立 した予算の額に

応 じて、研究費の規模、採択件数等の変更が生じる場合等がある。

<新規課題採択方針>
(1)地域保健基盤形成に関する.研究分野
大規模な自然災害や新型インフルエンザ等の健康危機管理事案の発生に際 し、地域におけ  ′

る住民の健康と安全を確保するためには、有事に有効に機能する健康危機管理体制を構築す

ることが重要である。このためには、平時からの地1域保健サービスの提供を通 じて関係機関

間の連携体制の構築、人材の育成及び緊急時対応の具体的な方法論の開発及び共有が必要で

あるとともに、行政機関や関係機関による体制構築のみならず地域住民をはじめ地域全体で

一体的に対応することが求められている。

この様なことから本研究分野においては、健康危機管理対応にも資するよう平時からのソ

ーシャルキヤピタルの活用方策に関する研究、地域保健活動に関わる委託業務等の質の確保

に関する研究、大規模地震に対する地域保億基盤整備実践研究、医療や介護福祉等の関連施

策との連携を強化するための組織体制のあり方に関する研究に関する課題を募集する。なお、

新規課題の設定においては、政策反映に資する実践的成果の期待さtれる研究を優先する。

また、一定の条件 (後述)に該当する着手研究者が主体となつて上記のいずれかに該当す
る研究を実施する場合、または1それ以外の研究であつても地域健康安全の基盤形成に資する

研究を行う場合には、着手育成型の研究として応募することも可能である。

(*)ソ ーシャルキヤピタルとは、「信頼J「社会焼範J「ネットワークJと いつた人々の協調行動
の活発化により、社会の効率性を高めることができる社会組織に特徴的な資本を意味し、従来のフィ

ジカル・キヤピタル (物的資本)、 ヒューマン。キヤピタル (人的資本)な どとならぶ新しい概念で

ある。

(2)水安全対策研究分野
国民に対し安全・安心な水を安定的に供給 していくため、水源から浄水場、.給配水過程に

至るまでの微量化学物質、病原生物等によるリスクを一層低減するとともに、原水水質の悪

化、突発事故、地震等の自然災害、気候変動等によるリスクを低減し、安全性を強化するた

めの研究を実施する必要がある。

米国においては、毒性作用機序、生成機構、発生源、浄水処理性等の類似性により化学物

質を分類し、それらの総濃度によリリスクを管理すること (総濃度評価)が検討されている。
また、単独では影響をもたらさない極微量の化学物質であつても、複数の化学物質の汚染に

より健康影響が生じることが懸念されており、多種多様に存在する化学物質等のリスクを適

切に評価するためには、化学物質等の複合的な影響を評価 (複合影響評価)する.手法の確立
が不可欠である。
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最新の科学的知見を踏まえて水道水質基準等を逐次見直していくために、水道中の微量化

学物質、病原生物等によるリスクを評価する新たな手法を確立するための研究を実施する。

(3)生活環境安全対策研究分野
不特定多数が利用する建築物や生活衛生関係営業 (「生活衛生関係営業の運営の適正化及

び振興に関する法律」 (昭和32年法律第164号 )に規定する理容業、美容業、クリーニング業、
旅館業、公衆浴場業、興行場営業等)等 に関係する生活衛生ついては、その適切な保持が行
われない場合、健康危機事象による多数かつ重篤な健康被害を引き起こす可能性がある。

本研究分野では、建築物、生活衛生関係営業等において発生しうる健康危機事象に関して、

未然に防止するための平常時の監視と管理、発生時に備えた準備と適切な対応を効果的に実

施するために必要な科学的根拠と具体的な対策を確立するための研究を実施する。

そこで、シックハウス症候群の診断基準の検証に関する研究及び公衆浴場等において問題

となる重篤な肺炎の起因菌であるレジオネラ属菌の対策に関する研究並びにエステティック

の施術による身体への危害の防止対策に関する研究を公募する。

(4)健康危機管理 ‐テロリズム対策研究分野
近年 t国 の内外を F・7わず健康危機 管理への関心は高まつている。新興再興感染症
やテ ロリズム といっ た健康危機事態に対 しては、「第 3期科学技術基本計画」におい

て Fテ Dリ ズムを含む健康危機管理への対応に関する研究開発 Jが 重要な研究開発
課題 と:し て挙 げ られている。その中で、平成27年 までに、国内外の健康危機管理に

関す る対策知見や基盤技術情報 がNBCテ ロ・ 災害への対応を含む健康危機管理体制に

適切に反映 で きる体制 を整備す ることが成果 目標 であり、その 目標達成に向けて研

究事業 を推進 してい く方針である。

平成25年度は、災害および化学 (C)・ 生物 (B)、 核 (N)・ 放射性物質 (R)・ 爆発物 (E)

テロリズム・ 災害等に対する医療・公衆衛生対応を中心として、関係機関との情報共有、連

携強化ゃ対応方法の向上を目指す研究を実施 し健康危機管理体制のさらなる整備・強化を目

指す。'実施にあたつては、世界健康安全保障イニシアチプにおける取 り組みと同調し、国際

的な健康危機健康管理体制の連携強化にも寄与する取 り組みを推進するための研究を募集す

る。

研究費の規模
=

研究分野 (1)

研究分野 (2)

研究分野 (3)

■課題当たり

【一般公募型】

【着手育成型】

【一般公募型】

【一般公募型】

5,000f F腎

3,000f円

4,000千 円

2,000f円

40,000=FR

8,000千 円程度

20,000=FR

4,000=FH

3,000f R

3,000千 円

2:000=FH

～ 8,000千円程度

～ 4,00o千円程度

～ 6,000千円程度

～ 3,000千円程度

～ 45,000千円程度

～ 30,000千 円程度

～ 8,000千円程度

～ 8,000千円

～ 9,000千 円

～ 5,000千 H

(1年当たりの研究費)

(1年 当たりの研究費 )

(1年当たりの研究費 )

(1年当たりの研究費)

(1年当たりの研究費)

(1年 当たりの研究費 )

(1年当たりの研究費 )

(1年当たりの研究費)

(1年当たりの研究費)

(1年 当たりの研究費 )

(1年 当たりの研究費)

①③

②

Ｏ

研究分野 (4) 【一般公募型】

①

①

②

③

①

②

③

研究期間 :

研究分野 (1) 【■般公募型】 ①～④

【着手育成型】

2年程度
2～ 3年程度
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研究分野 (2)【一般公募型】 ①     3年 程度
研究分野 (3)【一般公募.型】 ①②    3年 程度

③     2年 程度
研究分野 (4)【一般公募型】 ①～③   3年 程度

新規採択課題数 :

研究分野 (1)【一般公募型】 ①    3課 題程度
②    l課 題程度      .
③④  各2課題程度

【着手育成型】     1課 題程度

研究分野 (2)【一般公募型】 ①    l課 題程度
研究分野 (3)【〒般公募型】 ①～③ 各 1課題程度
研究分野 (4)【一般公募型】 ①②  各 1課題程度

③    2課 題程度

※研究費の規模、研究期間、新規採択課題数の番‐号等は公募研究課題の番号等と対応している。

<公募研究課題>
(1)地域保健基盤形成に関する研究分野
【一般公募型】

① 地域保健対策におけるソーシャルキヤピタルの活用のあり方に関する研究
(        )

ソーシャルキャピタルとは地境や人々のつなが りを示すものであり、これを強化し、い

い.コ ミュニティを作ることは、健康づくりに貢献すると考えられている。

平成24T3月 27日にとりまとめられた地域保健対策検討全報告書
(http://wWWi mhiw.go.jp/stf/houdou/2r98520000027ecO― att/2r98520000027ehg.pdf) で

は、地域保健対策は、このソーシャルキヤピタルを活用した住民との協働により展開する

ことが必要である旨が指摘されている。また、東日本大腱災においても、被災地で人々の

健康を支えたのは人と人との絆や信頼関係であつたとの指摘もある。

このため、本研究においては、地域保健対策におけるソーシャルキヤピタルの活用を推

進するため、次の3つの観点、

(1)地域ごと (都市部や農村部等 )
(2)分野ごと (食生活や運動等 )
(3)ソーシヤルキヤピタルが存在する学校や企業等
におけるソーシャルキャピタルの活用の実態調査、分析及び評価を行い、地域保健対策に

おけるソーシヤルキヤピタルの活用を推進する上での課題の明確化、問題解決のための具

体的な方策を検討することを目的とする。

本研究課題に求められる成果物は、学校や企業等との具体的な連携方策の提案、ソーシ

ヤルキヤピタルの活用による施策有効性の評価方法の提案、全国で普遍的に活用可能なソ

ーシャルキャピタル形成手法の提案等とする。

なお、課題採択にあたっては、研究班に、既にソーシャルキャピタルの活用に関し、一

定の成果を有する班員を含み、既に成果を上げている事例等の分析のほか、他の地域等に

おける実証を通 じて、一般化するための方法論の検討が確実になされると考えられる課題

を優先 して採択する。

② 地域保健活動に関わる委託業務等の質の確保に関する研究 (
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地域における保健活動においては、多様化・複雑化する保健福祉に関するニーズに柔軟

に対応するため、厳 しい行財政事情の下で、行政自らが実施するだけでなく、委託等の方

法により、多様な民間事業者を活用 して、効果的・効率的に事業を実施することが必要と

なつている。その一方で、地域保健分野での業務委託等について、その現状や課題につい

ては+分に把握されておらず、また、業務委託の効果的な実施や質の担保などについても
これまで十分な検討がなされていない。

このため、本研究においては、地域保健関係機関から民間事業者へどのような業務がど

のように委託等されているかなど、業務委託の実態を把握し、その問題点を整理するとと

もに、行政と協働 し、地域における多様なニーズに対応した保健活動基盤づくりに貢献で

きる民間事業者を適切に選定し、その成果をその後の地域保健活動に適切に反映できるよ

う、効果的な入札方法、契約方法やモニタリング手法、さらには、委託業務の成果・課題

の適切なフィー ドバックのあり方等について検討することを目的とする。 |

本研究課題に求められる成果物は、地域保健活動に関わる委託業務等の質の確保方策や

効果的 ‐効率的に委託先を選定する方法に関するガイ ドライン等とする。

課題採択にあたつては、保健活動におけるアウ トソーシングにおける質の確保に関する

具体的赫 法を提案できる研究を優先する。

③ 大規模地震に対する地域保健基盤整備実践研究 (        )
平成23年 3月 11日 の東日本人震災により未曾有の被害が生じた。また、その後の対応に関

連.し、平成24年 3月 27日 にとりまとめられた地域保健対策検討会報告書

(http://wWw.mhiw.go.jp/stf/h61dou/2r98520000027ecQratt/2r91520000027ehg.pdf) に

おいて、発生後早期の情報収集・共有、具体的保健活動手法の全国的共有、保‐健調整機能

の確保の重要性が指摘されている。

本研究は、政府が想定,し ている大規模地震 (東海地震、東南海・南海地震、日本海溝・

千島海溝周辺海溝型地震等)に 備え、発生する被害想定等を踏まえつつ、被災者の健康管
理の観点から、発生する被災者の規模、保健医療ニーズ、設置が想定される避難所数等を

′勘案 iし ながらt時間及び地理的側面か ら利用可能な地域保健資源 (人的及び物的)の効果
的な配分のあり方を検討するとともに、そのために必要な事前の準備 (自 治体間連携、人

材育成等)を明らかにするものを対象とする。
本研究課題に求められる成果物は、災害の制約下にあつても現場 レベルで活用できる地

域健康安全における連携ガイ ドラインやヽ連携体制の具体的な取り組みの提案等とする。

課題採択にあたつては、研究班の構成が、実務当事者及び客観的に評価可能な者で構成

され、公的な被害想定や地域保健関連分野の人的物的資源の現実を十分に踏まえ、定量的

な観点か ら施策効果を最大化するための手法を実践的に研究する課題を優先的に採択する。

④ 医療や介護福祉等の関連施策との連携を強化するための組織体制のあり方に関する研究
(        )

平成24年 3月 27日 にとりまとめられた地域保健対策検討会報告書

(http://www.mhiw.go.jp/stf/houdOu/2r98520QQ0027ooOTatt/2r91520000Q2Zohg,pdl) に

おいて、地域保健担当部門は、保健・ 医療・介護福祉の施策連携を通 じ、住民ニーズに即

した実効的な取組みを推進することの重要性や、市町村において縦割 りに陥らない組織体

制や市町村・保健所との重層連携の重要性を指摘している。

本研究では、高齢化が進み将来発生することが想定されている保健・医療・介護福祉ニ

ーズに対 し効果的に対応するため、保健所や市町村保健センターが果たすべき役割及び望

ましい組織体制、保健所等の地域の関係機関に存在する既存のデータを有効に活用 した情

報共有のあり方について、地域の地域包括ケアセンター、医療機関 (在宅医療機関を含
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む )、 介護関連機関の体制 (定量的 =定性的)の現状及び将来予測:を踏まえつつ検討する
ものを対象とする。

本研究課題に求められる成果物は、保健所及び市町村における保健・医療・介護福祉ニ

ーズに対応するための組織体制及び情報共有のあり方についての提言とする。

なお、課題採択にあたっては、研究班の構成が、実務当事者及び客観的に評価可能な者

で構成され、信頼性の高い推計や精度の高い現状把握に基づき研究を行う課題を優先的に

採択する。

【着手育成型】

上記①～④又は、それ以外の地域保健基盤形成に関する研究であつて、学際的なもの、あ

るいは新規性、独創性に富んだ下記に該当する研究者が主体となつて実施する研究

着手育成型の応募対象 :

平成25年 4月 1日 現在で原則満39歳 以下の者 (昭和48年 4月 2日 以降に生まれた者 )

※新規採択時にのみ本条件を適用する。

※満年齢の算定は誕生日の前日に 1歳加算する方法とする。

※産前 日産後休業及び育児休業を取つた者は、その日数を応募資格の制限日に加算する

ことができる。

(2)水安全対策研究分野                             、

【一般公募型】

① 水道申の化学物露等の新たな評価に関する研究 (        )
水源から浄水場、配水過程に至るまでの微量 4ヒ学物鷺、病原生物等による健康影響につ

いて、イヒ学物質等の総濃度評価、機合影響評価等の新たな手法を確立するための研究を行

う。本研究により、多種多様に存在する1ヒ学物費等の水道における複合的な影響を評価す

る手法が確立され、最新の科学的知見が水道水賞基準等に適切に反映されることで、水道

システム全体のリスクの一層の低減と安全性の強化が期待される。

課題採択に当たつては、以下の条件を満たす研究課題を優先する。

● 水質基準の全ての項目に関連する専門家 (化学、衛生工学、微生物学等)を 研究分担者
とする研究班体制 (研究機関との連携を含む)が格集されていること。

● 試料・データの収集、実証実験の実施、成果物の普及を円滑かつ継続的に行うために、
全国の水道事業体及び水道関係団体から協力が得られる体制が整備されていること。

(3)生 活環境安全対策研究分野
【一般公募型】

① シックハウス症候群の診断基準の検証に関する研究 (        )
シックハウス症候群の診断基準の検証を行う。狭義のシックハウス症候群の定義と診断

基準は、平成20年度の「シックハウス症候群の診断・治療法及び具体的対応方策に関する

研究Jに より確立されたところであるが、今後更に複数の医師で判定を積み重ね、基準を
明確にするとともに、診断基準の観点から室内環境の改善にアドバイスできるような治療

の手法を確立する研究を行う。

課題採択に当たつては、以下の条件を満たす研究課題を優先する。

● シックハウス症候群の診断基準の検証を適切に実施できるように、研究分担者を適
切に採用している等の研究体制が構築されていること。

● 資料・データの収集、成果物の普及を円滑かつ継続的に行うために、建築物衛生に
関連する全国組織、医療機関等の協力が得られる体制が整備されていること。
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レジオネラ横査の標準化及び消毒等に係る公衆浴場等における衛生管理手法に関する研究

(        )
公衆浴場等において問題となる重驚な肺炎の起因菌であるレジオネラ属菌の対策に関し

て、迅速検査の簡便化と普及、精度管理、有効な消毒法の検証と普及、また、感染源調査

の基礎となるように広く環境水等の調査を行い、これらの総合的な結果により、公衆浴場

等の衛生管理要領等の通知改正等の対策を講 じる:

課題採択に当たつては、以下の条件を満たす研究課題を優先する。

● 検査法と消毒法等を総合的に検討できるように、研究分担者を適切に採用している
等の研究班体制が構築されていること。

, 試料・データの収集、成果物の普及を円滑かつ継続的に行うために、感染症研究所、
都道府県、保健所、地方衛生研究所等の協力が得られる体制が整備されていること。

エステテイツクの施術による身体への危害につしヽての原因究明及び衛生管理に関する.研究

(                         )

国民生活センターにおけるエステティッケの施術による健康被害相談が増加 してしヽる背

景を踏おえ、施術の実態、相談内容の分析、原因究明等を行うことにより、衛生面、安全

面での危書防止の対応策を検討する研究、また、エステティックの施術所及び施術者にお

ける衛生管理基準を踏まえたマニュアルやチェックリス ト等の普及に向けた対応策を検討

するとともに、衛生管理に隣する問題点等がIE握された場合、その対策を講 じる。

課題採択に当たつては、以下の条件を満たす研究課題を優先する。

● エステティックの健康被害を適切に判断できる専門家 (医学、皮膚科学等)を研究
:分担者とする研究班体制が構築されていること。

● ,データの収集t成果物の普及を円滑かつ継続的に行うために、エステテイッタ営業
1者、業界団体等の協力が得 られる体制が整備されていること。

(4)健康危機管理・テロリズム対策研究分野
【一般公募型L

① 災害時における医療チームと関係機関との連携に関する研究 (        )
災害医療について:よ、未會有の大災害に見舞われ、さらなる充実が求められている。

課題採1択にあたつては、地震、津波等の自然災書の急性期から中長期における各種医療

チーム及び関係機関との連携や、適切かつ効率的な情報共有のあり方について課題を抽出

し、具体的な活動方法を明確にする研究を優先する。

② 健康危機管理・テロリズム対策に資する情報共有基盤の整備に関する研究
(

健康危機管理・テロリズム対策における厚生労働省の機能の強化 (原因管理、治療・予

防、医薬品等の備蓄、治療関連情報の提供等)、 及び他の関係省庁との連携体制の強化に

資する諸外国の指針・ガイ ドライン、関連する技術の開発の動向等「情報」を同定・収集

・分析・提供する。同時に、それを円滑に推進する専門家、行政担当者等で構成される国

内外のネ

'ト

ワークを構築するとともに、lT基盤システムを活用した情報共有を推進する。

またこれらの情報をもとに、演習シナリオ作成・分析、リスク評価・管理に関する研究を

実施する。なお研究成果に関しては、ガイドライン等に反映できる形で提供するとともに、

世界健康安全保障イニシアチプの枠組みや国際会議等を通じて情報発信を積極的に行う。

これらの取り組みを包括的に実施する研究を優先する。

②

③
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③ CBRNE事 態における公衆衛生対応に関する研究 (        )
本研究においては、CBRNE事態における医療・公衆衛生現場対応の向‐上に関する研究を実

施する。具体的には現場における医療展開や医薬品等必要物資の配送・配布の最適な手法

に関する研究等が主な研究課題となる。採択にあたっては、既存の災害対策の枠組みや手

法を踏まえ、現状の活動計画における問題点を明らかにし、ォペレーション・ リサーチの

手法を取り入れ、定量的な評価を行うと共に、訓練・演習等を行いつつ現場活動に研究結

果を反映させ改善する工程が明示された研究課題を優先する。
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公募研究事業計画表

年 月 (研 究 者 ) (厚 生 労働 省 )
研究

評価
通知等

24

ｒ
υ
●
ι 4

26 1

＾
υ
Ｏ
こ

Ｅ
υ

目
出

Ｈ

Ｈ

円

――

――

円

――

――

同

――

□

課題等の公募 (ホ〒ムペ

25年度継続申講に係る
研究計画書の作成 口提出

中間評価委員会の開催

(必要に応じて開催 )

研究計画書の受付・審査

事前評価委員会の開催

事業実績報告書及び研究報告書

の作成・提出

事業実績報告書

の受付・審査

事後評価委員会の開催

補助金の確定通知

―ジ)

囲

囲

囲

次官
.通
知

大臣通知

大臣通知
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別添様式1

○○研究班

区 分 氏   名 所 属 等 職   名

研 究 代 表 堵

研 究 分 担 者

研 究 協 力 者

事   務  局

〒○〇〇一〇〇〇〇

TEL OO一 〇〇〇―○○○○
FAX OO一 〇〇〇―○○○○
e―mail

経理事務担当者

〒○○○―○○○○

TEL OO一 〇〇〇―○○○○
FAX OO― ○○○―○○○○
e―mail

(注)研究が採択された場合については、当該資料についてはホームページ等で公開する予定です。
事務局部分の所属等欄については、住所、電話、FAXについても記載すること:
経理事務担当者については、電話、FAX、 E―MAILについても記載すること。
事務局と経理事務担当者の所属等欄が同一の場合は、同上と記載すること。
字体はIIS明朝で統一すること。  .
研究班名は「研究課題名+班」とすること。
表題は14ポイント、表題以外は11ポイントで統一すること。
ホームページ掲載時では「事務局」及 「経理事務担当者」は、非公開といたします。
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別添様式2

疾患概要

【疾患名】

【患者数】

【概要】

【原因の解明】

【主な症状】

【主な合併症】

【主な治療法】

【研究班】

留意事項

|                  |

研究が採択された場合については、当該資料についてはホ‐ムベージ等で公開する予定です。



別添様式3

DiseasO Summary

【Name ofthe dhease/symptom】

【Number of Patients】

【BackgrOund】

【Cause】

【Mttor symptomsロ

【Mttor cOmplication`】

【MJor treatments】

【Oontact informatton】

留意事項
国際展開も視野に入れた研究開発体制を推進するため、同内容を英語にて記載してください。
研究が採択された場合については、当該資料についてはホームページ等で公開する予定です。



Ⅵ .補助 対象経費の費 目の内容及 び単価

1.費 目の内容

費 目

費目の内容
大項 目 中項 目

物品費 設備備品費 設備備品の購入、製造又はその据付等に要する経費

消耗品費 消耗品の購入に要する経費

人件費・謝金 人件費 研究事業の実施に必要な者に係る給与、賃金、賞与、保険料、各種
手当等 (研究代表者又は研究分担者の所属する試験研究機関等若し
くは研究事業を行う法人 (以下「研究機関Jと いう。)が、当該研
究機関の給与規程等に基づき雇用する場合に限る。)及び労働者派
遣業者等への支払いに要する経費
※研究代表者及び研究分握者に対するものを除く。
※常勤職員に対するものを除 く:

謝金 知識、情報又は技術の提僕等を行つた者に対する謝礼に要する経費
※研究代表者及び研究分担者に対するものを除く。

旅費 国内旅費及び外国旅費               |
※外国旅費については、研究代表者、研究分l_E者又は研究協力者
(法人にあっては、'当

`該
研究に従事する者であつて研究代表

者t研究分担者又は研究協力者に準ずる者)が 1行程につき最
長 2週間の期間とする。ただし、大災ぞの他事故によりやむを
得ず 1行程が 2週間の期間を超えた場合には、厚生労働大臣等
が認めた最小行程を交付対象とする場合がある。

その他 同表の大項目に掲げる物品費:人件費・謝金及び旅費以外の必要経
費 (印刷代、製本代、検写費、現像 `焼付費、会場借料、会議長
(茶菓子弁当代 (アル基―ル類を除く。))、 通信費 (郵便料皮び
電話料等)、 運搬費、光熱水料 (電気料、ガス料及び水道料等)、
機機器具の借料及び損料、研究実施場所借り上げ費 (研究機関等の
施設において研究事業の途行が困難な場合に限る。)、 学会参加
費、保険料、振込手数料、旅費以外の交通費、実験廃棄物処理費、
(独)医薬品医療機器総合機構 (PMDA)に 対する薬事相談費鳥
(研究終了後の製品化等に関する相談費用は除く。)、 業務請負費
(試験、解析、検査、通訳及び翻訳等)1委託費 (研究事業の一部
を他の機関に委託するための経費)並びにその他研究事業の実施に
必要な経費
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2.費 目の単価

1 設備備品費
実費とする。   ′

2 消耗品費
実費とする。

3 人件費
研究代表者等が所属する試験研究機関等若しくは研究事業又は推進事業を行う法人 (以下
「研究機関等」という。)の給与規程等によるものとする。なお、労働者派遣業者等への支
払いに要する経費は実費とする。

4 謝金
研究機関等の謝金規程等によるものとする。ただし、次の単価を参考に決定する等、その

者の資格、免許、研究に従事 した年数、職歴又は用務内容等を踏まえ、妥当な単価により支
出することも可とする。

(単位 :円 )

用 務 内 容 職 種 対 象 期 間 単   価 摘 要

定形的な用務
を依頼する場
合

医 師

1日当たり

14,100 医師又は相当者

技 術 者 7,800
大学 (駄を含む)卒業者又は専門技
術を有する者及び相当者

研究補助者 6,600 そ の 他

講演、討論等

研究遂行のう
えて学会権威

者を招へいす
る場合

教 授

１

り

時間当た

8,100 教授級以上又は相当者

准 教 授 6,200 准教授級以上又は相当者

講 師 5,300 講師級以上又は相当者

治験等のため

の研究協力謝

金

1回 当た り 1,000
程度

油、アンケ=卜記入などの研寵協力謝金については、協力内
審(格案時情等)を勘案し、常識の範囲を超えない妥当な単薔
を設定する.こと。
な書.詳品とはて代用することもT(その場合は消耗品費とし
て針上すること)。             、

5 旅費
研究機関等の旅費規程等によるものとする。ただし、次の単価を参考に決定する等、妥当
な単価により支出することも可とする。

(1)国 内旅費

ア 運賃 (鉄道賃、船賃、航空賃等)
原則として、最も経済的な通常の経路及び方法により目的地までを旅行した運賃とす
ること。
※ 同一地域内における旅行であつて、 1日 の行程が鉄路 1 0 0km、 水路 5 0km又 は
陸路 2 5km未満の場合は支給できない。なお、この場合の地域とは市町村 (都にあ
っては全特別区)の 区域とする。
※ グリーン料金、寝台A料金、ビジネスクラス等の割増運賃等については、その者
の役職等を踏まえた妥当な取扱とすること。

●
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イ 日当及び宿泊料
(単位 :円 )

職 名 日  当
宿 泊 料

国家公務員の場合の該当 口号俸
甲 地 乙  地

教授又は相当者 3,000 14,800 13,300 指定職のみ (原則使用しない)

教授、准教授 2,600 13,100 11,800
医 (一 )  3級  1号俸以上

研     5級  1号 俸以上

講師、助手、技師又は
相当者 2,200 10,900 9:800

医 (― )  2級
1級 13号俸以上

研     4級 、 3級
2級 25号俸以上

上記以外の春 1.700 8,700 7:800
医 (―)  1級 12号俸以下

研     2級 24号俸以下
1級

※ 表中の日当について、 1日の行程が鉄路 1 0 0km、 水路 5 0km又 は陸路 2 5km未満
の旅行の場合は、定額の 2分の 1と すること。       .
※ 表中の甲地とは、次の地域をいい、乙地とは、甲地以外の地域をいう。ただし、車
中泊́は乙地とする。
a 埼 玉 県・・・ さいたま市
b 千 葉 県・・ 口千葉市
cl 東 京 都・・・特別区 (23区 )
d 神奈りl:県 ら ,い 横浜市、川崎市
OF愛 知 県 ‐・ 。名古屋市
f 京 都 府・・・京都市
g 大 阪 府・ r.大阪市、堺市
A 兵 庫 県・・・ 神戸市
: 広 島 県 。・・ 広島市
j 福 岡 県・・ ‐福岡市

(2)外国旅費                                ,

ア 運賃 (鉄道賃、船賃、航空賃等 )
原則として、最も経済的な通常の経路及び方法により目的地までを旅行した運賃とす
ること。
※ グリーン料金、寝台 A料金、ビジネスクラス等の割増運賃等については、その者
1  の役職等を踏まえた妥当な取扱とすること。
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イ 日当及び宿泊料
(単位 :円 )

※ 表中の指定都市、甲及び丙地方とは次の地域をいい、乙地方とは、指定都市、甲及び丙
地方以外の地域をいう。ただし機中泊は丙地方とする。

1.格定都市
シンガポール、ロサンゼルス、ニューヨーク、サンフランシスコ、ワシントン、ジェネープ、rtン ドン、モスクワ、パ
リ、アプダビ、ジッダこクウェー ト、リヤド及びアビジヤンの地埼とする。
2.甲地方
ア.北米地域
北アメリカ大睦 〈メキシヨ以南の地城を除く。)、 グリーンランド、ハワイ諸島、パミューダ諸島及びグアム並びに
それらの周辺の島しよ (西インド語島及びマリアナ諸島 〈グアムを除く。)を除く。)
イ.欧州地城
ヨーロッパ大睦 (アゼルバイジャン、アルメニア、ウクライナ、ウズベキスタン、カザフスタン、キルギス、グルジ
ア、タジキスタン、トルクメニスタン、ベラルーシ、モル ドバ及びロシアを含み、トルユを除く。)、 アイスランド、
アイルランド、英国、マルタ及びキプロス並びにそれらの周辺の島しょ(アゾレス詩島、マディラ譜島及びカナリア請
島を含む。)
ウ.中近東地域
アラビア半島、アフガニスタン、イスラエル、イラク、イラン、クウェー ト、ヨルダン、シリア、トルコ及びレバノ
シ並びにそれらの周辺の島しょ
工 但し、アゼルバイジャン、アルバニア、アルメニア、ウクライナ、ウズベキスタン、エス トニア、カザフスタン、キ
ルギス、グルジア、クロアチア、スロバキア、スロベニア、タジキスタン、チェコ、 トルクメニスタン、ハンガリー、
ブルガリア、ベラルーシ、ポーランド、ポスニア・ヘルツエゴビナ、マケ ドニア旧ユーゴスラビア共和国、モル ドバ、
セルビア・モンテネグロ、ラトビア、リトアニア、ルーマニア及びロシアを除いた地域とする。
3.丙 地方
ア.ア ジア地域 (本部を除く。)
アジア大陸 (アゼルバイジャン、アルメニア、ウクライナ、ウズベキスタン、カザフスタン、キルギス、グルジア、
タジキスタン、 トルクメニスタン、ベラルーシ、モル ドバ、ロシア及び2の ウに定める地域を除く。)、 インドネシ
ア、東ティモール、フィリピン及びボルネオ並びにそれらの周辺の島しよ
イ 中南米地域
メキショ以南の北アメリカ大陸、南アメリカ大陸、西インド諸島及びイースタニ並びにそれらの周辺σ島しょ

ウ.ア フリカ地域
アフリカ大陸、マダガスカル、マスカレーニュ諸島及びセーシェル諸島並びにそれらの周辺の島しょ (ア プレス諸
島、マディラ諸島及びカナリア情島を除く。)
工.南極地域
南極大瞳及び周辺の島しょ

オ.但 し、インドシナ半島 (シ ンガポール、タイ、ミヤンマー及びマレーシアを含む。)、 インドネシア、大韓民国、東
ティモール、フィリピン、ボルネオ及び番港並びにそれらの周辺の島しよを除いた地域とする。

その他
実費とする。

職 名

日 当 及 び 宿 泊 料
国家公務員の場合の該当・号俸

指定都市 甲地方 乙地方 丙地方

教授又は相当者
日  当

宿泊料

８

　
　
５２

300

700

7,000

21,500

5,600

17,200

5,100

15,500

指定職のみ (原則使用しない)

教授、准教授
日   当

宿泊料

7,200

22,500

6,200

18,800

5,000

15,100

4,500

13,500

医 (― ) 3級  1号俸以上

研    5級  1号俸以上

講師、助手、技

師又は相当者

日   当

宿泊料

6,200

19,300

5,200

16,100

4,200

12,900

3,800

11,600

医 (― ) 2級
1級 13号俸以上

研    4級 、 3級
2級 25号俸以上

上記以外の者
日   当

宿泊料

5,300

16,100

4:400

13,400

3,600

10,800

3,200

9,700

医 (―) 1級 12号俸以下

研 2級 24号俸以下
1級
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(付その 1)研究計画書の様式及び記入例
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様式A(1)

平成__年度厚生労働科学研究費補助金

厚生労働大臣
(国立医薬品食品衛生研究所長) 殿
(国立保健医療科学院長)

平成___年度厚生労働科学研究費補助金 (

次のとおり研究計画書を提出する。

(        研究事業)研究計画書 (新規申請用)

平成__年_二』__日

申請者
19___年___』 日生

所
り
名
日

住
卿
氏
糊

1.研究課題名 (公募番号)  :

2.当該年度の計画経費    :

3.当該年度の研究事業予定期間

4.申請者及び経理事務担当者

研究事業) を実施したいので

円也 (間接経費は含まない)

:平成   年コ    日から平成__二年コ _日
(   )年計画の 1年目

申 請 者

①所属硼 関

②所 属 部 局

③職 名

④所属研究機関

所 在 地

連 絡 先

T

Tel:
E一Mail:

Fax:

⑤最終卒業校 Э学  位

⑦卒 業 年 次 Э専攻科目

務
者膵当

経
担

＞
名

ナ■
″フ

氏
＜
⑨

⑩連 絡 先 `

所属部局・

課 名

T
rel:

3-Mail:

Fax:
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⑪研究承諾

の 有 無
有 缶

小

D事務委任

の有 無
訂  ・  無

〕ЮI(利 益相反 )

委 員 会 の 有 鉦
ヽ

有  ・ 無

⑭∞I委員会への申出の有無 有 。 無
D間接経費の
要   否

要( 千円、計画経費の  %)。 否

5。 研究組織情報

①研究者名 る
日
す
項
担
究

の
研

③最終卒業校・

卒業年次・学位
及び専攻科 目

④所属研究機関
及び現在の専門
(研究実施場所)

⑤所属研究
機関にお
ける隧

⑥研究費配分
予  定  額
(千円)

6.政府研究開発データベース
研究者番号及びエアォー ト

研 究 者 名 性    別 生 年 月 日 研究者番号 (8桁) エフォート (%)

研究分野及び研究区分

コー ド番 号 重点研究分野 研 究 区 分

研究主分野
研究副分野 1
研究副分野2
研究副分野3

研究キーワー ド

コニ ド番 号 研 究 キ ー ワ ー ド

研究キーワード1
研究キーワード2
研究キーワード3
研究キーワード4
研究キーワード5

研究開発の性格

動 応用研究 開発研究
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7.研究の概要

(1)「 8。 研究の目的、必要性及び特色 。独創的な点」から「11.倫理面べの配慮」までの要旨

(2)後荻撃聟聟膚諾警事賀冒磯ぎ鷲憾T名滉屋株の計画と当該事業年度の計画との関係が分かるよ
うに記入すること。
(3)研究の目的、方法及び期待される効果の流れ図を記入又は添付すること。

(流れ図)

8.研究の目的、必要性及び特色 。独創的な点

(2警響勿♂発事薔       、研究の最終的な臨 雄 け るのじ 要な他
の研究計画と、当該研究計画の関係を明確にすること。
(3)研究期間内に何をどこまで明らかにするか、各年度の目標を明確にしたうえで記入すること。
(4)当該研究の特色 。独創的な点については、国内。国外の他の研究でどこまで明ら力ヽこなつてお
り、どのような部分が残されているのかを踏まえて記入すること。
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9.期待される成果

(1)期待される成果については、厚生労働行政の施策等への活用の可能性 (施策への直接反映の可能性
政策形成の過程等における参考として間接的に活用される可能性、間接的な波及効果等 (民間での
用 (論文引用等):技術水準の向上、他の政策上有意な研究⌒の発展性など)が期待できる力う を中
に600字以内で記入すること。
(2)当該研究がどのような厚生労働行政の課題に対し、どのように貢献するのか等について、その
体的な内容や例を極力明確にすること。

10.研究計画・方法

|〕す霧霧駆評璽協諷鵜謹筆T薇艦鵠畢讐慕纏み魏酢
的な役割を明確にすること:       t
(3)複数年度にわたる研究の場合には、研究全体の計画と年次計画との関係がわかるように記入す
ること。「
、(4)本研究を実施するために使用する研究施設 `研究資料・研究フィールドの確保等、現在の研究

“
需 埼認撃群麦ピ電げ贄発ど酢 ザィスロ標症靭Ⅲ機 鰤鵡 枷 こ討
ること。
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11.倫理面への配慮

・研究対象者に対する人権擁護上の配慮、不利益・危険性の排除や説明と同意 (イ ンフォームド・コ
ンセント),の対応状況及び実験動物に対する動物愛護上の配慮等を記入すること。

遵守すべき研究に関係する指針等
(研究の内容に照らし、遵守しなければならない指針等については、該当する指針等の「□」の枠
内に「○」を記入すること (複数の指針等が該当する場合は、それぞれの枠内に「○」を記入する
こと。))。

ロ
ヒトゲハ ‐遺伝卿 究に関

す
稀 酷 針 E]疫 翔 究に関す硫 畔 針

□
断
ゃ
療
甲
知 こ鹸 る樹

□
開 知 こ酎 るは 針

ロ
ヒト幹細胞を用いる孟床研究に関する指針

□
厚生労働省の所管する実施機関における動物実験等の実施嘲 する基本指針

□その他の略 鮨婚の名称:       )
疫学 。生物統計学の専門家の関与の有無 有 無 。 その他 ( )

臨 床 研 究 登 録 予 定 の 有 無 有 無 。 その他 ( )
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12.申請者の研究歴等

申請者の研究歴 :
過去に所属した研究機関の履歴、主な共同研究者 (又は指導を受けたい 、主な研究課題、こ
れまでの研究実績、受賞数、特許権等知的財産権の取得数、研究課題の実施を通じた政策提言数 (寄
与した指針又はガイドライン等))

蘇動渕鷲輔椰櫂:鶴」窪駐     ガ例知
(発表業績等にはこ研究代表者及び研究分担者ごとに、それぞれ学術雑誌等に発表した論文・著書
のうち、主なもの (過去 3年間)を選択し、直近年度から順に記入すること。また、この研究に直接
関連した論文・著書については、著者氏名の名前に「○」を付すこと。)

13.厚生労働科学研究費補助金の各研究推進事業に推薦する予定の研究者

年 度 外国人研究者招へい事業 外国への 日本人研究者派遣事 : 若手研究者育成活用事業
(リ サーチ・レジデント)

平成  年度 名 名 名

平成  年度 名 名 名

平成  年度 名 名 名
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４

１

１

＜
研究に要する経費
各年度別経費内訳 (単位 :千円)

年 度 研究経費

内 訳

物品費 人件費・謝金
旅費 その他

設備備品費 消耗品費 人件費 総

平成  年度

平成  年度

平成  年度

合 計

(2)機械器具の内訳 ((1)の物品費のうち50万円以上の機械器具については、賃借が可能な場合は
原則として賃借によること:)

ア.賃借によるもの (50万円以上の機械器具であつて、賃借によるもののみ記入すること。)

年 度 機 械 器 具 名 賃 借 の 経 費 (靴 :千円) 数 量

平成  年度

平成  年度

平成  年度

イ.購入によるもの (50万円以上の機械器具であつて、賃借によらないもののみ記入すること。)

年 度 機 械 器 具 名 単   価  (靴 :千円) 数 量

平成  年度

平成  年度

平成  年度
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年 度 委 託 内 容 委  託  先 委 託 費

平成  年度

平成  年度

平成  年度

(3)委託費の内訳 ((1)のその他のうち委託費について記入すること。) (単位 :千円)

15.他の研究事業等べの申請状況 (当該年度) (単位 :千円)

16。 研究費補助を受けた過去の実績 (過去 3年間) (単位 :千円)

年  度 研 究 事 業 名 研 究 課 題 名 補 助 額 所 管 省 庁 等

17.補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律 (昭和30年法律第179号)第 18条第 1項の
規定により補助金等の返還が命じられた過去の事業                (単 位 :円 )

年  度 研究事業名 研 究課 題 名 補助額 返還審ミ・
返蹄

厘 還 理 由 所管省庁等

(添付書類等がある場合は、この後に一つの電子ファイルになるよう添付してください。)

新規・継続 研究業 研 究 課 題 名 代表 。分担等 補助要求額 所管省庁等 エアォート0の

140



作成上の留意事項

1.本研究計画書は、申請課題の採択の可否等を決定するための評価に使用されるものである。

2.宛先の欄には、厚生労働科学研究費補助金取扱規程 (平成 10年厚生省告示第 130号:以下「規程」と
いう。)第 3条第 1項の表第12号 (難治性疾患克服研究事業に限る。)の右欄に掲げる一般公募型並びに
同表第26号の右欄に掲げる一般公募型及び若手育成型については国立保健医療科学院長、同表第 25号の
右欄に掲げる一般公募型及び若手育成型については国立医薬品食品衛生研究所長を記載すること。

3.「申請者」について
(1)法人にあっては氏名欄に法人の名称を記入すること。
(2)住所は、申請者の現住所を記入すること。

4.「 1.研究課題名 (公募番号)」 について

{夕

'髪

巽群訴警黎撃募嚢藝筆讐琴詈留野蕎各拳争究費補助金公募要項で定め́る公募課題番号を記入すること。
5。 「2.当該年度の計画経費」について
。当該事業年度 (1会計年度)の研究の実施に必要な計画経費を記入すること。

6.「 3.当該年度の研究事業予定期間」について

。「4.申請者及び経理事務担当者」について                    |
(1)①及び②は、申請者が勤務する研究機関及び部局の正式名称を記入すること。
(2)③は、申請者が専攻した科目のうち当該研究事業に関係あるものについて記入すること。
(3)⑨の経理事務担当者には、当該研究に係る経理及び連絡等の事務的処理を担当する経理事務に卓越した
同一所属研究機関内の者を置くこと。
(4)①は、申請者の所属研究機関の長に対する研究の承諾の有無を記載すること。

での設置の有無を記載する
こと。
(7)⑭は、COI委員会へのCOI管理の申出の有無を記載すること。
(8)⑮は、間接経費の要否を記載すること。      ′

8。 「5.研究組織情報」について
。申請者 (研究代表者)及び研究分担者 (研究代表者と研究項目を分担して研究を実施する者をいう。)
について記入すること (研究協力者 (研究代表者の研究計画の遂行に協力する者 (研究分担者を除く。)をい
う。)については記入する必要はない。)。

9。 「6.政府研究開発データベース」について
(1)研究代表者及び研究分担者の、性別、生年月日及び府省共通研究開発管理システム (e―Rad)も しくは
文部科学省の科学研究費補助金制度により付与された研究者番号 (8桁の番号)を記入すること。|ま
た、当該研究代表者及び研究分担者ごとに、当該研究の実施に必要とする時間が年間の全勤務時間
(正規の勤務時間以外の勤務時間を含む。)に占める割合を百分率で表した数値 (1未満の端数があると
きは、これを四捨五入して得た数値)を、エフォート (%)欄に記入すること。
なお、当該研究についての各研究者の分担割合を記入するものではないので留意すること。
(2)研究分野及び研究区分の表の研究主分野については別表第 1「研究分野コード表」から当該研究の主要

彗襲客晃蜃萬窪撃省雰雲蚤鷲笑響ζ貧墓清経た進票1モ拿貢子乞主L:こ
記入し、研究副分野については、

(3)研究キーワー ドについては、当該研究の内容に応じ、別表第 2「研究キーワード候補リスト」から適切
な研究キーワード (最大 5つ)を選択してコード番号とともに記入すること。同様に該当するものがない
場合は 30字以内で独自の研究キーワードを記入すること。
(4)研究開発の性格については、基礎研究、応用研究又は開発研究のいずれかに「○」を付すこと。

10,「 7.研究の概要」について
(1)「 8.研究の目的、必要性及び特色 。独創的な点」から「11.倫理面への配慮」までの要旨を1,0
00宇以内で簡潔に記入すること。

５

２

６

「3.当該年度の研究事業予定期間」について
当該事業年度中の研究事業予定期間を記入すること。

141



(2)複数年度にわたる研究の場合には、研究全体の計画と当該事業年度の計画との関係が分かるように記入
すること。
(3)研究の目的、方法及び期待される効果の流れ図を記入又は添付すること。

H.「 8.研究の目的(必要性及び特色・独創的な点」について
(1)研究の目的、必要性及び特色 `独創的な点については、適宜文献を引用しつつ、
体的かつ明確に記入すること。

1, 000字以内で具

(2)当該研究計画に関して現在までに行らた研究等、研究の最終的な目標を達成するのに必要な他の研究計
画と、当該研究計画の関係を明確にすること:
(3)研究期間内に何をどこまで明らかにするか、各年度の目標を明確にしたうえで記入すること。
(4)当該研究の特色。独創的な点については、国内。国外の他の研究でどこまで明らかになつており、どの
ような部分が残されているのかを踏まえて記入すること。

12.「 9.期待される成果」について
(1)期待される成果については、厚生労働行政の施策等への活用の可能性 (施策への直接反映の可能性、政
策形成の過程等における参考として間接的に活用される可能性、間接的な波及効果等 (民間での利活用 (論
文引用等)、 技術水準の向上、他の政策上有意な研究への発展性など)が期待できるか)を中心に600

虞 親 綱 ば 紆 森 厚生労働存政あ課題に対し、どのようほ 献するのか等について、その具体的な
内容や例を極力明確にすること。

13.「 10.研究計画 ‐方法」について

1夕霧究昇薔雛 覧B8曇兜課軒菅琴評7「;羅群議豪曇場は義轟鉛嚢悪譲褒場λを分具体的な役割
を明確にすること。                           |
(3)複数年度にわたる研究の場合には、研究全体の計画と年次計画との関係がわかるように記入すること。

|

(4)本研究を実施するために使用する研究施設 `研究資料
。研究フィール ドの確保等、現在の研究環境の状

況を踏まえて記入すること。
(5)臨床・疫学研究においては、基本デザイン、日標症例・試料数及び評価方法等を明確に記入すること。

14. 「 1 1.倫理面への配慮」について
(1)「

、ヒ1トグノム・ こ関する倫理指針 (平成 16年文部科学省 。厚生労働省 。経済産
業省告示第 1号)、 疫学研究に関する倫理指針 (平成 19年文部科学省 。厚生労働省告示第 1号)、 遺
伝子治療臨床研究に関する指針 (平成 16年文部科学省・厚生労働省告示第 2号)、 臨床研究に関する
倫理指針 (平成20年厚生労働省告示第415号 )、 ヒト幹細胞を用いる臨床研究に関する指針 (平成
18年厚生労働省告示第425号)、 厚生労働省の所管する実施機関における動物実験等の実施に関す
る基本指針 (平成■8年 6月 1日付厚生労働省大臣官房厚生科学課長通知)及び申請者が所属する研究
機関で定めた倫理規定等を連守するとともに、 の

こつ い ては 、研究 開始 前 に

の倫理委員会等において倫理面からの

審査を受けた場合には、審査内容を必ず添付すること。
(3)研究の内容に照らし、遵守しなければならない研究に関係する指針等については、該当する指針等の
「□」の枠内に「○」を記入すること (複数の指針等が該当する場合は、それぞれの枠内に「○」を記
入すること。)。
(4)「疫学 `生物

統計学の専門家の関与の有無」欄及び「臨床研究登録予定の有無」欄は、「有」又は「無」
のいずれか該当するものを「○」で囲むこと。ただし、当該研究の内容に関係がない場合は、「その他」
を「○」で囲むこと。

15。 「12.申請者の研究歴等」について
(1)申請者の研究歴について、過去に所属した研究機関名、主な共同研究者 (又は指導を受けた研究者)、
主な研究課題、これまでの研究実績 (論文の本数、受賞数、特許権等知的財産権の取得数、研究課題の実
施を通じた政策提言)等について記入すること。なお、論文については査読があるものに限る。
(2)発表業績等には、研究代表者及び研究分担者ごとに、それぞれ学術誌等に発表した論文・著書のうち、

ξg「馨宥与堰[テ含ζ足F集♭亮危置農醤窪手看暑羹雰驀壽纏肇斎
こと。 文については査読があるものに限る。

16.「 13.厚生労働科学研究費補助金の各研究推進事業に推薦する予定の研究者」について
・申請者が、厚生労働科学研究費補助金の各研究推進事業に推薦を予定している研究者の人数について記

142



入すること。

17。 「14.研究に要する経費」について
(1)当該研究課題に要する経費を、年度別に記入すること。
(2)50万円以上の機械器具については、賃借が可能な場合は原則として賃借によること。ただし、賃借が
可能でない場合、又は、研究期間内で賃借をした場合の金額と購入した場合の金額を比較して、購入した
場合の方が安価な場合は購入しても差し支えない。
なお、賃借をした場合においても、所有権の移転を伴うものは認めない。
(3)「 (2)機械器具の内訳」は、当該研究の主要な機械器具で、50万円以上のものを「ア.賃借によるも
の」又は「イ.購入によるもの」に分けて記入すること。
(4)「ア.賃借によるもの」については、賃借による機械器具についてのみ記入し、「イ.購入によるもの」
については、賃借によらない機械器具についてのみ記入すること。    

´

18.「 15.他の研究事業等全の申請状況」について
・当該年度に申請者が、厚生労働省から交付される研究資金 (特例民法法人等から配分されるものを含む0、
他府省の研究資金、独立行政法人から交付される研究資金及び特例民法法人等から交付される研究資金等ヘ
の研究費の申請を行おうとしている場合について記入すること。

19,「 16.研究費補助を受けた過去の実績 (過去 3年間)」 について
。申請者が、過去 3年間に厚生労働省から交付される研究資金 (特例民法法人等からは配分されるものを含
む。)、 他府省の研究資金、独立行政法人から交付される研究資金及び特例民法法人等から交付される研究
資金等を受けたことがあれば、直近年度から順に記入すること (事業数が多い場合は、主要事業について記
入すること。)。

20.「 17.補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律 (昭和30年法律第 179号)第 18条第 1
項の規定により補助金等の返還が命じられた過去の事業」について
(1)平成 16年度以降に補助金等の返還を命じられたことがあれば、直近年度から順に記入すること。
(2)返還が研究分担者による場合は、その理由を明確に記載すること。

21.その他
(1)日 本工業規格A列 4番の用紙を用いること。各項目の記入量に応じて、適宜、欄を引き伸ばして差し支
えない。
(2)申請者が法人である場合は、特段の指示がない限り本様式に準じて作成すること。
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別表第 1

フサイエ ンス

フイフサイエンス
ライフサイエンス
ライフサイエンス

スイZサイニを __
ライフサイエンス
ライフサイエンス
ライフサイエンス
フサイエンス

201

203
204

207

209
21

21

213
289

美不手ブ,ソごラ丁シ

香鷲翌茎五蕩:::::
シミュレーション

{I=I力:ンをII獲を 評ヽ価

401

409
41

41

412

ナノテク 。

ナノテク・

ナノテク ‐

ナノテク・
‐
ノテク・
‐
ノテク・

ナノテク・

ナノテク・

ナノテク・

ナノテク・
ナノテク・

ナノテク・
~ノ
テク・

~ノ
テク・
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tルギー

うラギ■
…
「
~~¨

ルギニ
~‐ ~‐

うレギニ
………

tルギー
tルギー
tルギー
轟蒙議整蒙]T[

のづくり
のづく
い
う
‐‐‐‐‐‐

のづくり
のづくり
のづくり
ものづくり
ものづくり

ヽcr,ぶ_2___。 __
ものづくり

いヽ ヽ2____のづくり
のづく
~り‐~~‐ ~~

のづくり
のづくり

602
603
604
605
606
607
608
609
689
699

11ヒ:{]肇覆rlttIIIIIIII:III
||:晟n::|][:IZ,二 J:I姜二→ン:ンニが :III

ZFンスイス___
ZFンアイニ___
ZFκえイス_……
ZFχ粛 二“__
ZFκ贄 二 “__
フロンティア

208の 入 システムの入
にする技術をいう。ただし、研究区分番号209から211までに該当
するものを除く。
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別表第 2

キニワー ド候補リス ト
コー ド
番  号 研究キーワー ド

1 遺伝子
2 ゲノム
3 蛋白質
4 糖

5 思旨嘔罫

6 核酸

7 細胸・ 糸R織

8 生体分子
9 生体機能利用
10 発生・分化

脳 ,神経
，
“ 動物

植物

14 微生物
15 ウィルス

16 行動学

17 進化

18 情報工学

19 プロテオ‐ム

20 トランスレーショナル リサーチ
21 移植・ 再生医療

22 医療 ・ 福 Xl「

23 再生医学

24 食 品

25 農林水産物
，

“ 組換 え食 品

27 バイオテクノロジー

28 認知症
29 癌

30 糖尿病
31 循環果 o高 血圧

32 アレルギー・ぜんそく
33 感染症

34 脳神経疾患
35 老化

36 薬剤反応性
り
０ バイオ閣悼機器

38 フォ トニックネ ッ トワーク

39 先端的通信
40 有線アクセス

41 インターネット高度化
42 移動体通信
43 衛星利用ネットワーク
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ド

丹一番
研究キーワー ド

200 生活空間
201 都
202 ミ品

`

ittT

203 水 源

204 水循環
205 流域圏
2061 水管理

207 淡 7k製浩
208 渇ラ
209 延イ「化
210 長 テ化
，

″
コス ト縮減

212 環境対リ
213 建設機
214 暉 識 マ リ ―ジメン ト
215 国際協力
216 国際貢献
217 地理情報 システ ム (GIS)
218 交通事故
219 物 流
220 次世代交通システム
221
222 え三↑ 支援道路システム AHS)
223 交通需要マネー ジメン ト
224 バ リア7リ ー
225 ュニバーサルデザイン
226 輸送機
227 =航法
228
229 ロ ケ ッ
230 人工衛 星
231 再使用型輸送系
232 宇 1『イ ンフラ
233 宇宙環境利用
234 衛星通信 。放送
235 衛 星 all位
236 :宇宙ステー シ ョン (ISS)

237 月L王 観測
238 惑星探査
239 天文
240 宇宙科学
241 L空利 用
，
“
４，
“ 海洋科学

243 1海洋 開発

247 海 洋 保 全
248 海洋資源
249 深海環境
250 海洋 生 熊
251 棚
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ド

丹
一コ

番 研究キーワー ド

252 l]麗 J
253
254 心理学
255
256 t育 J

257 人類 J

258
259 虻

`260 晨J

261 聖,
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別表第 3

研究分野 細目・キーワ=ド
ー覧

系 分野 分科 細目名 キーワード (記号)

総
合
系

瞬破早 耐 手 騒

:001 隣報学基礎理綸

J)計昇埋■、 (2,オ‐ トマ トン埋口・形=百語
埋日、【つフロクラム埋顧、

ゆ計算量理論、⑥ アルゴリズム理瞼、 (0晴号系、 (D離散構造、 (め計算
會的学習理論、 (9)量子計算理綸、 (10数理綸理学

1∞2 敗理情報学

:り量爛1じ埋躙、(Zl観埋フアイアンス、tJl颯埋システム埋■.t4,シスァム
‖御理論、(5)システム分析、(0システム方法論、(7)システムモデリン
アtOシステムシミュレーション、0組み合わせ最適化、(10待ち行列綸

1003 廃計科学

畿、(51統計的推測、(6)続計計算・Elン ピュータ支援統計、(7)統計的予
目・制御、(8)モデル選択、0医薬生物・ゲノム統計解析、(10行動計量分
F、 (!1)空間・環境統計、(la統計教育、(i3)統針的品質管理、(10統計的
F習理論、(15)社会田査の計画と解析、(10データサイエンス

rr晏‐ 壼

1101 計算機システム

(り
「
r昇鴨アー千テクチヤ、 ″ヽ口麟とシステム、 (J,LSI醸計硬爾、 (リ リ

コンフィギヤラブルシステム .(51高 信頼アーキテクチャ、 (0低消費電力技
術、 (71ハー ド・ ソフ ト協田設計、 (3)組み込み システム

1102 ソフトウェア

リヽノロクフミンタロ鴨に 昭 ノロタフミング万示臥 tJJフ ロタフミン7百
暦処理系、C41並列rⅢ

…

oヽヘ レーティングシステム、 (6)自信経
システム10仮 懇化嫌 0ソ フトウェアセキェリティ、 (0)クラウ ドコ
ンピューティング織

‐
(iの ソフトウエアエ学、 (11)仕様記述・ 検肛、 (la

開発環境、 (13鴻鵬ツ

『

理

1103 隋報ネットワーク

(1)ネ ツトワークアーキテクチヤ、0ネ ッ トワークプロトコル.t3ptバィ
ルネットワーク、 0オ =′ (レイネットワーク、 (0センサーネッ トワーク、
(6)ト ラフィックエンジニアリング、 (Dネットワニケ運用技術、くのユビキ
タスコンピューティング、 (0)サービス構彙綺     (1の情報家電システ
ム  .

1104
マルチメディア・デ…
タベース

(1,テータモデル、 (2)関係データベース、 t31デ =タ
ベースシステム、 t4,マ

ルチメディア情報薇得、 15)マルチメディア情報処理、 16)マルチメディア情
報表現、(7)マ ルチメディア情報生成、③ 情報検索、 (0)構造化文書、 (10
コンテンツ流通・管理、 (1:)地理情報システム、 (12)メ タデータ

1105 高性能計算

リヽエ列処理、ヽ々 分颯処理、 t67ク リツト・ タフワトコンピユーアインク、
t4p数値解析、 (D可視化.(61コ ンピュータグラフィクス、 0■性能計算ア
プリケーション

1106 陣 セキュリティ

0,アクセス翻爾 .0個 人口
"り

、 0晴 号、 0露 E、 t5,セ キュリテイ辞
百・ 監奎t(61ウ ィルス対集、 (7)ネ ッ トワークセキュリテイ、 0)不正アク
セス対策、 (9)ソ フ トウ ェア保饉、 (1の プライバシー保饉、 01)情報 フィル
タリング

ヽ
「
鵬口円駐

津

鳳知科学

D感覚・知覚・ 感性 .(D崚俸 ,情助・ 行動、 C6)置知心理学,0比 較認知
b理学、(8)露知普撃tO諄 諷知科学、 (10日知言語学、 (:1)行 動意思決定
0、 (121日知工表  (10露却考古義  (10日幻モデル、 (10社会性、 (10法
ヒ心理学、(17)安全・ ヒューマンフアクタ:―ズ

1202 知覚情報処理

J,パターン認n t22日像情輸疇嘱.0コンピュ‐ ビジヨン、0コン
ピュテーショナ′レフォトグラフイ.0人は 0知的映像線 0'
Eメ ディア処理 ③ E●データベ=ス_③書声情崚処理、(10青書情報処
里、(1:)音声音響データベース`(!a情報センシング、(13)センサ融合・統
彗、(10セ ンシングデ′`イス・システム、(lD接触センシング処理

1203
ヒューマンインタ
フエース・インタラク
シヨン

(1,ヒ ューマンインタフェース、 (21マルチモーダルインタフエース、 t37

■ューマンコンピュータインタラクション、OCSCW、 0グ ループウエ
ア、0バーチャルリアリテイ、 (71拡張現実、 (0複合現実感、 (D臨場感コ
ミユニケーション、 (101ウ ェアラブル機器、 (11)ユーザビリテイ、 (1の人間
工学



系 分野 分科 細目名 キーワード (記号)

総
合
系

妻

:204 口催情報学

,1,珠 察 °日理・獲ロアルコリスム、0磯薇宇習、 t3卿臓獲得、 t4,知諄ヘ
ースシステム、 151知的システムア

=キ
テクチャ、 C6p知 鮨情報処理、 17)自

蒸書膳処理、 (め 知臓発見とデータマイニング、0オ ン トロジー、 (10
ニューマンエージェントインタラクシヨン、(11)マルチエージェントシステ
L

1205
ソフトコンピユーティ
ング

J′ニユ~フル不ツトワ~ク、tυ通体アルコリスム.t3,フ アジイ埋口、t4p
bオス、(51フラクタル、(0複雑系、(D確率的情報処理

1206 口能ロポティクス

,:脚弼 口不ツ ト、 0,期 縄凛B日、 tJ'モー ションフランニンク、 t4,鬱
=テ動システム、 ⑤ 自俸システム、 (61ディジタルヒユーマンモデル、 (7)案

鮨界情燿処理、 0物 理エージェン ト、 (0)イ ンテリジエン トルーム

1207 感性情報学

りヽ騒=ア
フイン手、∽ 感電家堺手、い′躊鷹醸口7、 りヽ 騒鷹醸知科宇・ 籠

隆心理学 .0感 性ロポティックス .161感 性計測諄■、 (Dあいまいと感
隆、0感性情報処理、0感性データベース。(0感性インタフェース、
(1:)感性生理学、(la感性材料製品、(10感性産業、(10感性環境学、(1,
0性社会学、(161感性哲学、(171感性軟青学.(10感性脳科学、(10感性縫
営学

I「種手ノ
ロンティ
ア

生命・健康・医療情輛
学

u,ハイオインフオマアィクス、∽ 7′ ムTr薇覺耀、 t3,フ ロテオーム需薇
口理、0コ ンピユータシミュレーション、 (D生命情報、 6)生体情報、0
ニューロインフォマティクス、 0)臓型情報処理、くの人工生命システム、
(10生命分子計算.(:1)ONAコ ンピュータ、 (lυ 医療情報、 (10日像勝
析、 (10遠隔診断治薇、 (15)保健情報、 (:6)健康情報、(171医用日像、 (:81
口腱内ロジスティクス解析

1302
ウエブ情報学・サービ
ス情報学

tワ エフ■■宇′
(l)ウ エプシステム、 (aウ エプコンピューティング、 13)ソーシャルウエ
ブ、 (0セマンテイツクウェブ、⑥ 推ロシステム、 6)ウ エプサービス、 (7)
ウェプマイニング.0ウ エブインテリジエンス.(0社会ネットワーク分
析、 (10ネットヮークコミュニティ

アヽー E^"凛 宇J
(::)サービスエ学、 (lのサー ビスマネジメント、(10サー ビス品質、 (10待
ち行列.(151ビ ジネスモデル、 (10サー ビス指向アーキテクチャ、 (1⊃ 知餞
マネジメント.(1め 敏青サー ビス、(:9)医晨・ 各社サー ビスt t20)高度交通
システム、 01)金融サービス、曖21社会・■境サー ビス、 (23)ス マー トグ
リッ ド、(241技術マネジメント

1303
日●鶴■自H卜 人文囀
会絆

L日●87mFJ
(l澪田‖ぼ汽 ②

…

ビスヽ0… システム の ディジタル
アーカイプな 0情薇組中化.⑥ 情報機彙、 0情織 メディア、 (oO「■情
緞学・ F3「践 0情颯資■の構難・ 管理

L^X―
―
J

(1の 情●綸遷、 (,,)メ ディア薇   (1の文器    (10E彙艤   (1の 情幡
b会学t(10…     (:ゆ情報経法   (1つ 経営情薇  (18)教育情報、
(:0喜籠    (20D E僚情■ta)― 憮   (2υ 知的財産情報、(23)
唐理條 t20地城情燿化

1304 ■習支援システム

(リ メデイア・リテラシー.(υ宇
=メ
ディア.0ソーシヤルメディア.0

学■コンテンツ開発表風 ⑤学口管理システム、(6)知的学薔支撮システ
ム.(D遺隔学彗、0)分散協■学口支援システム、(の プロジェクト型学習
支書システム、(:の ●―ラーニング、く:1)還用・椰●

1305
エンタテインメント
アーム情報学

(り言栗情薇処亀 0層,=鳳 03Dコンテンツ。アニメーション、o
ゲームプログラミング、(Dネットワ‐クエンタテインメント、(6)メ ディア
アート、0イ ンタラクテイプアート、0ディジタルアーカイブズ、(0)デ
ジタルミュージアム・ヴァーチャルミュージアム.(10情報文化

153



系 分野 分科 細目名 キーワー ド (記号 )

総
合
系

環現 宇 暉現鮮和

学
1401

(0地球温暖化、0地球規模水循覇責勁、 C81極城環境監視、 (9)化学海洋、
(10生物海洋、 (1:)リ モー トセンシング

1402

瞑層 凛
°16手初 ■ 膨

諄科学
a'環境取射薇 (10、 0師 饉 t t3,碁俺遍種 t t4,凛量潤疋・ 酢口、 t●

'破
=、

(6)応 答、 (71修復、 (3)感曼性。 (9)生物影響.(10リ スク辞傾 ,(11)放
村線管理                ~

(12)ト キシヨロジー、(13)人体有害物質、(10微量化学物質汚染評価、(:D
勾分泌かく乱物質

1403

県現 影 響 評 価 りヽ睦日・不日・人気日影警辟口、吻=懸ホ影警辟口、い
ル 警辟口子漱、

0健康影響評価、⑤次世代環境影響評価、161櫃域の人間活動、(7)環境モ
ニタリング、(0モデルシミュレーション、(0)環境アセスメント

環境保窒

学
1501

瞑現 歿 爾・ 編 現 員 何

匡滅 銚
′
ニアど軍nよ賓添房重要議芸襄澪長野歳害〒農島丁通盛難雫等暑異F
(0環境分析、 (7)簡易分析

1502

爆 現 モ ア リ ン ク・ 堺

全修復技術

:ヽ′暉現責何層研、∽ 有撃調量こ肝口、 t6′
"茉
藤六・摯瞑捜爾、 ●ヽ7万策買

助態とモデリング、 15)生物機能利用、⑥ 環境 。生態系影響、 (D土壊・地
下水 :水環境

1503

環境材料・ リサイク
ル

(1)循環再生材料設計・生産、03R、 (3)有価物回収、くり分離精裏・
度化、 (51適性処理・処分、 (6)リ サイクルとLCA、 (7)環境配慮投針、
グリーンプロダクション、 C9)ゼ ロエミッション、 (10)リ サイクル化学

綱
０
面
＜

1504

環境リスク罰御・評
価

u′ 万 9●‐■
"口
t ttt■メリンフ、い′砂口 攘`菫・ 薔薔.ψ 纂凛薔午、

(D生活環境・ 健磨嘱巨 0排出鉢 0麟 崚汚彙椰債.(0イL学物賞督
曖、 0曇 露シナ嘘

"リ
スク融   (:1)予防原則、 (lυ 生分解桂・患

陶性、 (:め 遺伝瀾曜■ 生麟中驚,(141リスケコミュニケーシヨン    |

中学 !601

目然 共 生 シ ス テム
0生 患系管理・保全.⑥ リモー トセンシング.(D景観生磐、 (81生態系修
に、 0代 償檜置:(:の と僣工学

1602

時税 可 能 シス テム 、り初買
"環
システ
=0■

灰
―
.(3,再
=可
澤エネル千―、 t47ハ イォ

マス利活用、0棒 市・地嘲 生.(O水資源・ 水システム、0産 業共
主。 (8)物質・エネルギ=収支解析、0ラ イフサイクル評価、 (1の 統合的露
力管理

瞑現 瞑 栞・ 環 現 任 云

システム ■地理情報、 (D環境教育、0環境マネジメント、 (0)環境と社会活動、
10環境規格・環境監査.(1:)合 意形成、 (la安全・安心、(13)環境 CS
t.(10社会システム、(:5)公共システム管理、 (10持続可能発展

瞑 Frl■

ぬ 姜

デ贅 ン学

tl,■薇テサイン(コ ミユニケーシヨン、メティアT「薇、コンアンツ、インタ
ラクシヨン、インタフェイス)、 ②躍境デザイン(建築、都市、ランドス
ケーカ 、(0工業デザイン(プロダクトデザイン、ユニバーサルデザイン)、
0芸術、③姜次 0デザイン史、0デザイン綸、481デザイン規格、(9)
デザイン設I「支風  (IOl日間・音●・Eデリング、(11)デザイン辞優分析t
(laデザイン教育

=清
肝

1701 MI‐

…

(:)生活凛 Ca― ・ 滑買生活、(3H鵬魚 oライフスタイル.(D
生活ほ O-0書 齢書生活、0生活福社、0保青‐子青て、
(:の
=驚
・ 睾自開田■ 00清中観脚颯 (la睾政学・生活原象  (131●●

素材・生活眈

“

り生活デザイン.(1つ ものづくり

静住生活学

J,==渚、 0衣鞣   (JJ梁色・壼壇、 0預 臓醸計・三鷹、 (b'薇臓研
峰、 (61服飾史|(D服飾文化、 (8)被服心理、0住 生活、 (10)住 居計画、
11)住居管理、(121住居史、 (:3)イ ンテリア・住居・ 住環境デザイン、 (14)
主居環境・設備、 (:5)住居材料・構造、(16)地壌層住・まちづくり、 (17)子
暉て環境、 (18)高齢看居住、 (:9)福社住環境、 C201住 文化。 (21)住 教育・ 住

青報

1703 彙生活学

")翻

理と加工、 121食品と貯餞、0食嗜好と評価、 (41食素材、 (5)調理と
E能性成分、⑥ フニドサービス、t7)食文化、 tSpテ クスチャ_、 lep咀●・
巖下

L==活 こ饉鳳」
(:の 健康と食生活、01)食 と栄養、

“

υ食教育。 (13)食 習慣、 (14)食 行動、

(10食情報、 (161保健機能食品、 (171食 と環境、(18)食 生活の評価、 (19)
フー ドマネージメント



系 分野 分科 細目名 キーワード (記号)

総
合
系

籠 宙 猥

城
腎子駅ロ
・教育エ
学

1801 碑学教育

場揮踊覇議長摂掘lJ寧:L踊再ヽ議ぷ:駐撃獣暑
理事轟二`手豚′、ヽ

`′

0科 学リテラシー.⑤ 実験・ 観察こ C6p科学教育カリキュラム、 (D環境敬
青`(D産業 `技術教育10科 学と社会

。文化、 (10科学教員養成1(11)科
学コミュニケーション

:802 険育工学

【り
"り
子ユラム・薇燎猛開発、 0家燎宇宙更薇システム、 (3)分散協調取

「
システム、 14bヒュニマン・ インターフエース

0教材情報システム、0メ ディアの活用、 (D遠隔教育、 (D● ―ラーニン
グ、 0情 報数青、(10メ ディア教育、(11)学習環境、 (lЭ散師教育、 (:31
浸集

冊手肛雷
学・科学
魔術史

H学社会学 ,科学技翻
史

りヽ費子任=子、 ″ヽ研〒工、・ヽIJ慎籠=、 t■7医手翼、 ●ヽ′鷹暴
=百
手、 りヽ■

学哲学 。科学基礎綸、0科 学技術社会綸 (STS)

姜・博物
遭学

2∞ 1 文化財科学・博物館等

tり 3●

"厠
た、

“

覆■
"研
、tJ′ 襲椰硬漱、t47保存需宇、(0,通勝珠薫、t6J

助植物遺体。人骨、(D文化財・文化遺産、0文化資源、(0)文化財政策

“

の博物館晨示学、(11)博物館教育学、(lη博物館情報学、(10博物飼経営
学、(10博物館行財政学、(:D博物館資料綸、(10博物館学史

也理学

2!01 也理学

綱,増埋宇一般。 (η
=菫
利用・ 量観、 (3)理理システム、い)地凛計日、 (5)

七日・地誌・地理教育、(0地静、(D気候、 (3)水文、 10)地理情報システ
ム、 (10リ モー トセンシング、 (l:)相生・ 土壊、 (121ツーリズ4

全システ
ム科学

社会システムT学・安
全システム

(:)社会工畿 ②社会システム、C31政康科寝 141開発計日、151ttEEE
学,(0経営システム、00R、 0品質管理、 10)イ ンダストリアルエンジ
ニアリング.(10モデリング、(11)ロジスティクス、(121マーケティング、
(i3)フ ァイナンス.(141プ r3ジ ェクトマネジメント、(15)n4● 彗

(10安全工学、 (lD製 品・段偉・ システム安全、(18)リ スクマネジメント、
(1の 危機管理t(201火災・爆発防止.(2:)安全情報、 (22)安 心の社会技術
(避離、群衆鶴取 情報伝い、ハザ‐ ドマッカ 、 (23)リ スクベースエ学、
0●鰺貯・ 回生・ 畿持管臥  (20●●・ 人mO信頼性、 126)労働安全衛生

2202 自船災書科学 。防災尊

(1)自И口L② 液状化、(0活臓   (0津織、(0火山曖火、(0火山曖出

趣 撤
0地賊 象 0畑 災篠 0鶴 薇 ・ 分析・織 、

“

0

(11)餓●箕象  (lυ水災餞  (10地盤贅, (10上砂粛、(151澤水、(10●
米災象  (1つ 自然災書,諄 `分析・対驚、(10ライフライン防贅、(10)地城
防箕計口。政策、(20btlB・ ■RIE学、121)災書リスク

「

●



系 分野 分 科 細目名 キーワァド (記号 )

総
合
系

口,rT4‐

曖

2301
生体医工学Ⅲ生体材料
学

(1)医用回像 ,バイオイメージング、②生体モデリング・フィジオームt
(0生体シミュレーション、14p生体情報・針瀾、15p人工臓轟学、⑥再生医
工学、(7)生体物性、(8)生体鋼御・治療、0)バイオメカ三クス、(10細胞

奎森車r右 ;雀鸞≧選喜在鵜奮

`奮

崎ζ夫ン罪η5質集孝す二1じ受享
波

ム、 (16)放 射線技術工学

L三倅覆科宇J

(17)バイオマテリアル、(181生 体機能材料、 (:9)細胞・組織工学材料、 120b
生体適合材料、01)ナノバイオ材料、(22D再 生医工学材料、 (23)薬物送速シ
ステム、 (24y刺激応答材料、125)遺伝子・核酸工学材料

2302 E用システム

tl,医 用頑首凛シスアム、 ηヽ口慄移耐システム、 t●願 量・ 移町ンスアム、

0低 侵襲治療システム、 (D遠隔診断治豪システム、 (0臓器保存・治療シ
ステム.(71医療情報システムl③ コンピュータ外科学、 0)医用ロボット

2303 医療技術評価学
【リレキユラトリーサイエンス、 0買

=性
辞口、 t,日床研究、 t4鷹瞭覆爾

籠理|(5)医療機器

2304
リハビリテーション科
学・福祉工学

Lリ ハ Eリ アーシヨン科手J
(1)リ ハビリテーション医学、C21障害学、 (3)理学薇法学、 0作 業療法学、
(D言籠聴党療法学、 (61医療社会福社学、 (D人工感覚署.0老 年学、 0
臨床心理療法学

(lの 健康・福祉工学、 (1:)生活支援技術、 (la介饉予防・ 支援技術、 (13)社
会●加、 (141パ リアフリー、(10ユ ニパニサルデザイン、(16)福社・介饉用
ロボット、(lD生体機能代行.(18)福祉用具・支援機器、 (19)ヒ ューマンイ
ンターフェース、 OD■饉ェ摯

|卜滞

=

2401 身体教育学

L身

「

の口洒‐

― ―

,

(1)教育生理牧 い 身体システム学|(3)主体情報解析、 14p層高次機能学、
⑤ 身体兌青発出た 0感鮨と動 響 P

σ)感性の教育、 C8p身体環境鳳  (9H■出田鴨餞 (10体育科教育、 (11)
フィットネス、 (10身体運動文化綸|(lの 身体性普学、 (10死生観の教育、
(151体育心理学|(:0情働の科学 |(1つ野外敬散  (181舞踊教育、 (!0)ジ ェ
シダー教青.(20D膚年・ -0体 青、121)武遺鳳  (2υ 運動適応生命学

2402 スポーツ科学

雲飛辮 す豪1名晨15rt二 菫郎 、1琴黄兼翡 濃 ゝ
クス、(3)コ ーテング、0スポニツ・タレント、(10障害者スポーツ、(1:)
スポーツ社会学、(lυ スポーツ環境学、(13)スポーツ文化人類学

(10ス ポーツ生理学、(15)スポーッ生化学、(10ス ポーツ栄養学、(171エ ネ
ルギー代日、

“

めトレーニング医科学、(19)スポーツ障害、(202ドービング

2403 0用健康科学

L籠鳳颯■・籠
―
右勁 J

(1)健 康教育、 (aへ J●Aプ r■・E―ション、 (3)安全推進・ 安全敬青、
‖教書ヽ (Dス トレスマネジメント、0喫燿・藁物乱用防止教育、
P餞、 (81性・エイズ績青t(Ol保健健康管理。 (10保健健康情報、
指導、 (1の 0身の麟 、(13)レ ジャー・ レクリエーシヨン

141腱
(D戦
(11)栄養

イ

5ヽ用博菫B手,
(10生活詈艤 GD避勁処方と運動豪法、 (10加齢・ 老化、 (lDス ポーツ
医学.(10スポ‐ツ兌療学

,こう宇

2451
子ども学 (子ども環域
学)

tり 優醸・ 願●.ロ ー ・テ,て 、 Uヽ,運ユ・ 量ひtt●2人‐・ |●祠、 0ヽ,弄
行 :逸脱 .(0… 。 (D文化豪壕t(0物理的環境、 (9)教 育的環境



系 分野 分科 細目名 キーワード (記号)

総
合
系

口言 1隕

曖
=「
分f
‖学

2501
生物分子化学

ヒ学修飾、0生 体機能物質、0活性発現の分子機構、 0生 合成、 (3)生 物
舌性分子の設計・全合成|(0)コ ンピナ トリアル化学、 (10化学生態学、
11)メ タボローム解析

2502 ケミカルバイオロジー

、り=椰内慎醸"凛
、tZJ医桑轟豫寮.ヽ●′

“
●r彙殊不、1● l晨彙囲え、 ●ヽ′16

野物ライプラリニ、0構造活性相関、(D化学プロープ、132分子イメージ
ング.0生体分子計潤、(lの細胞内化学反応、(11)ポストゲノム創薬、

"υ

プロテオミクス、(13〉 分子造化工学

騒科学

基盤・社会脳科学

、り7′ ム腱■手、(″工にシエ不アイク不.tJ′ 口
"子
フロフアイリンク、

10ナノ脳科学、⑥ケミカルバイオロジー、(0藁物脳科学、(7)脳機能ブ
コニブ、0脳イメージング、0光脳科学、(10ニューロングリア相互作
口、く:1)脳機縮モデル動物、(lυ脳機構行助解析、(1の層とリズム.(10層
日、(lD神経心理学・言籠神経科学、(10病態脳科学、(17)諷知神経科学

Jリ コミユニケーシヨン、t19,対 人B8躁、 (20用彙行口、 t21,"運・ 叡爾、
2υ 感性・情動・感情、 (23)価値・報酬・懲罰、 (241動 機づけ、(25)ニュー
コエコノミクス・ ニューロマーケティング、(261政治脳科学

2602
日計瀾科学

晰 計厠、 14p鵬活動記録 (レコーディング).0脳 情報読み出し(デコー
ディンの 、 (0感堂情報、0運 動情報、 (81風知情報、 (0)高次脳機能計
|.(!Ol脳情報処理、 (::)脳機能操作、 (laブレインマシンインターフェイ
ヽ

人
文
社
会
系

籠含人

た社会

嘔項 研 究

2701 地城研究

1,ヨーロツ′`、 (υ ロシア・スラフ壌軍、 t・ l)北アメリカ、 t4,甲・ 円アメリ
リ、 (D東 アジア、 (6)東南アジア、(7)南アジア、 (0西アジア・ 中央アジ
ア、 C9)ア フリカ、 (101オ セアニア、(11)世界、 (lυ 地域聞比較研究、 (13)
1助・地壌協力

ンェンダー

2801 ジェンダー

1)饉詈・筐別徴日、 (υ セグシエアリティ、 (3)思想・ 還聯 歴兄、 (0法・
女治、 (D経済・ 労歓  (0社会政策・社会福社、 (D身体・表現・ メディ
ア、 (3)科学技術・ 医療・生命、 (0)教育・発達、(10)開発、 (li)暴 力・売買

「
、 (lυ 比較文化、 (lの 女性学・男性学・ クイア・スタディーズ.(10キ ヤ
リア.(:D男 女共同◆日、 (10国際比較

人文字 露宇

2901 哲学・ 倫理学
り 百 手 凛 層・ 奇 黙 口 霊 理 手 朦 諄・ 告 ● .ヽU′ 四 澤 百 手 、 t4′ 四 将 需 理 手 、
D日本書学t(的 日本倫理事.(D比綱 学

2902 中目哲学
・印魔普学・

仏枷学

2903 宗教学

2004 思想史
(D社会思想壼、 (0政治思想史、0粋学思想史、 (0芸術思想史

目術宇
3001 嗜学・芸術諸学

3002 妻術史

tリ ロ不・黒澤彙薔
=、
∽ 四序彙ば 、 0屁 収彙薔翼、い′口諄字・泰瞑興

嬌史、⑤ 建築史、 (0工芸・意匠・服飾史

3003
=術
一般

t'′猥藤X'ι日、 0ス 衆彙爾、Ψ 麻ロロ、 1り 昇●奮爾口.り 彙爾蠣菫・
奎業、⑥ 芸術表現、 (71メ ディア芸術

【7

日本文学

tリ ロ⌒X十~菫、 Zヽl●
“
X手、ヽ

`′

甲EX子、 ●ヽ7延耳X子、 0ヽ′菫・場
“え学、(0漢文学、(7)関連書誌・文献、(31関連文学理論・文学批評・比較

え学

奥米・英籠日文学

tり 彙X手、 lη 米ヌ宇、け 栗臓口X宇、【り関連X字埋翻・ X宇批辞・薔
自・文献、 (51比較文学

3103 ヨーロッパ文字
その他のヨーロッパ籠系文学、 (51西洋古典学、 (0関連文学理論・文学批
岬 。書憾・文献、 (D比較文学



系 分野 分科 細目、名 キーワード (記号)

人
文
社
会
系

へ又 子 足宇

中国文学

〕
姜

3105 文学―般

目話 宇

3201 言語学

(71談話研究、③ 文字論、 (91辞書綸

(101社会言語学、 (11)心 理言騒学、 (1の言語の生物的基盤、 (13)歴 史言語
学、 (141仏籠学、く19独籠学、(10中国語学、 (1つ その他の籠学、 (1め 危
機 。少数言福、 (19神経言語学、201コ ーパス言語学

3202 ヨ本語学
:ヽ,言戸・言観、 tη X漱、 0ヽ,日案・恵啄、 t42X子 、υ X事・又膵、い,万
言、 (71言請生活、 (3)日本語史、 (0)日 本語学史

3203 痣層学
菫、0英 鵬の多様性

3204 日本語教育

キュラム、0第 二言語習得理論、 (51教育工学・数材・ 教育メディア、 (6)
母悟保持・パイリンガル教育、 (D異文化理解・興文化間コミュニケーショ
ン、0日 本事情、 0日 本語教育史、(:0)教育評価・ 測定

3205 樋ヨ籠酸青

りヽ蘇口言・刀lJ千ユブ

“ “

額-7・ 蓼7・ 猥口
'ア
イアー泄、 t61

o― ラーニング ‐■ンピュータ
ー
   (CALL)

り ,二百語督
…

‐tり早蒲分日漏夕菫

⑥ 外国臓教育HE‐ 言語瑯 ほ 0外 目語鋼 聯 い 教育史、 (3)教育評価・
測定、 0外 目層鏡 蔵  (10員文化曰コミュニケーション・ 翻訳・ 通駅

理 T

3301 た制

:ヽ,E界民、 tZ7ヌ誂
=.∪
屁収翼、ゆ 比戦X明●.t●′タロ~ハル1じ、い′

瞑境史、0島 ●・ 卿購史、 (8)史料研究  i

3302 ヨ本史
(7)宗教史、③ 燿境史、 0)災害史、(10都市史、 (11)農村史、 (12)日 本史
一般、 (13)交流史.(10史料研究

3303 アジア史・アフリカ贅

tり 甲口百

“

・ IPttTE買 、 tZ7甲口
=堺
tC翼
`"′
彙′ンア民、 t42果ロアンア

史.(5)オ セアニア史、 (0南アジア史、 (D西アジア・ イスラーム史、 (D中
央ユーラシア史.(の アフリカ史、

“

0)比較・交流史、 (11)史料研究

3304
ヨーロッパ史 。アメリ
カ史

ιリ ヨー ロ ツハ 百 代 翼 、 ″ヽ ヨ
~ロ
ツハ 甲 ロ エ 、 い

'四
駆 江 堺 ●

=、
t●J彙瞑 ●E

現代史、⑤ 南欧近現代史、 (6)北欧近現代史、 (7)南北アメリカ史、 (D比
較・交流史、 C91史料研究

3305 摯古学

、:′
=百
子~嶽 ηヽ舞工

=tJ′
鷹民宥百手、 ウヽ●不″責手、 t●′′ン′7

与学、⑥ 古代文瞬象  (D物貫文化義  (81…      (0)埋蔵文1ヒ財研
た、 (lの情

…

      |

駆 韓

姜

3401 人文地理学

化地理学。 (D鋼 馨   (D… ① 歴史臨    (31-■ ‐
災書、0地 理姉 ●(3000「E・ 堵欄政策、 (1:"鶴鶴R(12)地理情報
システム、 (10綸□F‐ 地目

て1じ人類

学
3501 文化人類学・民俗学

(61物質文化、0先 史・歴史、0芸餞・芸術、 0宗 教・儀礼、 (:0)開 発・
援助、 (11)医療.(lυ移動・越壕、 (1の マイノリティー、 (10生態・ 環境、
(15)メ ディア、 (10身体・ スポーツ
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系 分野 分科 細目名 キーワード (記号)

人
文
社
会
系

学   °
漱 7

3601 鵬確法学
8源昌頭f憮麟隼T=曇撃:憑霞T撮嘉t47漱ユ雷宇、0屁収活、

3602 公法学

tり菫湾、
“
′fr瞑凛.t6用研漱、W口洒澤・な活翼、 bヽ,なな薔聡、【り,“

臓憲法・EU法、の行政組織法、0行政手繊法.0行政茨済法。(10目
豪税法

3603 国際法学
u′口醸公示、 (υ 日踪払法、 tJJ日曜人罹・国霜漱、 t4J国際l■凛漱、 (5,日
臨 済法、(0日際民事手続法、 (D国際取:l法

3604 ヒ会法学

3605 刊事法学

0,刑法、0刑事訴訟法、 (0犯罪学、0刑事政策、 (D少年法、⑥ 法と心
風

3606 民事法学

りヽ民 溶 .W間 活 、 t6,民 ● ●r口漱 、 t47雪口蒸・
=暴「
E凛猛 .け 菫 田漱 、

0証券法.0保険法.(め倒産法,0紛争処理法||。 (10民事執行法

3607 新傾城法学

u′ 編■猛、 tη 医●驚、(3,Tr薇・メティア筐、 0知 円財腫漱、(D漱 と
ジエンダー、 6)法学教育・法曹綸・法改青、 0法 人・信託、 (31消 費者
去.0交 通法.(10)土地法・ 住宅法、(11)司法制度腱

駅泊字

3701 蟻 学

りヽ撃瀾‐日、ヽ々 瞑洒手ガ漱口、 Jヽ′ 四澤瞑潜思想翼、 1■,日不・ アンア瞑
"思想史、 (D政治史、 (6)日本政治史、(7)日本政治、 (0政治過程綸、0選

撃研究、 (:の新|1魔綸、 (1:)政治経済学、 (:υ 行政学、 (13)地 方自治、 (14)
出較政治、 (10公共政策

3702 ヨ際関係掛

りヽ口疇理日、∽ 外霙翼 °日朦関僚工、⑤ 河外瞑栞H.t4,買
=保
障口、

0非伝続的安全保障・人間の安全保険 161国際政治経経 、 (D目瞭レ
ジーム鳳 0国 際統合静、 C9)目瞭協調静|(10日際交責綸、 (11)ト ランス
ナショナルロ係、 (lυ グローバル・イシュー、 (13)東 アジアロ際関係、 (14)
コ臓協カト

睡済宇

3801 量綸経済学

0,ミクロ籠所雲 t2,マクロ籠― t(0籠済理●.(4)ゲーム理臓、(5)↑
助経済学ヽ ⑥実験経済象 CD道化は CSp経済鋼虔。体

“

静

3802 経済学説 。経済思炒

tiハ鰤昭日
=0経 済思想t t3,毬警思2t t4p経済雷宇

3803
饉済構計 斉計,。 (0計曇経済義 0計量ファイナンス

経済政策
経済争、 16p交通経済牧 0地 域経済学.③ 環境経済学 t(0)資源経済学、
(:の 日本銀    (!:)経新

3805 け政 。公共経済
■、 (0労働経織 0社 会保障い、〈め歯青経済学、 0法 と経済学、 (:Ol
腱治経済学

金融・ファイナンス
(り 壼田日ヽ 9,フアイナンス、 t37国際金融口、 (0全累金融、 (5)保険■、
⑥ 金融工学

3807 経済史

睡富宇

経営学

りヽ嘔●la暉、、″聰日用初、い′韓
=l■
薇、t42韓冨口電、 0■ 栞のに雪回

籠任、 (0饉曽学説

′
'穏
富鴨疇、t3,国球泄富、(9,薇爾籠富、(10,ベンチヤー2栞、(11)人的

[源管理

饉学

(1,マーケティング。(a'日費者行動、(3)広告、0流通・ロジスティック
ス、(Dマーケティングリサーチ、(61商業、(D保険

3003 会計学

:りπ猾霊肝、【Z7冒理雪町、 ζ″雷計菫彙、 tワ 澤

“

、 t"口朦警計、 tbl祝蒻
臼計、 (D公会計、 (D環境会計



系 分野 分科 細目名 キーワード (記号)

人
文
社
会
系

匡雪 ■

学
注會宇

趾会学

社会システム、 0社 会調査法、 (6)数 理社会学、 0相 互行為・社会目係、
0社 会集団・ 社会組織、.0憫 虔・構造・社会変動、 (10)知 路・科学 ,J
術、 (11)政 治・糧力・ 国家、 (lυ 階級・隋層 。社会移動

桟准玉雲ふ
「
Tう会枯l黒鞍T狂茎悪ふFTあ ]雪 L世孝壼す :フT僣艤V

メディア、 (19ジ ェンダー、(20)教育・ 学校、 (21)医 療社会学・障害学、
(221社 会問題・社会運動、 (20差別・ 排除、 (24p環境・公書、 (25)国 際社
会・エスニシティ、90身体 :スポーツ、 (2つ 自我・ アイデンティティ

4002 社会福祉学

政策、(41福祉国家・福社社会、 (Dソ ーシヤルワーク、(6)貧困 。公的扶
助、 (7)子 ども福祉、 (8)女性福祉、 (9)障害 (児)者福社.(1の 高齢者福社、
(11)家族福祉、(121地域福祉、(10精神保健福祉・医療福社 :介饉福社、
(141司法福祉 ,更生保饉.(:D福祉マネジメン ト・権利擁餞・評価、 (16)日
肇福社・福祉N GOI(1つ ボランテイア・福社 NPO、 (181社会福祉教育・
奥習

4101 由会心理学

tり 日●■種、 4ヽ,III=円 棒刈・辱II、 ヽ
`′「
F=・ IB=、 りヽ仁雷田IHユrF用・

け人関係.0対 人コミュニケーション、 (6)集 団・ リーダニシップ、 (7)集
曽現象・社会現象、 (0産業・組織・人事、 (の文化、 (iOl社会問題、 (11)環
1・ 環境問題、 (lυ メディア・電子ネットワーク、 (13)消費者行動

4102 険育心理学

4103 妹 心理学

心理学的介入、 (け秦書椰●ミュケーション、 (Dカウンセ リング・ 学生櫓
晨、0心 理面躍 0-.(10)セ ルフヘルプグルース (ll)セ ラ
ビス ト綸。 (1"… .(:3)健 康0中

…

    (141心理リハビリ
テーシヨン

4104 彙験心理学 庸・情勁・ 動機付吹 C61思寺・推n・ 言日、 (D ttr=行 動分析、 (3)進
し,発違 。lu鶴離■ o康 理・慶史・心理学研究書

師 宇

4201 枚宙学

n、 (61学力綸、 CD数宙方法、 (3)教育評価、 (0)教師嗽青

“

Ol教育行財政.(11)学校経営、 (121学校教育、 (13)幼児教育・保育、 (10
生涯学習、 (lD社会教育、 (16)家 庭数青、(:7)象青政策

4202 険青社会学
r、 0人 材開発・開発教育、(7)学校組織・学校文化、(3)教師・生徒文
し、 191青少年間鳳  (101学力問題、 (11)多 文化教育、(12)ジ ェンダーと教
r、 (10教育誦査法ヽ (10教鮒 報システム

4203 険科教育学

:′告蘇■9蘇

「

日ヽ睛、昇爾・摯手、理■、任奮、■理・ 圧
=、
公民、=

舌、音楽、ロロエ作 。41Ettt家 庭、技術、英籠、情わ 、 12)春門教科
D教育 (工葉、脅彙

`農
彙、ホ産:?壼 1福祉 )

菫億、特別活鮨)、 ◎ J銅哺闘卜 生徒相私  (D進路指導、 (D教員義威

4204 持別支援牧青

アセスメント_0"闘卜支重‐識 0支鋼囀申P・ コーディネーター、
0コ ンサルテーション‐カウンセリング、③粛書・権利擁口、10)共生社
会・インクルージョン、(10早期発見 ,早期支援、(11)通常学級・リツース
ルーム、(la特別支銀専崚。(13)高年敬青・キャリア教育、(10発達障害・
情綸障害、(10知的障害、(10視覚障害・聰覚障害・言語障害、(17)肢体不
自由 `病弱

。身体慮弱、(18)学習困難・不適応
=非
行、(10)ギ フテッド・才

鮨
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系 分野 分科 細目名 キーワー ド (記号 )

理
工
系

澪 ● 理

エ

マ
科
●
ロ

ノ

ク

ナ

イ

学
4301 たノ構造化学

ζリア′薔通1じ宇、0ナノ薔通作襄、(3,ク ラスター・ナノ租子、0フラー

超構造す61り豪告 1熱、1″首』薔

=ご

コピツク化学、⑥階層構造・

4302 ナノ構造物理

(リ ナノテューフ・グラフエン、 t21ナ ノ輌遭初饉、 0ナ ノ物性悧御、 (41ナ
ノマイクロ物理、0ナ ノプロープ、⑥ 量子情報|(7)量子効果、0量子
ドット,0量 子デバイス、 (lo電子デバイス、 (11)ス ピンデバイス、 (12)
ナフ トライポロジー

4303 ナノ材料化学

リヽア′薔料瀾雲。(ηア′研需解研・群口ttり ,ノ 猥画・界画、9ナ /薔
鮨材料、⑥ナノ構造形成・|1御、0分子素子、(Dナノ粒子、0フラーレ
ン・ナノチュープ・グラフエン、(9)ナノカーボシ材料、(101分子化学、
(11)ナ ノ光デバイス、(lυ 分子デバイス

4304 ナノ材料工学

tリ アノ洒曇フ粋 コンポジット、 (η ナノ肛子・ワイヤー・ シー ト、0ナ
ノ ドット・ レイヤー、 14pナ ノ欠陥制御、 (Dヘテロ・ ホモ構造、⑥ ナノ材
料・創製プロセス、 (Dナノ加工・成静プロセス、 (oナ ノカーボン応用、
(0ナノマイクロ構造解析・評●・試験法

4305 ナノバイオサィエンス

【りDNAデバイス.0ナ ノ含屁.o分子マニピュレーション.0バイオ
チツプ.01分 子生理・生化学、01分子生体情報学、(711分子科学、
(3)1分子イメージング・ナノ計測、(0ゲノムエ学

4306 たノマイクロシステム

t:'MLMS・ NEMS、 tZ7ア′マイクロフアフリケーシヨン、(3,ア′マ
イクロ光デバイス、(41ナノマイクロ化学システム、0ナノマイクロバイオ
ンステム、(0ナノマイクロメカニクス.(71ナ′マイクロセンサー

5用鶴理
学 4401

●用物性
F、 (7)波贔.(3)新機能材料、(Dスピントロニクス、(10有機・分子エレ
ントロニクス、(11)′

`イ

オエレクトロニクス

4402 皓昌工学

.り =‐.‐ 千りい、い′チ●環ヽψ 薫薔●、 ロ セフミツクス、い,稲贔鷹
It ① エビタキシャル咸長、 (め 織贔ほ   (9)ヘテロ構造、 (101電子・ 光
●籠

4403 簿晨・表面界面物性

リロ購菫椰澤瞑。 (aヵ ―ホン飛澪膜|(3,ほ 1ヒ7エレク トロニクス、 (0薄
員新材料、 (D表面.(0界面、① 鳳   (31ビーム応用、 (0)走査プロープ
ロ薇焦  (:0電子日徴蟻

4404
光工学・光量子科学

(:′え手秦チ・薇E・ 薔料、(″元17●処理、(り視ZIE宇、(り ,テエレクト
ロニクス、0レーザー、(0非線移践 ①量子光学、③フォトニック縮
贔、(9光エレクトロニケス、(:の徹小光名  (1:)光0「I、 (lυ 光記録、
(10光

“"、

(:0光プロセシング

4405
プラズマエレクトロニ
クス

:1(影;ン :脅昼、13多業 h:置 (3つ弓男7写卜,『
ユEEフラス

4406 ら用物理学‐般‐

ti′刀、口摯、口rs o豪口しt●7■置澪、tOpヮ理稲 。口,、 (′,薔
い|(0セか 、0エネルギ=童楓 (10凛    (11)加速尋

ム科学

4501 E7ビーム科学

りヽ7El澪― 薔甍
"開"●
0■ チピ~ム籠 手法、 9テータ処理・解積手

法.0検 出畿  〈め量子ビーム産業応用、 (6)量子ビームE農応用、0小 型
EIピーム発生技術、 (8)レーザ‐、 10)X摯 、 (10)ガ ンマ鑢、 (11)放射光、
(lυ 中性■  (131ミ ュオン、 (:0電子・ 陶●手、(15)ニ ュー トリノ、 (16)イ
オンピ
~ム、 (:D田子ビーム、 (10その他の量子ビーム

rr昇科早

4601 計算科学

、:′ 颯理上子 口ヽ電口澤ア・ Br日・ 置 rr・ alm●7.∽ 耐昇刀
=tJ′

菫担シ
ミュレーション、 0マ ルチスケール、 (D大規模針ス C61趣並列針算 (並列
化計諄、 3次元計動 、 (D欧籠計年手法、③ 先進アルゴリズム



系 分野 分科 細目名 キーワニ ド (記号 )

理
工
系

示フ
学
瞑
障

瞑子

代数学

tり爾日、 ηヽ颯日露綱7."′薔日 ヨヽ
じ綸

た数、代数学の応用)

4702 農何学

(1,リ ーマン露 l●lt言 麗倒解研
'.●
シンフレクティック鸞倒 t言 薇目

農何)、 ③ 複素幾何、0微分幾何一般 (含 種々の強何構造、離散幾何)

(5)位相幾何学 (代数的位相幾何学、位相空間綸)、 (6)微分位相幾何 (葉層

購遺、特興点
`位
相変換群)、 ① 低次元 トボロジー (結び目理瞼、 3次元

多様体論、 4次元多様体論)

4703 鼻析学墓確

系、 (0代数解析

(D実解析、 (0権素解析、(7)確率綸、 (8)基礎解析一般 (含 関数空間綸・
応用解析の基礎 )

4704 政学解析
関颯 万種

=、
2ヽ,ル用濤初 、 い,非凛

"層
研 t= 質オ澤 碑 ヲF猥形 堀

4705 臓学基礎・応用数学

.り 双宇彙燿日、
…

∽ E麒菫宇ヽ U ttIEHr・ 菫理モァル 冒ヽ
F轟理綸、量ユ ー 絆裾 )、 0● |「撲争 (含 ゲーム理綸ヽ実験計
醜量 凸計口醸

―

推定腱に検嬢 確率過程の勧 、 (5)応
尋数学二般

書

4801 え沖 :51理論天文学1 0Xttγ 箱天文学

榜埋宇

4901
晨粒子・原子機。宇宙
降:宇宙物理

(理綸).(D構 矧E・ ■力 (理D

D素粒子 (奥り 、0康子校 (実験〉、 18p宇宙線 (実験)、 (9)字 宙物理
(実験).(:Ol格 対臓・菫力 (実験)、 (11)加速書、 (iЭ 粒子測定技術

4902 防性 I

J,手尋倅、 (υ メソスコビック糸・ 局在、 6)光窃饉 .t4,猥山・ 界口、 (b,
嗜昌成長、 (0謗電体、 0)格子欠陥、 (OX線・ 粒子線、 0)フ ォノン物性、
10ス ピン物性 (半導体 )

4903 腸性 I 3)強相関系、 (41高温超伝導、 (5)金属、0超低温・量子凝縮系、 (D超伝

`・

密塵波t(3)分子性口体・ 有機導体

4004 崚駆 ・鬱確Lヨ自麿 “

輝 酢初裡宇、∽ 欄■●優● .0菫 埋初埋、 t42●J豪オ暴、 0非 半衝・
lF鑢移物理学、⑥ 応用義義  (D力学、 0)流体楓   (9)不規則系、 (10)ll

「
物理学

4905
原子・分子・量子エレ
クトロニクス

u′凛子・

"チ
、 0… レク トロニタス、 (3,3f需報、 0頑 猟 、 t●7

ビーム物理

4906
生物物理 ,化学物理・
ソフトマターの物理

(り E織 口 に 町 編 靱 ワ理ヽtJ'菫菫F― .tOカ ラス・准
体・漕液、0尤膠瞥‐力倉膚・化掌反応、(61古分子・湊品・ゲル、(Dエ
マルジョン・藤.:E「呼イド、(3)界面・いれ・接着・破壊t(9)生物物理―
般、 (10化学物理■鳳  (ll)ソ フトマターの物理一般
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系 分野 分科 細目名 キーワード (記号)

理
工
系

取初糸

科学

理 事 懸 ニ

科学
5001 ヨ体地球感塁物理学

u′ 凛凛曖凛、 口 人四場撃、い,理
="=,調

・ 人四噴バラ厠 .t47理凛翼
書・火山災書●CD地殻変動・海底変動、16p地磁気、(71ニカ、(Dテクトニ
クス.0内部構造、(:の 内部ダイナミクス・物性.(11)同体感ユ・情二・
小惑二、(lυ惑塁形成・進化、(10固体感星探査、(10観測手法

5002
〔象・海洋物理・陸水
■

摯、(61海洋物理.(D地球環境システム、(3)睦増水循露・物質億環t(0水
反支

5003 日高層物理学

“
′理事晨二彗R口、り聰暉気

=即
、U理澪愚二電躍日、 4ヽ7●ぶ轟ニエ層

た気、0オーロラ・磁気出、⑥太陽風・感二間空間、①太陽地球システ
ム・宇宙天気.③宇宙プラズマ・プラズマ波助、19)感量プラズマ・大気保
E                                            .

5004 咆贅学

J腱壌増質.0澤澪増買、0,何コ椰・量四薔、t4,薔通増買・テクトニク
た、⑤火山・活断層・災害地質、0環境・水理地質、0第四紀学、(D応
1・ ●市地質、0堆積・燃料地■、(lの地球史・感二地買、(11)情報地
[、 (1カ 地学史

5005 口位・古生物学
Э古生物地理,0古 環境。(0古海洋

5006 岩石・ 鐘物・鉱床学

5∞7 也球宇宙4LI

1ヽ′

"導
〒ロワ■、 t″ 初賣薔環、 ″ヽ

"署
・″チ
"価
、 t4J口何

「

・ 藤打午
代、⑤ 宇書・惑■1ヒ学、⑥ 地般・マントル化学.0有 機生織化学、③ 生
物■地球化事 |(0)大 気田・ 水日化牧  (101躍 崚化学・地球環境化学t(!1)
計瀾手法

科学

プラズマ科学

高エネルギー密度科学、 (D檀合プラズマ、⑥ 反応性プラズマ、 (Dプラズ
マ化学|(0プラズマ窓帰.(Dプラズマほ   (iの プラズマ|1御・ レー
ザー、 (11)プラズマ粒子加遺、 (lυ 電子ビーム・イオンビームヘの応用、
(i3)ミ リ渡・ テラヘルツ波への応帰

|し字 ■E16ヨF

5201 睡

p.(0分子分光 .(D表口・ 界醜 0溶 液tOク ラスター、 (10理油化
費 (1lH勁物理化争

5202
「
機4L学

0有機光化へ 0物
…

0-相 化学

5203 馳 学

(D横・放射化楓  (6)超分子饉体、0多 検・ クラスター錯体、③ 配位高分
F、 (D澪液化学、 (10ナノマテリアル、 (1:)綸 贔輌遭、(12)触媒、 (13)元
熙資澤

5301 書静物性JLI

子、0藩贔、0綺二.0"臓 、(iOl表薔・界口、(:1)コ ロイド・量弓
ドット、(10電気化学

5302 合成化学

tl)燿駅田雪属、0口 椰・覆猥黛ロロ澤、 t3)フ ァインケミカルス、 (0不 斉
合成、0触 鰈設計・反応、0環 境田和型合成、 (D反応場、〈め自動合成、
(91生体模倣合成、 (1の コンピナ トリアル含咸、 (11)有機分子触媒、 (12)天
盛物合成、 (13)合 成関連資源

5303 自分子化学

u′ 呂分子雷屁、0面 分子反5。 分層、 tJ7不斎
=曾
、0日 己租理化西分

子、 (D高分子機遣、 0高分子物性、0楡 鮨性高分子、 (8)生体関連高分
子、 (0)高 分子饉体、 (10)高分子薄膜・ 表面、 (11)菫 合触媒、(12)高分子資
鷹

5304 分析化学

tリ アンノリンク・副処理、 Zヽ7層殊・ 回稲涸出、 tJ,磯霧分研、 4ヽ,スヘク
トル分析、⑤ レーザー分光、 (6)質量分析、(DX線・電子分光、 (8)界面・
敗粒子分析、 (9)電 気化学分析、 (101化 学・ パイオセンサー、 (11)分離坊
析、 (12)ク ロマ トグラフィー、 (:3)電気詠助分析、 (i4)流れ分析〈F:A)、
(15)マ イクロ流路分析、 (16)分析試薬、 (171環 境分析、 (:8)有 機・高分子,
F、 (19)バイオ分析            '



系 分野 分科 細目名 キ〒ワード (記号)

理
工
系

|じ宇 口酪31ヒ lF

5305 生体関連化学

.:雅酸関理16手、 ″ヽ ,ンハタ■・孵察1じ手、い′凛翼田理16手・ 積ロエ
姜、 14D天然物有様化学、 (5)生 物無織化学、 16)生体関遭反応、 (D分子認
|、 ③ 生体機能化学.(0バイオテクノロジー.(10生体触媒、 (11)生 体機
ほ材料、 (la生体構造化学

グリーン1環境化学

1ヽ,環聴計潟、0セ ンサー・ モニタリンク、 t3,方彙ワ■軒口、 tり 方栗渭穣
物質、 (51環境評価.0環 境情報化学.0汚 染物質、 0汚 集除去材料、
0環 境負荷低減物買:(10)生分解性物質、 (11〉 環境停復材料t021グ リー
ンケミス トリーo(:の サステイナブルケミス トリー、 (10リ サイクル、 (15)
元素回収、 (10安全化学、 (:7)資 源分析

０７ エネルギー関連化学 ltti貢5至繁)レ早馴震
lτ
≧里景ワ軍輩糟摯り

光触藤、0分子

材料 4L芋
―
“ 有機

・ハイプリッド材
料

t:,な■、 ta輌 饉、、J用機十尋椰薔料、 t47■ 碑π葡 料、 t●′綱破舞費ハ
イプリッド材料、0分 子素子材料、0機能材料

5402 高分子・織継材料
ゲル、 (6)高分子機能材料、 0天 然・生体高分子材料、③ ポリマーアロ
イ、 (D高分子系複合材料、 (10)高分子・繊維加エ

5403 無機工業材料

tり積凸、t4'刀 フス.tJpセ ッミツクス、t4J菫層膏将、 リヽロス・層同lι宙
力、(6)イ オン交換体、(Dイ オン伝導体、(81光触媒、(0)高機能触蝶、(:の
E気 11学材料、(11)ナ ノ粒子・量子ドット、(12)多孔体

5404 デバイス関連化学
J,■導椰テハイス、 (η 電気・櫃気・光テバイ不、 t3鷹杯磯臨応用テバイ
ス、0電 池、⑤ 分子センサー

二早

「
-7

5501 機械材料・材料力学

りヽ帝科菫 rr・ ノ鳳彎ス・ 蜀に・ 静口、∽ 理轟椰刀手、 Jヽ′薔菫刀手、 ●ヽ′曇

鮨力学、 01畑 L CJじ L(D― 虜、 04EI性 設計、 0生 体力学、
(10ナノマイク

…

_(13)バイオ

…

5502 生産工学・加工学

(1,生鷹モテリンクヽo=置 システム、0=E管 理 0工 程政計、 t5)エ
作機械、⑥ 膚劇鷹RO切 開・ 研H加‐ 0特 碑加工.101超精密加工、
(101ナ ノマイク

ー
C11)精書位置決め・ 加工計書

5503
設計工学・機構機能硬
秦・ トライボロジー

首許R織躙 鷺詳路勝 がλttTあ撃発 ♂°
ジー、(13)ナノマイクロトライポロジー

5504 流体工学
流、 (6)反応流、 (7)非ニュニ トン流、(3)マイクロ議、 (0)
(10バイオ流体力学、(11)環境流体力学、 (10書書、 (13)
空圧機番

5505 熱工学
マイクロ熱工学、(3)熱機関、0)冷凛・空田、(10伝熱機器、(11)エネル
F二工学、(121パイオ熱工学

5506 機械力学・

“

御
尋、(6)モーションコントn―ル、0振動‖御、0機械計渕10耐震・免
腱設計、(:Ol交

―
毎、(:1)音響情報・

“

御、(1の 書書エネルギー

知鮨機械学・機械シス
テム

リヽロ不アイクス.∽ ″″ トロニクス、t6Jアノマイクロ´刀 トロニクス.
t4pバ ィォメカニケえ、 (Dソフ トメカニクス、⑥ 情報機尋・ 知能機械シス
テム、 (D精密機機システム.(0人祠横麟システム、 (0情報システム

瞑 肝

畔 5601
曖カエ学・電力変換・
嵌 撻

りヽ菫n工不ル千~工手ヽ
"=■
翼摯・貯

「

.薔ユ不ルモ~`こ′、ヽ
`,電
刀恭

に 手、③電気綸晨、

“

)′ ワヽーエレクトrlニクス.(D電気有効利用、161
臓 。

…
0熙嚇

5602 疇子 。電気材料工学

5603 疇子
デバイス・電子樹
瀑

(1,■子デバイス・集積回路 .0回 路設計・ CAD、 (3)光 デバイス・ 光回
路、 (0量子デバイス・ スピンデバイス、 (Dマ イクロ波・ ミリ波・テラヘル
ツ波、 (6)波動利用工学.(7)バイオデバイス。 (0配億・ 記録、 (9)表示、
(10セ ンシングデバイス.(:1)薇細プロセス技術、 (12)イ ンターコネク ト・
パッケージのシステム化 。応用

5604 通信
・
学
ネットワークエ

、り菫ナ回轟相、 tZ′ 非凛多理口・ 四珊、 t671「構糧日、 t471● 号処JE、 tり,3E
E方式 (無線、有線、衛星、光、移動)、 (0壼復調、 (7)符号化、 (0プロト
コル、 19pァ ンテナ、(10)中継・ 交換、 (:1)ネ ッ トワーク・ LAN、 (lDマ
レチメディア、 (13)晴号・ セキュリティ
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系 分野 分科 細目名 キーワード (記号)

理
工
系

工 宇
=興=十工学

5605 計測工学

u,「F調理日、∽ 計調磯書、 tり rr潤ンステム、 t4p個号処理、 t●7セ ンシン
グ情報処理

嚇
・
H御・システムエ学

ステム、 (0複雑系、 0)システム情報 0コD処 理、 0社 会システムエ学、
0経 営システムエ学、 (10環境システムエ学。(11)生産システムエ学、
(121バ イオシステムエ学

5701
土木材料・施工・建設
マネジメント

u,コ ンクリー ト、【υ鋼材、t37面分子材料、 0複 含材料・新材料、0本
は、 0施工、 0餞 装・屋青材料、0維 持・ 管理.0建 設事業I「日・ 段
‖、(101建餃マネジメン ト、(11)地下空間、 (lυ 土木情報学

5702 隣遣工学
。地震工学・

隆持管理工学

ti′ ●用刀手、 ″ヽ薔
=工
手、 ψヽ爾薔通、 t47コ ンクリー ト澪菫、 tOp覆雷澪

菫、⑥ 風工学、 (D地震工学、0耐震構造、 0地 震防災、 (10維持管理エ
晏

5703 咆盤工学 (0地盤と構造物.(7)地盤防災、③地盤環境工学.(0)ト ンネルエ学

5704 水工学
応岸工学、(D港湾工学、18p海洋工学

5705 土木計画学・交通工学
リヽエ不可日、 0理 事椰頭耐日、 0ロ エ 3r日、 t4J籠 翼rr口・ 編現耐 IE、
0交 通計画。 (0交通工学、 (D鉄道工学、 (3)瀾 量・ リモー トセンシング、
(0景観・ デザイン、 (101土 木史

土木環境システム

、り編理●r日 °口理 .ζη編環ンステム、 (3,環 境保
=、
t4,用 薔本 システム、

D廃薬物、 (6)土壊・ 水環境、 0大 気情環 。騒青振動、 0環 境生態

醸栞宇

580! 自築構造・材料

.り何二日、 ηヽ澪颯層研、 りヽ薔菫醸耐、 t47コ ンクリー ト薔通、 (b,HB
E、 (61本格遺、 (D合成常遣、③ 基礎構邊、 (0)構 造材料、 (10建築工法、
11)保全技術、 (1カ 地震防贅、 (:め帯遺

“

餞  (10耐震設計、(15)耐風設計

奎集環い。設備

りヽ百・颯コ繹暉ヽ∽ π編薔ヽ υ 臓
…
0=ヌ 暉

=ヽ
0ヽ,暉環耐輛Ir

日、(6)環境心理生理、 0建築設像 ③ 火災工学、 (9)地球・ 都市霧塩
(101環境餃計

5803 5市計■。建築計ロ 餓 日、0行 Ft・ 劇魔、0建築・都市経済、0生産管理、(9)防災計日、
(10量■・コ颯計E

5804 睦集史・意匠

りヽ層 彙
=.∽

● 中‐ .U理 彙口 、 0凛 E、 t●′― 、
0ヽ,■費・ 環 ,、

(D保存・再生

日I17

5001 動 ・材料

u′ rt・ ― 費二 ∽ 刀子・歌・ 元ワロ、 ゆヽ猥テ m‐ 薄澳憫饉、 t42燿
L・ 電子・ 情報材料、 (D趣侵手‐半導体射社 0ア モルフアス・ 金属ガラ
ス・ 準構風 0第 一晨量計ル・材料臓計シミュレーション、③ 原子・電子
構造椰僣、 COp拡ル・相女お 。状腱鳳

5902 騰機材料・物性

:ヽ′輌 ●―
・ 颯 凛 硼

"ヽ
0刀 手・ 凛子・ ■低 °オ・ 澤ワ 鷹ヽ tの 雲 界 口刷

日、0繊籠性セラミックス材料、0機儀淮ガラス材料、(6)構造帰セラ
ミックス材料、(7)カーボン材料、Cel膀電体、0無機材料劇成・含威プロ
セス

5003 饉合材料・表界面工等

リヽロ秘鷹薇●7将、
“
― 用薔 薔獨、 ttJ,ハイフリツト・スマー ト・ =体材料、0衰 界画・ 積界

“

御、⑤ プラズマ処理・ レーザ‐加ェ・表面処
屋、 0め 耐久性・露崚嘴化・モニタリング・評価、 (D接合・接オ・溶接、
③ 島リサイ クル機合・榛合、 191餃針・作製プロセス・ 加工、 (:0)複 合高分
子

5904 轟造・機能材料

:ヽ′ 菫贋・ ● 肇朝 E、 tZ′ 1日猥 E、 ヽ
`′

工不 ル千
~研
符 、 りヽ 簗 科

=氾
・ ■ 瘤ロ

‖、(5)センサー・光機能材料、(61生体・医療・福社材料、(71多機能材
‖、(31社会基盤構造材料、0機能性高分子材料



系 分野 分科 細目名 キーワー ド (記号 )

理
工
系 5905

材料加工・組織制御エ
学

騒・組織憫御、(51電気イヒ学プロセス、0粉末プロセス・粉末冶金、(7)薄
腱プロセス・めっき・配線、181電極触媒・作用

5906 金属・資源生産工学

tり凛ル・ガ摩・薔製、い置椰・舜回、 6ヽ,躊道、い′輌爾●屈・屁彙、tり
各種製造プロセス、(0エ コマテリアル化・省エネルギ=プロセス、(7)希少
資源代替プロセス・ュビキタス化、.18)環境浄化・低負荷・環境田和、(9)リ
サイクル・情環・再利用・変換.(101資源分離・保障・確保

ス・化学
工学 6001

化工物性・移動操作・
単位操作

(D吸収、 (0吸着、 (7)イ オン交換、18)膜分離、 (D異相分離、(10)超高度
分離、 (11)観 拌・混合操作、 02)粉粒体操作、(13)贔析操作t(14)薄膜・微
粒子形成操作、 (15)高分子成形加工操作

6002
反応工学・プロセスシ
ステム

リヽ コ・ 凛 ・ 回・ 凛 目 界 凛 澪 凛 降 澤 ,、 口 前 規 凛

“

書 、 い,ユ降 燿 瞑 、 t47凛
慮機構、 (5)反応装置、⑥ 材料合成プロセス、 (7)■ 合プロセス、0計 測、

漁 、
｀
温1弓ミ勲 ぶ‖留

セスシ不テム設計、0カプロセ

6003
触媒・資源化学プロセ
ス

ti層爆反ル、tZ′口曝田襄1じ手、ロロ摯碑屁層研、t4,工不ルモー阻曇フ:
セス、6)4ヒ石燃料有効利用技術、0資源・エネルギー有効利用技縮、C7)
●資憲・省エネルギー技術、(8)燃焼技術

6004
生働機籠・バイオプロ
セス

くイオ生産プロセた 0生ウ尋壕プロセスt(Dマイクロ・ナノバイオプロ
ビス、(0応用生

―

.tOpバイオリアクター、(10バイオセンサー、
11)バイオセバレーショれ  (:"パイオリファイナリー。(131生物情報工学

航空宇宙工学

眸、0推進・エンジス (0飛行力犠 0航空宇ロシステム、(8)設計・II
鹿、0特殊航蛛 001宇官利用・探贔  (‖ )航空宇宙燎境

綸舶海洋工学

腱計・生産システム_⑥ 建達・ 饉装、 161海上輸送システム、 (D舶用機
関・燃料:③ 海洋線   (9海洋資源・エネルギー、 (10海洋採査・ 機器、
(11)海 中・海底工学t(:υ tttIE学、(13)海事システム

6103
地球・
学
資源システムユ

tリル用瑯翼、
“
′理菫工手、tJ7リ セートマンシンク、t47理塚

「
T調、tb,電

喩システム、(0資源探査、(7)資源開発、(D資源

「

●、(9)資源処理、(101
斃楽物地下保存・処分、(1:)地層汚染修住、(12)深地層開発、(1め素材資
願、(10再生可能資源・エネルギーt(151資 源経済

6104 核融合学

1)炉●フラスマ、(2)居コ・ ダイバータフラズマ、C3Dフラズマ計測t(0核
L合理綸・ シミュレーション、(51プラズマー・壁相互作用、 16pプ ラズマ対向
1番・加熱機器、 (D体淋・ プランケット、③ 低放射化材料、 (0)電磁・ マ
アネット、 (10慣性接融合、 (11)被融合システムエ申、 (lυ安全・生物影
|・ 社会環境

6105 原子力学

u屈 用薔■手 °こ―ム砕手、∽ 炉物理・薇アータ、 tJ7凛チ刀rr凋・頑用
臓物理、0熱 流動、0織   (61シ ステム設計・ 安全工学、 (7)原子力材
‖・接燃料、0日

“

停・放射線イヒ学、 (0)燃料サイクル、 (101バ ックエン
ド、 (11)新型鷹薇 Oυ保腱物理・環境安全 .(1の原子力社会環境

6106 エネルギー学

:り 軒 崎 ―=駆
・ 継 l● コ レー ー ・ 貯雇、 tJ,琳ルキ輌

晦・ 効率利用、 0エ ネルギ=システム .0■ 壌田和 、 0自 然エネルギー

'利
用



系 分野 分科 細目名 キーワード (記号)

生
物
系

B含生
腕

諄職 科 子

6201
陣機生理学・神経科学
=般

、リア子・岬凛
"腱
■手、 ηヽ灘

=・
翼理・●=薔構科宇、

しヽ,碑職円分わ
卜、0臨 床神経科学、⑤ 神経情報処理、 16p行動神経科学、 (7)計算n的神
E科学。 (0システム神経生理学、 19)体 性・内臓・ 特殊感覚

6202 陣経解創学・神経病理
学

")神

経回路網、② 神経組織学、 13)分子神経生物学、 0神 経微細形態学、

21瞥繹電翼農議落革1ヽ諄雷書毒ふ3摯f驚言轟理辮
生・神経可菫

(:1)神経細聴病理学、 (:υ 分子神経病理学、 (131神経費性疾患、 (10層発達
障害・代謝性疾患、(:51認知症疾患、(161脳循環障害、 (17)脳鳳瘍、 (10青
腱。末精神経・肪肉疾患

6203 陣経化学・神経薬理導

、り
"子
・■困・薔聴

=罰
宇,tZJ男三・分1じ・考1し、い,■騒伝選鴨買・受

鬱体、(0編腱内情報伝達、⑥グリア錮胞、⑥輛神・神経疾患の病態と治
彙、(D幹輌腱生物学。再生・修住、18p神経可聟性、0)中枢・末精神経薬
量学、(101神経饉藁、(:1)神経ゲノム科学

翼願勁物等

彙験動物学

J′暉現・凛瞑.ヽη懸槃屁、t3,凛洒保存、(41賢
=置
、t●9藤思モデル、(0,

町租遺伝、(D発生工学、0実験動物福祉、("動物実験技術、(10リサー
,パイオリソ,ス .(:1)評価技術

■帰寧

6401 ■瘍生物学

:ヽ′ グ′ム↑
=疋
■、∽ エビシエ不アイクス、 t●妙

～
グ′ム屏研、 t4崩か

ん、⑥ 炎症とがん、(6)実験動物モデル、 (7)遺伝子改壼動物、0が ん遺伝
子、0が ん制御遺伝子、 (lの シグナル伝達、 (!1)DNA彼襲、 (lυ

"胞
周

期.(10がんと遺伝、 (10アポ トーシス、 (15)細胞極性、 (16)細胞接着・運
動、 (lD浸潤・転移、 (:の がん細胞の特性、 (10)がん徴小環境、 (20b血 管新
生、 121)リ シパ管新生、 (22p幹 細胞、(23)細胞老化.0の細腱不死化

(2D疫学研究.(20バイォバンク、 (2D遺伝子凛境交互作用、曖0予防介入
研究、 (29化学予防|(3のがん研究と社会の機歳

6402 凛瘍診断学

(リ グノム解析、 0フ ロテオミクス屏行、(3)男理解楓  (0がんの個性F
断t lDオーダーメイド治魚  (6)薬効静任と予漱 0バ イオマーカー、 (3)
臓癌マーカー、 (0)分子イメージング、 (101エ ピゲ′ム、 (11)rn:RNA、
(ia機能性 RNA

6403 腱瘍強書学

りヽ昴か
～
ワ壽凛摯 グミ″ルハイオロツー、 01じ 宇療示、 (3,分子凛

"治魚 141内分泌凛嵐  (Dドラッグデリ′`リー、⑥ 物理療法、 0遺伝子治
虐●0検酸強晨 0組 胞豪法、00液儀 壼、 (11)細 胞免療、 (12)抗体農
法、 (10免転    (1→ ワクチンは   (iO綱 臓免疲薇法、 (10サイ トカイ
ン、 (lD免壼抑

“

、 (10免壼活性1ヒ

アノム科

■

650:
ゲノた0物学

87多

"II冨

跡 ′路 軍写 チ貴 用 胤 な 87テ 軍 ムF｀
0ゲ ノム維持停魯、(101ゲノム機虐極   (1:)遺伝子発現調節、 (10ト ラ
ンスクリプトーム、(:31プロテォーム、 (141メ タボローム、 (15)エ ビゲノ
ム。(:0比較ゲノム.(:つ 生力多様性

6502
ゲノム医科学

:ヽ′活■日瀑理露す、W口 利,`B口 tu澤
“

ナ

「

日、 t●ICトアノムー ,
ほ性、0ゲ ノム

"氣
c61再生医療t(Dゲノムワイ ドロ邁解析、0ヒ トゲ

ノム配列再解析、 0疾 患モデル生犠ゲノム、 (10疾患エビゲ′ミクス、
(:1)ヒ ト無団遺伝義  (:a遺伝繊計学、 (13)メディカルインフォマティク
ス.(10ヒ ト・動物細■最



系 分野 分科 細目名 キーワード (記号)

生
物
系

B宙=
物 姜

6503
システムゲノム科学

u′ 嘔体十不ツトワ‐7.(り筐日買不ツ トワ~夕、 t●7“開不ツトワーク、
く0発生分化、⑤ 合成生物学、 (0データベース生物学、 ()バイオデータ
ベース、0モ デル化とシミュレーシヨン、 (0)バイオインフオマティクス、
(10ゲノム解析技術.(11)機能性 RNA、 (121エ ピゲノム制御、(13)ゲノム
生物工学、 (10遺伝子資源

=物
資源
黒全学

660i
生物資源保全学

:ヽ′ 爆
=ニ
フ 、 ″ヽ
=初
ン 碑 重 保

=、
Jヽ麻 載 工 襴 豫

=、
01E● 十 翼 導 保

=、
(5)生態系保全、 (6)在来種保全、 (71薇生物保全、③ 細胞・組織・租子保存

分子生物学

りヽ摯
=療
薔彙・磯酔 分配、t2,エ ビシエ不アイタス、 t,ク ロマテン勁

態、(41 D N A権製、(5)DNA損 爆 ,修復、 (6)組換え、 (D転写・転写田
節、 (8)転写後調節、(DRNA.001翻 訳、 (11)翻訳後修飾、(12)超分子複
合体

6702 構造生物化学

1,環■、 tZ,層質、 tJ,薇餞、 (0タ ンパク更、 (5,諄栞、 (6,遺伝子及び彙色
夕、 (D生体膜及び受書体、 (D細胞間マ トリックス、 (9)細胞小器富、 (10
用訳後修飾、(11)分子認識及び相互作用、 (la壼性とフォールディング、
1め 立体構造解析及び予測、(141 NM R、 (lD質 量分析、 (10X線結晶解

" `ln童
●艘饉薔率口籠

“

偲好

6703 機能生物化学

Eネルギー童換、451金属タンパク質、(6)三体微量元素、0ホルモンと生
里活性物■、(0細胞情報伝達機構、0)膜輸送と輸送タンパク質、(10細胞
タヽンパク贅分解、(1:)細胞骨格、(lυ免疲生化学、(10繊饉生物学、(:4)
L物電気化学

6704 生物物理学

り
'ン
ハク買・薇目の薔道・コ理・磯口、口理コ・硼き、U玉停腸・贅

摯体・チャンネル、0光生物、⑤細胸情報・勁饉、(0脳・神経系の情報
E理、(7)理由生戯颯 バヽイオインフォマティクス、(8)構造生物学、0)
フォールディン久 ttO綺遺・機能予漁  (11)1分子計澤・1刺代 (:2)バイ
トイメ_ジング■03-・ 略

6705 細胞生物学 躙脚鼎需溜鱗彎ら只1懺、理舞「 ittL撃し
ン
`(1か
オルオネラ滲虜 `勁鮨

6706 発生生物学
“

,瀾層,1`.ヽのアロ薦 ●泄 栞
"鷹
・ 朦臓
"風
、 t42●百
"属
、 t●′史

1.0生 殖細虐10遺 伝
―
諄節、 0発 生遺伝、 C9)進化発生

賓 6801 植物分子・生理科学

リロ費序覆霊・ 元言匡、tZ7租物小ルモン・ 屁彙二重・ =轟電、 tJ,オ
ル刀

トラ・縮胞壼、 14D環境応密、 (D植物機生物帽互作帰・ 共生、 (0代翻生
量、0植 物分子機能

形態・構造

り印ワ移職、0薇 ワ形理、 (3,凛玉初・凛猥
"騒
、 0屁収円

"め
、 t●′分

F形態学.(0形態移威 。シミュレーシヨン、(7)組織構築、 0徴細構造、
19顕徹鐘技術・ イメージ

.ン
グ

6803 動物生理・行動
:′ π爾=糧、 ″ヽ"崚

三初、 Uヽ,碑建TTコ、 りヽ rrロエ極、 o即 ヮニ理 lι宇

6804 遺伝・染色体動態
生、⑥ 発生遺伝。 (D行動遺伝.(81童 興銹発、 (0)彙色体再編・ 維持、 (10)
Eデル生物開発、 (:1)ト ランスポゾン、 (lυ OTL解 析、 (13)エ ビジェネ
Fィ クス

6805 道化生物学
〕子道化、0影 触道化、 (D機薦雌化、 (0遺伝子道化.C91速化生物学―
腱、 (:Ol比較ゲノム  (1:)実 験道化掌

6806 主物多静性・分類

.:′ ″ 用 薔 、

“

″ 鸞

「

暴 、 t,選 1じ、 t421Etロ ン償 E、 t●′暴 回・ ほ シ 体

生、(61群集 。生摯棗組 0獅 翼ヽ 0系 統、 (0)租分化、 (101自 然
t.(1:)博犠鮨

6807 主餞・環境 じ、(71行動生嵐 け
―
t19)生雹生濃t(lの分子生餞、(11)保全生

じ学

た類字

自然人類学

J′

"摩
、り元工・午

"厠
だ、 Uヽ′
=椰
碑薔、t47ア子・嘔●、0工理、 t●,

E長類、(71道化t③成長・老化、19)社会。(10行動・認知、(11)生殖・
障生、(121骨考古学、(13)地理的多様性

6902 ●用人類学
的協口、 (61機能的潜在性、 (7)テクノ・ アダプタビリティー、③ ソマ トメ
トリー、 (0)敏晨、00生体・適応、(1,)体費・健康、 (12)法 医人類学、
(13)医療人類学

168



系 分野 分科 細目名 キーワード (記号)

生
物
系

霊鳳環境

農学

7001 遺伝育種科学

(り週伝子舞現覇御・エビグノム、o遺伝子ネツトワーク、 (3)オ ミクス解
析、 (0ト ランスポゾン、⑤ オルガネラ、 161生長・発生遺伝、 (Dゲ′ム・
築色体解析、0生 殖・雑種・ 倍数性、 (0)環境ス トレス、 (10生物的ス トレ
ス.(11)収量・ パイオマス。 (la加工適性・成分青種● (13)遺伝青種リソー
ス・ 多様性、 (lo遺伝子地図・0■解析、 (:D遺伝子導入・ 童興作出、 (16)
ゲノム青租・ マーカニ青種、 (17)育糧理静‐インフオマティックス.(10有
用遺伝子組換え植物作出・アセスメント

7002 作物生産科学

りヽ
=用
7F初、ヽ々工云伸初、 0ヽ′嗣科・早理利用奮ワ、 リヽハイπ摩科罹初、

0資源糧物、o畿培・作付体系、の農作業体系、(ゆ作物品質・食味、
(D雑事科学、(:の雑草制御.(11)ア レロケミカル、(12)有機農業、(i3)環
境田和製作物生産、(10フ ァイトレメデイエーション、(lD休耕地管理、
(16)地力維持・増強、(:Dス トレス応答反応、(10生育環境・気候変動、
く19)生青予潟。モデル

7003 園芸科学

:ヽ′ 栞輌 、 口 ,暴 、 ヽ
`′

魏 腱・ 菫 叫 薔薇 移 、 t4J薇口
=鷹
菫理 颯爾 、 ●ヽJ薇

換え遺伝子・遺伝子解析技術、(0回芸ゲノム科学・パイオインフオマティ
クス、0受粉受精・胚発生、(3)果奥発育・威熟、(0)生育障害・生理障
害.(101植物成長闘節物費、(11)色素芳書成分・機籠性成分、(12)燎境応
書・環境田節、(131施設口芸・植物工場、(10ポストハーペスト・青果物加
工技術、(:D租首種子生産・繁殖、(:0資源檀物開発利用、(17)生体針瀾・
□芸ロポティクス、(10日芸福祉・園芸豪法

7004 魔物保護科学

りヽ個欄洒凛籐、

“

彗風・薔=E口 ,碑初、 3ヽ′グ′ム、 t4麻載ガ類・■
1ヒご (D腐原性、 (6)抵抗性、 (7)病書発生、(3)病害診断、0固 定、 (101脅
薔防除・治療、 (:1)伝染・ 生菫・ 媒介、 (la宿主特興性、 (13)檀 物感彙生
日、 (141檀物―病原体相互作用、 (151植物生理痢、 (10ポス トハーペス ト痢
書、 (lD抵抗性育租、(18)剛Aサイレンシング、 (10)内 生菌・共生百

(201化学農薬・生物農薬、 (21)薬 剤耐性・除車剤耐性、 122)晨薬障害、 123)
腱物成長調整割・ プラントアクテペーター、 124p天 然生理活性物質、 t2D病
宙虫管理、 (20ダニ・線虫管理、 (271雑事管理、(28p外来植物、 12の アレロ
7tシー、 (30p総 合的癖害虫管理 (:PII、 (31)媒介昆虫、 13υ 害虫個体群、
C30天敵、134p優ん静書虫、 (3D毘虫分鶏o(30発生予察、 CD鳥獣管理、
(30■壇ス トレス応各・耐性、 (30)植物生青■壊l140b耕薔的防除・ 物理的
防除.“1)病書虫抵抗性作物l14a植 物傷書応気 C43)植ケ 昆虫相互作用

腱彙 1じ子 L

7101 帥 栄姜学・土壌学

、り4●初

“

彙 °工燿、∽ 薇初界贅氏臥 ヽ
`′

ロワ●開胴コt t4,碑初″子=響
費 (D肥料、 (6)土壌生成・分類t(D土壌物理、 (3)土壊化学|(0)土壌生
り、 (10土壌躍壕、(:1)土壌生態学、 (lυ 土壌肥沃魔、 (10土壊汚染肪除

7102 お用性 孵

tり FE卿″ユ 吻 W「EE.ヽり菫三初三理.t47瞑二初通● °■覆、 tO,
隣生物漁 C61徴土物代勝、 0鍋 機倦、 0徹 生物利用学、 19p■境織
生伝  (10二次■‖建物生産。 (1:)微注枷生患宇t(la微生物制御争、00
置伝子資澤|(:0遺伝子発■.(151代樹|1御、 (10環境・

"膳
応答、 (lD薇

生物ザノム

7103 お用生物イヒ学

(1)コ 福■,鵬RO櫃 欄
'1鵬
R(3麻 猜用宇10-工 宇、 (5)タ ン

パク■珠   (0-臓 0生 b■l颯 (D代麟工翔
"諄
驀化学 .

(10薔■・鵬賛科学t(::)●腱・組織    (lυ 代謝生理、 (10遺麟
瞬、(141場■生産。(lD●胞応答、061情報伝逮、 (lD歓量元素

7104 主物有機イじ学

日、0情 報分子、⑥ 生合成、 (7)天然物化牧 ③ ケミカルバイオロジー、
0物理化学、 (10分析化学、 (‖ )を機合成化学、 (:υ 生●|1御化学、 (:め
,子認臓。 (:0構遺活性相関

7105 食品科学

費 (0分子彙姜義 0ニ ュー トリゲノミクス、0倉 品物理義  (0)食品分
析、 (101食 品工宇、(11)食 品製造・加工、 (iυ食品貯繊t(13)食品安全性

脈幕目■

学

7201 藤林科学

R。 (6)遺林、 C)痢理・微生物、 (81毘虫・動物、 (0)計 口・管理、 (101政
魔・経済、 (11)持続的林業、 (lυ 作業システム ,林遺・機械、 (10治 山・砂
防・織化、 (141水 資源・水循轟、 (10物贅循環・ フラックス、 (16)気候費
助・炭素収支、 (1つパイオマス、00景観生態・風数・ 織地管理、 (10)環境
欧青・ 森林教育

7202 木賞科学

りヽPa口薔菫、【η研買・ワE、 tU'セ ルロース・ヘミセルロース、 t47リ クニ

ン、⑥ 抽出成分・生理活性成分、(6)徹生物、 (7)き のこ・木材腐朽菌、 (3)

`ヒ

学加工・接着、 19)保存・文化財、(10)乾燥、(11)機械加工、 (lυ 木質材
料、 (131強度・木質構造、 (10居住性、 (i51林産教育、 (10木贅バイオマ
ス、 (!7)紙パルプ

169



系 分野 分科 細目名 キーワード (記号)

生
物

系

κBEH
静

7301 水日生産科学

鷹環、⑥ 藻場 。千月、 (D修復・再生、 (0轟壊微生物、 CO)プ ランク トン、
(iOlネ ク トン、 (11)ベ ントス、 (lυ 赤潮、(13)環境毒性、 (10水日生態シス
テム.(lD温暖化。 (10生物多様性。 (1つ リモー トセンシング

(1め 分類・形態.(19)生 麟・行動t120Nバイオロギング、 (21)資 源・資源管
理、(221漁業、 (231増養殖、 (24p水 産動物t125)水産植物、(26)遺伝・育
阻、 (271魚 病 。水族綱理、 1281水産工学、(20)漁村社会・ 水産政策.(30p水
産経済 。経営・流通、01)水産教育、

“

υ水産開発

7302 水田生命科学

u′

"=、
、″
=埋
、 U兄 翼・ 工 椰 師

"、
0“ 開・ 諄 繁 、 t●麻 藤 界 奏 、 tO′

生化学、 (D分子生物学、(8)マ リングノム、 (9)遺伝子資源、 (10)生物エ
学t(11)微生物機能、 (lυ糖鎖生物学、 (13)ケ ミカルバイオロジー、 (10バ
イオミメティクス、 (lD生物活性物質、(16)天然物化学、 (17)生 体市分子、
(10分析化学、 (19)水産食品化学t120p機能性食品t(21)水産食昌加工・ 貯
醸.(221食品微生物、曖3)食品衛生、(24p自 然書、 (2D食 昌安全性、(26)ゼ
ロエミッション、 (27)水ロバイオマス利用、 (20バイオエネルギー

農学

7401 隆曽・経済農学

関連産業、 (5)食農環境経済、 (6)食料政策、 0農林水産業政策、 0国 際食
料経済・貿易、(0)農林水産投資・金融、 (10農薔水産物・ 食品流通、 (11)
フー ドシステム、 (:υ食の安全 `リ

スク管理、 (13)農林水産業経営、(14)農
林水産技術・知識辞輌、 (:51経営管理・鰺断・計日、 (16)土地利用、 (lD農
の付加4E饉化、 (181マーケティング、(10)経営倫理・ ёSR、 ●0)集落営
晨、01)農林水産業支援組織、 122D経営主体、 123b食農情報システム、 (24p
企業の農業●入、ψD農業普及

7402 社会・開発農学

ダー・ NPO、 (0毒市轟 CD女性9嘔田卜 社会,日、 (0農社会と

言1      桶壁讐」〕灘 L
事 7

地域環境工学・ 計画学

⑤ 地域景観・

環
`管
理、③

防災、 (la
道路t(10
(191水・水環境、
設計・ 施エ

7502 饉業環境・情報工学

口境田節、 (Dバイオプロセシング、(0農業生産環境、 0農 栞気彙・ 微気
瞑、 0)気象災書、 (91地球環境・温暖化影書、 (101環境改善・ 級化、 (:1)再
生可能エネルギー |(iυ 農作業技術管理、 (13)晨 業労働科学、 (10ポス ト

'ヽ
一べ不 トエ学、 (15)流通管理

トレス応答.(21)バイオセンシングt(221日像情報処理・目像認識、(23)ア
グリ′ヽイオインフォマティクス、(241リモートセンシング:(2め 地理情報シ
ステム、(20モデリング・シミユレーション、(27)コ ンピュータネ

'ト

ワニ

ク・ lCT、 (28)農業ロポティクス、C20)精書農彙、00生物環境情報、
(3:)農 業情報、 (32)



系 分野 分科 細目名 キーワード (記号)

生
物
系

■ 宇 剛初 二 W
‖学

7601

u′ 口凛、、η緊燿、 tJp界薇・ 調贅、 t4p餌 料、 tb)に開・ 四分静制碑

lep=百爾生、(D勁欄管理・福社、13p環境.⑨施設・生産システム、(1の

“

地.(:1)放牧。(lυ薔産物、〈:0糞尿処理、(141薔産バイオマス.(10薔
主経営、(16)薔産物流通

7602

u′罰理、W薔 顧、口 栗埋、 tepト モンコロンー、υ 洒凛瞑玉初、 tO,人駅
k通感染症。 (D審生虫、0獣 医公衆衛生、 0防疲、 (10疲学

11)内科、 (1カ 外科、(10臨床繁殖 。産科、 (i41鰺 断・ 検査、 (lD日 床綱
日、 (lの 治療・ ■饉。(0疾病予防・

“

御、 (1の麻酔・ 鮨痛、 ('"漱射楡科
■、 eの 動物福社・倫理

7603 騰合動物科学

りヽ=毒・ ″ヽ口暉ヽ ジヽ"●
Ij.Ψ 内″を、ヽ

"口
肥憬秘、 0ヽ7翼理.ヽ′′=「

防御、0遺 伝.(Dエ ビジェネティクス、(101ゲノム、 (11)発生・ 分化、
(lυ 生体情報、 (13)生 態、 (10行動、 (:5)心 理

(10遺伝子工学、 (lD細胞工学、 (10発生工学、 (1の絆欄胞、●の再生E
巌、 (21)イ メージング、 (20野生動物。 (23)実験動物、 (24y疾患モデル勁
榜、 (20コ ンパニオンアニマル、 (26)動物介在療法、 C2つ バイオリツース、
(2の 生物多様性

瞬界晨雫

晟虫科学

「
微生物・ ウイルス、0毘 虫生聴、6)屁虫生理生化学、0毘 虫分子生物
F、 3)毘虫行動、 (D毘虫個体群・群集、 (10昆 虫道化 系ヽ統分錮、〈:1)毘

=遺
伝・ゲノム。 (:a毘虫発生・ 生殖、 (lの 生活史・季節適応、 (10化学生
自学、 (:動 化学的・物理的交信、《0寄生・共生、 (1つ クモ・ ダニ・ 僣虫、
18)姜蜂、(101ポリネーション、 (20)社会性毘虫.121)毘虫ミメティクス

7702 暉踵JttК含ランドス
ケープ科学)

⑥ 環境分析、 6)■綺修魯● (D覇燐浄イヒ、 (め 水嬌汚彙、 COl軍境適応、
(10生t飛サー ビス.(11)資源燿薔バランス、 (lυ 資源

"織
システム、 (13)

環境価値諄債、(1411E炭素社会|(lD LCA、 (10環境鵬和型農集、 (lD流
崚管理、 (10隆海壊の統合農学 t(19)地壌農学

(201ラ ンドスケープデザイン、 (21)遺 け、 C221織地計日、 (23)景観形威・保
全、 (241文化的量鶴、 C251自 然環境保全・ 自然再生、(26)都市暉境デザイ
ン、 (2D自 然暉颯影響諄籠、 eの 生物生患空日、 (20)生な系機構、 00)景観
4「機、 01)●IF農浩.“

"公
口告彗・録地環境管理、●0●市公目・防災公

R (30自然公日に ∞ 環境椰1ヒエ争。 (361都市様化柏転  (371観 光 =グ
リーンツーリズム・ レクリエーション、(381◆加型まちづくり、 139)CSRと
爆化

7703 応用分子綱疇生物学

ti,口膠二97.tZJ tte,ェ手ヽ Uヽ′ mE‐ ‐ oォ ル″不フエ手、 tl,綱
麟・組織こ義  (Dエビジェネティクス、 (D発現鋼無  (D発生 。分化劇

れ 累 輩 禦 賑 額 鷹 8ri留 暉 郵 証 ¶嶺認 窮 署 旧
ヽ
」:ル

ロデオーム。(1つ メタボ0-4.(:の
…
・ (10増羹江穿ヽ (ゆバイオ

E「ジクス

医書薬
学

肝

7801 化学系薬学

tり

"口"子
.り 百腱,`チし ψヽ="口澤靱■、 リヽス蔭罰1●

IF、 0ヽ′・●費風
お義 0ヘ テロ環化手、(D不斉合膚

7002 物理系薬学 ヒ雲瑠;=h昂配寧:¬ゎ〕簿調諄、お罵窪酬軍
｀(S岬

ノ、(1の ドラッグデリバリー、(11)m科学

7803 生物飛薬摯 :8ラリ職 1雰

=百

iヒ壌¬勝冨募響
工初手`い
'"=二
初宇、

薬理系薬学
云遠学、0毒性・医薬品安全性学、0システム薬理学、43)ゲノム薬理学

7805 天然資源系薬学

t:′ =暴手、
“

彙用環凛手、 t●7末矮楽初手、 tり 凛万・ 相凛桑、 tb,伝輌鳳
凛、⑥ 生合成、 0)抗生物質・ 微生物薬品学、 (3)天然活性物質、 C9)薬用食
L学

7806 創業化学

リヽロ曇昴 1じ手、 ヽ々 医彙″チ瞑 rr、
",F彙

昴環察、 t47E曇分千磯凛宇、
(Dゲノム創薬 .(Dレ ギュラ トリーサイエンス、 (7)ケ ミカルバイオ ロ
ジー、(0バイオ医薬品

7807 環境・衛生系薬学

りヽ環嘉ロニ手、 tη 暉現 1じ手 、 ttl用環口顧宇、 4ヽ,■m爾
=宇
、 tb,宋贅 1じ

学、 (6)徹生物・ 感桑壼学、 C7)中 毒学、 (3)轟境毒性学、 10)書粧品科学、
(101衛 生試験                  ~

7808 医療系薬学

:ヽ燥初印B手、tZ凛初
～
田手、tJ,彙ワ用選理椰、te,楽欄コ題・代開スク

リーニング系、⑥ ヒトの薬物動態・代闘予測系、(6)臨床化学、(7)個別医
農

0■ 沐桑手、 tV′ 医環榮
"手
、 1ヽり

「

彙籠TF磁・女笙匹字、 ul,彙漏織済
姜。 (lυ 社会菜学。 (1め 病院薬学・ 保険薬局管理学.(10医療薬学教育学



系 分野 分科 細目名 キーワード (記号)

生
物
系

露 目 彙

学
嘘 目 手

7001
澤割学一般 (含組織
■。発生学)

りヽ 肉 駆 聯

“

子 、 ″ヽ 豪 屁 薔 ●1子ヽ 0目 沐 澤 ●l手、 9屁 曖 層
"子
、 t●7日諄

解割学、(6)発生学・ 形態形成学、 (71先天異常学・ 奇形学、 0実験形態
学、 (0)解割学教育

(101綱 胞学、 (:|)組織学、(12)組胞分化・組織形成、 (13)錮 胞機能形態学、
(141細 胞微細形態学、 (10分子形態学、 (10細胞組織化学、 (17)顕敏鏡技術

7902 主理学一般

りヽ,チ・涸困
=187、

tZp二ぃ膿 .テャ不ル・ トランス不―ター・ 鵬口颯
送、 (0受書体・細胞内シグナル伝達、 14y刺激分泌連日、 t5p上 皮機能、 (6)
遺伝・ 受精・発生・分化、 (D細胞増殖・細胞死、 (3)細胞運動・形態形成 。

細胞間相互作用、⑨ 徹小循環・ 末精行環・質環力学・循環調節、 (10)換気
力学・血液ガス・呼吸調節、 (11)消 化管運動・ 消化吸収、 (lυ 腎・体液 ,酸
塩基平衡、 (10血液凝固・血液レオロジー、04)病態生理、 (10シ ステム生
理・ フイジオーム、 (10比較生理学・発達生理学・ゲノム生理学、 (1⊃筋肉
生理学

7903
環境生理学 〈合体力籠
卜・栄養生理学)

:ヽ'暉現=理手、ヽ々 椰刀氏手、い,界贅三埋宇、 t4,層応
・聯関
=理
宇、く0,

生体リズム、 (6)発違・成長・老化t17)ス トレス.(D宇宙医学、 (9)行動生
理学、 (10生物時計、(11)温熱生理学、 (121摂食調節、(13)睡眠・ 党醒、
(141生殖生理学

7904
置、(D中枢・末精神経、t7D書髄・腐み、(0受書体・テキネル 1輸送系・
シグナル情燿伝達系、(9)心血管・血液、(101劇薬・ゲノム薬理学、(1:)薬
物治療・トキシヨロジー、(12)生薬・天然物薬理学     ヽ

7905
=化
学一般 生医学、⑥ 加齢医学、① 高次生命医学、 (3)細胞内シグナル伝達

7906 自態医化学
(D分子病な栄静

7907 人類強伝学

0グ ノム医科乳 0分 子遺伝乳 0綱臓遺伝
=0遺

伝生化宇、 0遺
眠疲学、(6)遺伝惨熊 0遺 伝子治豪学tO社 会遺伝学、 0エ ビジェネ
ァィクス

7900 人体病理学
(31脳・神経。(41呼吸書・餞隔、 ⑥ 籠環象  (6)骨 関ヽ

"・

筋肉「 皮膚・感
党曇.0血 液

③ 砂断綱理学、(0)綱胞診断学、 (10遺伝子病理静断学、 (11)免 療痛理診断
学、 (12)環境病理.(19移植病理

7909 彙験病理学 (6)炎症、(7)循暉障害.0免 疫.(0)感 染症.(10)代謝異常、 (11)小児病
理、(:2)疾患モデル動物

書生虫学 (含衝生動物
学)

子・細腱、0発生‐遺伝、(3)疲学、(9)鰺晰・治r、 (1の感彙防御・‖御

7911 口宙学 (含真薗学)

(1)遺 伝・グノム需‐  (υ輌遺・ 生理、 C)分類、 0霧 原性、 (D彗素・ エ
フェクター、⑥ 薬齋張   (7)疲牧  (8)勝断・治晨、 0感 染防御 。制御

ウイルス学

、り
"子
・ ― _“ 泄膠・ 篠襄● 0■ 縣 嘲剛欧 tep■ 7.o移 欧・ お

彙 (6)感 染防椰 ‐撻 ヽ (Dプ リオン

免疫学

u,サ ィ トヵィン。 (η 兌髯シグナル伝運、 (3)抗椰・ 薔停、 0目 然免優、
0獲得免疲、⑥ 粘腱免書、 (D免療巳億、 (3)免疲寛書・ 自己免疲、 (0)免
奎監視・腫瘍免疲、 (10免疲不全、 (11)ア レルギー・免疲関連疾患、 (121感
腐免療、 (:0贅症、 (10免疲制御・移植免疫

172



系 分野 分科 ロロ■■ 細目名 キーワード (記号)

生
物
系

医百 桑 ヨ 町界 E子

8001 麗薇社会学

u′ ハ
`不
エンツ7^、 ヽ々 匿田彙手蘇

".U腱
手
=、
t47F環穆綺手、 1●′

鰤 動学

8002 お用薬理学

りヽ暉沐桑種手 .0暉 沐風曖・ 籠理、 t6′ 彙初潜環手、 t47巨榮■閉奮用・ 彙
物相互作用.0薬 物輸送学.⑥ フアーマコゲノ ミックス.C7p同位体医療
藁学、0機器医療藁孝、0案物代翻酵秦・ トランスポーター、(1の イメー
ジング、(11)ヒ ト組織利用研究、(lυ薬物依存・薬剤感受性、(13)遺伝子診
断・治彙、(10ドラッグデリバリー、(10薬剤疲学

8003 開態検査学

::′ 疇沐

“

量暉チ、口 層跡
"理
手、り 躍沐,`子 ,1り兄段皿渭子.ヽ●l暉沐

瞼査システム、⑥ 遺伝子機豊学、 171喘床敏生物学、 (81風瘍検査学、 (0日
床血液学、 (10生理機能検査学

8004 奉痛学

斃痛枷賛、 6)瘍痛の発生・増強機序、 (1
(0瘍痛の遺伝的要因。 (10痛痛の発連・ 、 (1

疼痛反射。(10しびれ、(10侵書受害尋、(19籠繊ロ
書性序哺、(1つ精神・心理的痣痛、(:め脅み諄価法、 (20b

鎮痒薬、121)起俸物質、Oa痒みの発生・増強機序.(
ψ41掻破行動、120俸み過敏、C261精神・●理的痒み、 ・ 加

齢要因

IIttE手

8101 費学・ 予防医学

:ヽ′翼手、ヽ々暉麻輩手、い′目麻凛瞑、0■沐醸IT手、t"暉凛凛子、 ●ヽ′
"子遺伝疲学、C)予防医学、13)健康診断、(0)検鰺、(10)集団検鰺、(11)儘

康管理、(lυ健康増進

8102 断生学 。公衆衛生学

りヽ暉 現株颯 、 口 饉 栞保日 、 6ヽ'=昴ロニ 、 t4J理露 蹂口 、 tl′ 瑠菫 区環 、 0ヽ'
母子健康、(D威人保健、③富齢者保健、lep国際保健、(10保健医療行
政、(11)保健医療政策、(12)介饉福祉

8103 冑院 。医療管理学 口理 .⑥ リスクマネジメント.0院 内感桑管理、 0ク リティカルバス

8104 法医学

りヽ澪口IF、 ″ヽ活B暉凛手、 t●′′ルコール医手、 t47云コ手、 t●′υNAシ
腱暉 R (0法

…

刃科糸田

末医学 8201 勺科学
一般 (含心身日

姜)

u,o療 円― t tη ス トレス料7.tJ′ 栞澪E字、 9ヽ代管医風 tO,職 lll医
彙 (6)総合勝魚  (7)プライマリーケア、 (0老年医学

8202 消化書内科学

リエ
"層 'C冒

宇 (=通、

「

、十二預
"

0下椰洞1ヒ官宇υ闘臥 大腸)

[の肝肝

(D澪化薔肉
…

8203 ほ摯器内科学

り暉沐0■手

0日床mt手

りヽ舞 0-

14J分子皿■宇



系 分野 分科 細目名 : キーワード (記号)

生
物
系

円科糸田

床医学
3204 呼吸書内科学

8205 障臓内科学

3206 神経内科学

tり 費総分十洒題手、0薔 綸洒懸麗 手、

(41臨床神経生理学、 15p暉床神経形態学、

日像学

8207 代謝学

3)エネルギー・霜貫代翻異常、0メ タポリックシンドローム

絆響雷撓講肝
常、1497リ ン代謝異常,(D骨・カルシウム代謝異常、(6)電

8208 内分泌学

り四
""IF、

ヽ々 =燿囚2"手

8209 血液内科学
(3)血栓 ,止血学、 14p輸血学、
免寝制御学

6ヽ,Il l凛 兒蹂宇、

8210 膠原病
・アレルギー内

腱学

1,r凛摘字、リ リワマテ宇

13Jア レル千―乳 t4叫 男性宇、(b腋筵宇

障 内科学 0感染疲学、0-―

Jヽ児科学

りヽ
"trJヽ
児
―
tZ7風

「

EF・ tJ,71■児― 宇、 0小児囚″わIF、 ゆヽ′″`
児代計・栄費申t(D違仁・先天員中学t(D小児保健撃、 0小 児社会医学

0小 児血液学.(10小児饉骨宇.(11)小児免饉・ アレルギー・膠原綱学、
(lυ 小児感染走撃

(1め 小児循顧臓   (10小 児呼吸曇学|(lD小児
「

・ 泌尿器学、(16)小児滑
Iヒ署病学

崎児 。新生児医学

tリロ=闘び酎、 t均 口兄区手、tJ焼人員π手、 りヽ前=堀医
手、 0示 澤兄

E学

8214 皮膚科学

(1)鷹層診断宇、 (2)反 層痛懇宇、 0反層生理・ 生物宇、 0レ ーザー・光生
物学

(5)皮膚腫瘍学.(6)色素細胞学、 (7)皮 膚免疲 。炎症学.(3)皮膚感染症、
(D皮膚再生学、 (10皮膚遺伝学

嗜神神経科学

0)霜尋栗理宇、

撃、 0老 年精神欧 0職 相中医表  (0)神経心理学|(101リ エゾン締
申医学、(11)精神嚇 リハビリテーション貯

3216 女射線科学

u胆暉r爾手
…

夢日手′ヽ tηエツタス凛・ Cr、 、
`層
傾翼栞囁口

像(MRI)、 14p核目学(PETを含む)、 0超音波診断学

0放射性医薬品‐曝 0放射線嗣磨■管理生 O EH口像工学、(D
インターベンシ=ナ

ルラジオロジー(IVR)、 (1の血管形成術・骨形成術・
血管書准行、(11)ラジオ洒菌館レ・ ステントカ農・リザ=2t―治療、(1の 温熱
治療学、(1の超青浪力壼撃。(10枚ぼくE彙 (10医学放射線生物学

(10放射線治療学、(lつ放射触腫瘍学.(10放射線治農物理学、(19)放射線
治療生物学、(20b粒子線治療.(21)放射線敏行学



系 分野 分科 細目名 キーワー ド (記号 )

生
物
系

賢 硝 示 暉

床医学
小科学一般

3)外科露口
`Cυ
移襴外科宇.(31人工魔署宇.t49円観鳳外科宇.0ロ

トット外科学

0実験外科学
`(7)内
分泌外科学、0乳腺外科学、 19)代麟栄曇外科学

8302 H化署外科学

J小腸ス腸肛日外科宇

0計魔外科宇、 (b)屏門廉外薔宇

:け理l■外祠宇、 (″ 膵鷹外書宇

8303 心臓血管外科学

綱,薄コ凛外科宇、0矛 腺揆思外■宇、 (3,0助揆思外科宇、 0元天鷹0日
肛管外科学

5)大血奮外科宇、(6)末精コ原外科甲、 (7麻稲静脈外科宇、t81リ ンバ管
P

8304 呼吸署外科学

3)肺外科

5気管外科、3)繊隔外科.141胸膜外科、(D胸璧外科

8305 ■神経外科学

J)取郡外饉宇、 (2,日」L雷諄詈宇、(3,日皿冒囚外科宇、 t47暴腋日外科宇、
D神経目像惨断学

5)EE燿執  (71機能鵬神籠外科牧  (81小児鵬神経外科学10)1門 1・ 書椎
期鵬R(101鵬外科手術機薔中、 (10放射線層外科学

8306 整移外科学

J),罹青田需宇 t(Zp助・ 神種用宇t t3,埋宇猥厭・ リハ ヒリテーシヨン字

141骨・ 軟部鳳瘍学 t(5)四肢機籠再理学、 ⑥ 小児運動尋学、 (7)運動器外傷

"富)■節鋼義 49pリ ウマチ綱学、(10骨 ,軟骨代樹学、(11)スポーツ医学

3307

.略 ― ・ 嘔 諄距 宇

31膚需 研口彗 宇 t t42霧 層口 量 宇

8308 泌尿書科学

1)鳳静宇

や′,撃EE7s t●′
…

η 蘭腎外科宇10)澤 移日.(0ア ンドロロジー

8300 壼嬌人科学

‖)産科乳 0生殖医宇

J"人 冊手 、 t47"人 科 題 帰手 、 tO'■年期 日手

犀鼻咽喩科学

3,4■宇、 tη 平青e7.(・ 17疇
=EF

′,口 屁 嘔頭冊宇 、 tU′ RIq書 手 、 OR口 ■ IE― .ヽlu川暇椰 外科宇

颯科学

tり 暉麻鯖発、 tυ 捜宇鱗発、ヾ′覆雷

「

手、t42眠
=1じ
宇・
"子=初

宇、 tb,
口細唐生枷学、 (0眼遺伝学、 (D眼組織学、(3)曖病理学

:91眼藁理学、 (101眼 生理学、(11)暇発生・再生E学、 (lЭ 眼免療学、 (13)
眼機生物学・感築症学。 (10機能嬌工学、 (10眼光学。 (10眼 饉工学

小児外科学
tり

“

屁`凋16薔薇摯手、
"層
几テ爾手、ヽ

`′

4｀えわ藤薔薔手、い,■ 児`け駆書
準科学、 (め 小児鳳瘍学

形成外科学
tり 丹 屋外科手 、 tZ7ヨ 田 泊轟宇 、 tJ,マ イ クロ ,― シ エ リー宇 、 t41ra凛壻
■・移植学、0再生医学

隣急医学
tl朦 甲
"環
B手 、 Zヽ′ 外 躊 外 科 手 、 ψ 口 凛 麻

=手
、 t47思 E甲 毒 手 、 tり 梁

曽医学



系 分野 分科 細目名 キーワード (記号)

生
物
系

=日
乗り 日 宇

8401 診聾系基礎歯科学

8402 機能系基礎歯科学

8403 "懇
研 子 恭 目手 ・ 困 引

静針 鶴 螢 腱診断学

8404 屎存治療系歯学

8405 補績。理工系歯学 員学、(D顎口腟機能学、(6)歯科理工学、0歯科材料学

8406 目■日用
工子・尋二澤 0)主体材・H字、(2)再生歯宇、(3)菫科インフラント宇

8407 外科系歯学

8408 嗜工・小児系歯学

8409 壼周治療系歯学

8410 社会系歯学
:ヽ′ 口鷹 ロ ニ 子 百ヽ 公 π 爾 王 子・ 界 薇 手 ′、 ″ヽ ヤ 防 口 科 手 、 1●′百 科 菫 環 冒 理

学、(41歯科法医学、 C5)老 年歯科学、 (6)歯科心身医学、 (7)歯学教育学

薔霞 宇

8501 基礎看護学 姜、0看饉政策・行政、(7)災書看饉l③看饉の歴史

8502 誨床看議学
u′襲 ・ ―

―
嘔 テ爾期
・ ― ヽい,EEB看 瞑手、 t4′ ツハじリ

テーション

…

   (Dタ ーミナルケア.0渉 亀看壼学

8503 生涯発達看饉学

8504

“

齢看饉学
u′ =千■― .∽襴響雪瞑手、t6,仕モ■聰 t●2輌回■口、 ●ヽ′藤晨石■
■、⑥ リハビリテーション看饉学



(記入例)

申請者

所
■
名
日

”
　
朝

住
フ
氏
生

〒100 CX100 東京都○○区幸町100
ヤマタ・  タロウ
山田  太郎
1953年  1月  1日 生

畢IIS」II響生労働科学rlll]讐
次のとおり研究計画書を提出する。

1.

2.

3.当該年度の研究事業予定期間

:金 60,000,000 円也 (間接経費は含まない)

試今は)岬

平成_25二年度厚生労働科学研究費補助金 ( ○○○○ 研究事業)研究計画書 (新規申請用)

羽哄2二年00月ΩΩ日

を実施したいので

当該年度の計画経費

4.申請者及び経理事務担当者

申 請 者

①所属研究機関 国立厚生労働センター

②所 属 部 局 疾病研究部

③職 名 疾病研究部長

④所属研究機関

所 在 地

連 絡 先

〒100-000Kl 東京都OO区幸町200

rel:03-3333-111l     Fax:03-3333-3333
E―Mail:  yamadaCabcd.go.jp

⑥最終卒業校 霞ヶ関大学医学部 ⑥学  位 医学博士

⑦卒 業 年 次 昭和54年 Э専攻科目 感染症内科

経理事務
担 当 者

(フ リカ
゛
ナ)

⑨氏 ' 名
タナカ   けコ

田中  花子

⑩連 絡 先 `

所属部局・

名課

〒100-∞00 東京都○○区幸町200

国立厚生労働センター会計課

rel:03-3333-1111 (ノ , 200)   Fax:03-3333-3333
B Mail:tanakaCabcd.go.jp
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(記入例)

OI(利 益 相 反 )

⑭COI委員会への申出の有 0,CX10千円、計画経費の15%)。 否

①研究者名 ②分 担 す る
研 究 項 目

③最終卒業校・
卒業年次。学位
及び専攻科目

④所属研究機関
及び現在の専門
(研究実施場所)

⑤所属研究
機関にお
ける職名

⑥研 究費配分
予  定 額
(千円)

山田 太郎

命木  花子

〇〇〇研究(総栂

臨床研究協力体

制の輪

霞ヶ関大学医学部、

昭和 54年卒、医学
博士、○○科

丸の内大学医学部、

昭和 61年卒、医学
博士、○○科

国立厚生労働セン

ター、○○科

(臨床研究部)

丸の内大学難病湖

究所、○○科

床研究割

准教授

臨

長

6.政府研究開発データベース
研究者番号及びエフォー ト

研 究 者 名̈ 性 月リ 生 年 月 日研― 号 (8桁) エフォート (%)

山田 太
=L

鈴木 花子
男

女

19530101

19551005

12300001

234C10002

20%

15%

研究分野及び研究区分
コー ド番号 重点研究分野 研 究 区 分

研究主分野

研究副分野 1

研究副分野2

研究副分野3

101

102

104

105

ライフサイエンス

ライフサイエンス

ライフサイエンス

ライフサイツス

ゲノム

医療 。医学

脳科学
ヾイオインファサィタス

研究キーワー ド

コード番号 研 究 キ ー ワ ー ド

研究キーワー ド1

研究キーワー ド2

研究キーワー ド3

研究キーワー ド4

研究キーワー ド5

１

２

６

７

遺伝子

ゲノム

核酸

細胞・組織
″テム生物学

1/
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7.研究の概要

(1) 「8.研究の目的、必要性及び特色 。独創的な点」から「11. 倫理面への配慮」までの要旨
を
卜
う
＞

で簡潔に記入すること。
(2

(3

にわたる研究の場合には、研究全体の計画と当該事業年度の計画との関係が分かるよ
うに記入すること。
究の目的、方法及び期待される効果の流れ図を記入又は添付すること。研究の目的、

(流れ図)

(記入例 )

研究開発の性格

動 究 応用研究 開発研究

8.研究の目的、必要性及び特色 。独創的な点

凛 翻 鼎 :   だ暖解歌 確 の最終的な目標を達成するゆこ必要な他
の研究計画と、当該研究計画の関係を明確にすること。
(3)研究期間内に何をどこまで明ら力ヽ こするか、各年度の目標を明確にしたうえで記入すること。
(4)当該研究の特色 。独創的な点については、国内・国外の他の研究でどこまで明らかになってお
り、どのような部分が残されているのかを踏まえて記入すること。
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(記入例)

9.期待される成果

(1)期待される成果については、厚生労働行政の施策等への活用の可能性 (施策への直接反映の可織
政策形成の過程等における参考として間接的に活用される可能性、間接的な波及効果等 (民間での利

離 麟 への直接反映の
間接的な波及効果等 (民『

活用 (論文引用等)、 技術水準の向上、他の政策上有意な研究への発展性なDが期待できる力⇒
中心t司回回回目回国で記入すること。
(2'甥瓢翻駆鷲轟鵬ぁ謳に対し、どのように貢献するのか等について、その
的な内容や例を極力明確にすること。

10.研究計画・方法

(3を
躍墾鶏諦霧髪夢

群縦電7マ習羅羅藝現靭
(3)複数年度にわたる研究の場合には、研究全体の計画と年次計画との関係がわかるように記入す
ること。
(4)本研究を実施するために使用する

―

。研究資料 ‐研究フィールドの確保等、現在の研究
環境の状況を踏まえて記入すること。
(5)臨床・疫学研究においては、基本デザイン、日標症例・試料数及び評価方法等を明確に記入す
ること。
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(記入例)

倫理面への配慮

。研究対象者に対する人権擁護上の配慮、不利益 。危険性のり脳試弓鵬 と同意 (インフォームド・コ
ンセント)への対応状況及び実験動物に対する動物愛護上の配慮等を記入すること。

遵守すべき研究に関係する指針等
(研究の内容に照らし、道守しなければならない指針等については、該当する指針等の「□」の枠
内に「○」を記入すること (複数の指針等が該当する場合は、それぞれの枠内に「○」を記入する
こと。))。

ロ
ヒドゲハ 。遺伝子解析研知 こ関する倫理指針

ロ

□
貯 漱 臨妍 究に関する樹 E]臨 床確 に貯

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験等の実施に関する基本指針

その他の指針等 (指針等の名称 :

疫学研究に関する倫理指針

疫学 ,生物統計学の専門家の関与の有無 有 t 無 。 その他 (

臨 床 研 究 登 録 予 定 の 有 無 有 ・ 無 。 その他 (
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(記入例)

12.申請者の研究歴等

申請者の研究歴 :

過去に所属した研究機関の履歴、主な共同研究者 (又は指導を受けた研究者)、 主な研究課題、こ
れまでの研究実績、受賞数、特許権等知的財産権の取得数、研究課題の実施を通じた政策提言数 (寄
与した指針又はガイドラィン等))

発表業績等 :
著者氏名・発表論文名。学協会誌名 。発表年 (西暦)。 巻号 (最初と最後のページ)、 囀 知
的財産権の取得及び申請状況、研究課題の実施を通した政策提言(寄与した指針又はガイドライン等)
(発表業績等には、研究代表者及び研究分担者ごとに、それぞれ学術雑誌等に発表した論文・著書
のうち、主なもの (過去3年間)を選択し、直近年度から順に記入すること。また、この研究に直接
関連した論文・著書については、著者氏名の名前に「○」を付すこと。)

13.厚生労働科学研究費補助金の各研究推進事業に推薦する予定の研究者

年 度 外国人研究者招へい事業 外国への日本人研究者派遣事業 着手研究者育成活用事業
(リ サーチ。レジデント)

平成 25年度 名 名 名

平成 26年度 名 名 名

平成 27年度 名 名 名
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(記入例)

14.研究に要する経費
(1)各年度別経費内訳 (単位 :千円)

年   度 研究経費

内 訳

物品費 人件費 。謝金
旅費 その他

設備備品費 消耗品費 人件費 謝金

平成 25年度

平成 26年度

平成 27年度

合 計

(2)機械器具の内訳 ((1)の物品費のうち50万円以上の機械器具については、賃借が可能な場合は
原則として賃借によること。)

ア.賃借によるもの (50万円以上の機械器具であつて、賃借によるもののみ記入すること。)

年   度 備   品   名 賃 借 の 経 費 (単位:千円) 数 量

平成 25年度

平成 26年度

平成 27年度

イ.購入によるもの (50万円以上の機械器具であつて、賃借によらないもののみ記入すること。)

年   度 備   品   名 単   価  (靴 :千円) 数 量

平成 25年度

平成 26年度

平成 27年度
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(3)委託費の内訳 ((1)
(記入例)

のその他のうち委託費について記入すること。) (単位 :千円)

15。 他の研究事業等への申請状況 (当該年度) (単位 :千円)

16.研究費補助を受けた過去の実績 (過去 3年間) (単位 :千円)

年  度 研究事業名 研 究課 題 名 補助額 返還躍ヨ。
返還年度

返 還 理 由 所管省庁等

(添付書類等がある場合は、この後に一つの電子アァイルになるよう添付してください。)

年  度 研 究 事 業 名 研 究 課 題 名 補  助  額 所 管 省 庁 等

17窺
黎笥瓶雲鶴護網雅電署菫,事異

昭和30年法律第179っ 第1鷲
轟l曝『

年 度 委 託 内 容 委  託  先 委 託 費

平成 25年度

平成26年度

平成27年度

新規・継続 研究事業名 研 究 課 題 名 代表・分担等 補助要求額 所管省庁等 エフォートα)

新規 00研究費 OOに関する研究 代表 12,000 文部科学省 20%

| | |



「平成 25年度厚生労働科学研究費補助金の公募について (案 )」

に対する意見募集について (結果)

I 意見募集期間
平成 24年 9月 14日 (金)から9月 23日 (日 )まで

Ⅱ 意見数 '

合計 :1件

Ⅲ 個別の研究事業についてのご意見
化学物質リスク研究事業

○室内空気汚染対策に関する研究について
。柔軟剤や洗剤、消臭剤、芳香剤など生活用品の中で「香料」 (フ レグラン

ス)と して用いられている有機化合物群についてもソスク評価の対象とし、

基準値を設けるための研究を行なっていただきたい。また、現在の法令に

おいては「香料」と下括りの表示に限定され、本来 VOCと 区分される物質

であつても成分名による表示されていない点も問題である。できれば、消

費者がリスクの判断材料として成分名からデータシー トを参照できるよ

う、成分名表示を義務付ける等の施策をご検討いただきたい。
。現在の VOCに対する基準値/指針値における毒性の指標は、2000年以前
の、主に動物を対象とした個体。器官モデルの研究結果を基に定められて

いる。現在の技術では、培養皮膚を用い細胞毒性を確認することが可能で

あるのでそのような手法もリスク評価手法として加えるべきではないか。

・単一のイヒ学物質の基準値の策定を目指すだけではなく、製品から放散され

る TVoCの基準値設定を目的としたり不ク検討の研究を行うべきではない

か 。

・VOCを放散する製品にシリコーンなどの樹脂が添加されることで室内大気

中での VOC滞留性が増す可能性が考えられるのではないか。複数の物質に

よって室内空気汚染に及ぼす影響も検討した評価研究も行なっていただ

きたい。

【対応】

(現状で対応済み)

室内空気汚染に係る 13物質の指針値の設定は室内空気環境の改善に一

定の成果をあげたことが評価されていますが、最近では 13物質に代わら
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て用いられる物質の安全性に対する懸念や、特定領域 (建材などの難燃

剤・殺虫剤 (しろあり駆除剤含む))の懸念が指摘されています。これら
にはVOC(揮発性有機化合物)の他 SVOC(準揮発性有機化合物)が人体に与
える影響も指摘されております。このため、これらのリスクをハザード評

価及びばく露評価の両面から研究を推進したいと考えています。また、家

庭用品から放散される (準)揮発性化学物質のリスク評価等の研究を行いて

化学物質安全対策にかかる行政施策の企画立案に十分資する研究を推進

したいと考えています:

香料の表示に係る御意見については、家庭用品品質表示法を所管する消

費者庁に伝達したいと思います。




